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どんなに厳しい苦境に遭遇しても決して腐らず、
明るい未来を信じて奮闘努力すれば、
やがてきっと飛躍的繁栄の時がくる

極めて公共性が高い企業であることを自覚し、
利益や権威に偏らず、社会にも貢献していかなければならない

「和して同ぜず」の気概を持って、 
徹底的に議論を重ね、
目的達成のために一致協力して 
実行していこう

「信念」と「愛」で織りなす相互信頼、 
調和の促進を世界に広め、 
美しい世の中をつくっていこう
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本冊子の構成
　ANAグループは、創業の理念を受け継ぎながら培ってきた強みを活かした企業活動を通じ、社
会的・経済的価値の同時創造に取り組むことにより、持続的な企業価値の向上を目指しています。
本冊子では、これまで受け継がれてきた理念と価値創造の全体像を示すとともに、足元の経営環境
の変化を踏まえた対応や、企業活動を支える経営基盤についてご説明しています。

編集方針
　ANAグループ（ANAホールディングス株式会社および連結子会社）は、あらゆる事業活動におい
て、ステークホルダーの皆さまとの積極的な対話を重要視しています。本冊子は、経営戦略や事業・
ESGにかかわる活動の報告を通じて、ANAグループが創出する社会的・経済的価値について総合
的に理解を深めていただくことを目的としています。なお本冊子には社会とANAグループにとって
特に重要と考えるテーマを選定し、掲載しています。ウェブサイトにはより詳細な情報を掲載して
おりますので、併せてご覧ください。

報告の範囲
•  本冊子では、2019年4月1日から2020年3月31日までの事業活動を網羅しています。 
（2020年4月以降に開始した一部の事業活動の内容を含みます）

•  本文中の「ANAグループ」および「当社グループ」は、「ANAホールディングス株式会社」 
およびその傘下の事業会社を指します。

• 本文中の「当社」は、「ANAホールディングス株式会社」を指します。
• 本文中の「ANA」は、「全日本空輸株式会社」を指します。
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「革新性」と「グループ総合力」
創業の理念から培われた強み

1952年、私たちはたった2機のヘリコプターから事業を始めました。「公共性の高い企業として、利益の
追求だけでなく、国や地域にも貢献する」という創業者の想いを受け継ぎ、どんなに厳しい環境下にお
いても、誠実に、ひたむきに努力を続けてきました。常識・慣習・組織の壁を超えて「挑戦」する精神と、
多様性を活かしながら一致団結して乗り越える力が、ANAグループのDNAとして根付いています。

1952
2機のヘリコプター 
から始まった大きな夢
　第二次世界大戦終結後、日本の民間会社による航空機の運航は

GHQに全面的に禁止されていました。運航禁止が解除されたの

は1950年。そのわずか2年後、1952年に設立されたのが、日本初

の純民間航空会社である日本ヘリコプター輸送、のちのANAです。

保有機材は、たった2機のヘリコプター。当時、世界では政府主導

の航空会社経営が多くを占める中、ゼロからの挑戦でした。創業

時の理念「高潔な企業」「権威に屈することのない、主体性を持つ

企業」「独立独歩できる企業」のもと、従業員たちは大きな夢を抱

き、10年後の1962年には戦後初の国産旅客機YS-11のローンチ

カスタマーとなって日本の航空産業を牽引するまでに拡大。1964

年には同機で東京オリンピックの聖火を輸送するという大任も果

たすなど、まさに、ANAは戦後日本とともに成長を続けてきました。

　国内航空会社の事業範囲を定めた産業保護政策─いわゆる「45・

47体制」。1972年に発効されたこの政策下において、ANAは国内線

の運営を担うことになり、国際線については運航を制限されました

が、1971年に香港までの国際チャーター便を就航させました。

　その翌年には2代目社長・岡崎嘉平太氏の尽力により国交が正常

化したばかりの中国（上海）まで国際チャーター便を就航したANA

にとって、国際定期便の運航という夢は決して消えることはありま

せんでした。1980年代に入ると「45・47体制」の下では拡大・多様

化する航空需要に対応できないとして見直しを求める声が高まり、

1985年に同体制は廃止。1986年、ANAはついに成田－グアム間

の国際定期便の運航を開始し、10年越しの悲願を叶えたのです。

　ANAは1999年に、世界初・世界最大の航空連合「スターアライ

アンス」に9番目のメンバーとして加盟しました。コードシェアの

活用によりネットワークを拡充しながら国際線事業の成長を加速

させた一方で、グローバルな政治経済情勢や社会現象に起因する

様々なリスクに正面から立ち向かいました。

　2001年の米国同時多発テロ、2003年のイラク戦争、重症急性

呼吸器症候群（SARS）の流行─これらの不測の事態によって旅客

需要は激減。しかし、緊急コスト削減策などを実行することで、

2004年度（2005年3月期）には国際線事業で初の黒字化を達成し

ました。数多くの逆境に直面しながらもグループとしての総合力を

高め、ネットワークを拡大しながら成長戦略を推進してきました。

2011

　多くの新技術・新素材が導入され、従来以上の長距離飛行や運

航コストの大幅な削減を実現する次世代航空機、ボーイング787

型機（B787）。2004年、ANAグループはB787を世界で初めて発

注し、ローンチカスタマーとして開発を牽引してきました。

　世界が注目する最新鋭機の発注は大きなニュースとなり、ANA

グループのグローバルプレゼンスも向上しました。2011年から運

航を開始、2016年1月には世界で初めて10万便を突破しました。

これは当時の全世界のB787運航便数の4分の1以上にあたります。

B787の燃費効率の飛躍的な向上が、従来の中型機では実現でき

なかった長距離路線への運航が可能となりました。

1986
10年越しの悲願だった

国際定期便の運航

1999

世界に先駆けて最新鋭機材

ボーイング787型機
を導入

国際線拡大への挑戦

スターアライアンス
に加盟

1994
関西空港 
開港

2013
持株会社体制 
へ移行
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2020年、私たちは創業68年目を迎え、今日では規模、品質ともに世界トップティアのエアライングルー
プに成長しました。お客様や社会から愛され、世界を「つなぐ」企業であり続けるために、新型コロナウ
イルス感染症による困難を乗り越えて、最高の価値を創造していきます。

ANAグループ総旅客数（2019年度）

約5,962万人

「お客様の声」レポート  

外部からの評価  

品質 定時性

ANA国内線旅客数※1

（2019年）

世界

第17位

ANA国内線・国際線
総旅客数※1（2019年）

世界

第22位
97.4% 88.7% 87.5%

国内線旅客数シェア※2（2019年度）

第1位（46%）

ANAマイレージクラブ会員数
（2019年度末時点）

3,665万人

就航率 定時出発率 定時到着率

2019年度実績

「規模」と「品質」

規模 品質

■ お叱り　

■ お褒め　

■ ご意見・ご要望　

■ その他　

SKYTRAX社（ANA、2020年）

8年連続5スター
【部門別】

•World’s Best Airport Services (2019)

•Best Business Class Onboard Catering (2019)

 JCSI（日本版顧客満足度指数）調査（ANA, 2019年度）

•国際航空部門「顧客満足」

  第2位

 CIRIUM社（ANA、2019年）

アジア－パシフィック 主要航空会社 

ネットワーク部門 第1位
メインライン部門 第1位
全世界の主要航空会社 

ネットワーク部門 第2位
メインライン部門 第2位

ANA就航空港数（2019年度末時点）

101空港

Peach就航空港・路線数（2019年度末時点）

22空港 39路線

貨物輸送量（2019年度）

年間123.9万トン

保有機材数（2019年度末時点）

合計307機
大型機 ： 59機
中型機 ： 107機
小型機 ：117機※

リージョナル ： 24機
※Peachの運用機材含む

117,628件73,688件
35.8%

42.3%

21.2%21.2% 21.1%21.1%

26.1%
16.6%

16.9% 20.1%

2015年度 2019年度

国際線48空港
国内線53空港

〈出典〉
※1 国際航空運送協会（IATA）2020年
※2 旅客数（全体）の数値：国土交通省（2019年度）
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68年の積み重ねが生み出す強み
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航空運送
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フライト 
ケータリング

IT

貨物・物流

車両整備

人財育成

航空機整備
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グループ連結

売上高   

1兆9,742億円
従業員数  

45,849名     航空事業

73.3%
航空関連事業

12.6% 旅行事業

6.1%
商社事業

6.1%
フルサービスキャリア

全日本空輸（株）
ANAウイングス（株）
（株）エアージャパン

ローコストキャリア（LCC）

Peach・Aviation（株）

売上高構成比 売上高構成比

売上高構成比 売上高構成比
ANAエアポートサービス（株）
ANAベースメンテナンステクニクス（株）
全日空モーターサービス（株）
（株）ANA Cargo

ANAシステムズ（株）
（株）ANAケータリングサービス
ANAテレマート（株）
ANA X（株）  等

ANAセールス（株）
ANAビジネスジェット（株）  等

全日空商事（株）  等

ANAグループの事業の広がり
（億円）

ANAグループは、中核となる航空事業と、それを取り巻く様々な事業で構成されています。各社が 

自律的な経営を行うとともに、強く結びつき、シナジーを生み出すことによって、独自の強みにさらなる

磨きをかけながら、グループ全体で持続的に企業価値を高めています。

売上高 営業利益

 航空事業 17,377 495

 航空関連事業 2,994 181

 旅行事業 1,439 13

 商社事業 1,447 29

 その他 442 35

調整額 △3,959 △147

合計（連結） 19,742 608

売上高構成比
（2019年度）

※調整額消去前

　全日空商事（株）を中心に、航空機部品の調達、航空機

の輸出入・リース・売却、機内サービス・販売用物品の

企画・調達、空港免税店「ANA DUTY FREE SHOP」、

空港売店「ANA FESTA」の運営などの航空附帯事業の

ほか、紙・パルプや食品の輸入販売、半導体・電子部品

の輸出入、広告代理業、インターネットショッピングサイ

トの運営などを行っています。

　ANAグループのマーケティング&セールス部門として

航空券を販売する「航空セールス事業」と、旅行商品の

企画・販売を行う「旅行事業」を、ANAセールス（株）が

担っています。

　また時間価値を重んじる顧客のニーズに応えるため、

ビジネスジェットを活用したチャーター手配を担うANA

ビジネスジェット（株）を2018年に設立するなど、旅行事

業の領域を広げています。

　主に航空事業をサポートするため、空港地上支援、航空

機整備、車両整備、貨物・物流、ケータリング（機内食）、コン

タクトセンターなどの事業を展開しています。

　海外エアラインからの業務受託や、顧客データの活用

による新たな価値創出など、グループ事業の拡大と深化

を追求しています。

　ANAグループの中核として、フルサービスキャリアとしての

ANAブランドと、LCC事業を担うPeach・Aviation（株）が、そ

れぞれの強みを活かしながら、エアライン事業領域の成長を牽

引しています。

　今後は、航空事業として最適な事業ポートフォリオを構築

し、さらに強靭な事業構造を追求することで、グループ全体の

企業価値向上に貢献していきます。
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創業者の想いは時代を超え

ANAグループのDNAとして大切に受け継がれています

社会的使命

グループ
シナジー

挑戦のDNA

安心と信頼を基礎に
世界をつなぐ心の翼で

夢にあふれる未来に貢献します

グループ経営理念

グループ行動指針（ANA’s Way）

私たちは 

「あんしん、あったか、あかるく元気！」に、 

次のように行動します。

1.  安全（Safety）  
安全こそ経営の基盤、守り続けます。

2.  お客様視点（Customer Orientation） 
常にお客様の視点に立って、 
最高の価値を生み出します。

3.  社会への責任（Social Responsibility） 
誠実かつ公正に、より良い社会に貢献します。

4.  チームスピリット（Team Spirit） 
多様性を活かし、真摯に議論し一致して行動します。

5.  努力と挑戦（Endeavor） 
グローバルな視野を持って、ひたむきに努力し 
枠を超えて挑戦します。

グループ安全理念

安全は経営の基盤であり社会への責務である

私たちはお互いの理解と信頼のもと確かなしくみで安全を高めていきます

私たちは一人ひとりの責任ある誠実な行動により安全を追求します

グループ経営ビジョン

ANAグループは、お客様満足と価値創造で 

世界のリーディングエアライングループを目指します

98
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トップメッセージ  

10

代表取締役社長

 片野坂 真哉

創業の理念に立ち返り、
グループ一丸となって 

コロナ禍を乗り越えて
強靭なグループ事業構造を 

確立します。
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トップメッセージ  

　コロナの影響が顕在化し始めた頃、真っ先に取り組んだ

のは財務面の対応です。手元資金の確保に向けて金融機関

との協議を開始しましたが、ここ数年間の業績で蓄積して

きた財務基盤を支えに、当面の事業継続に必要な資金調達

については4月中に目途が立ち、6月末までに借入の実行と

融資枠（コミットメントライン）の拡大を合わせて合計1兆円

規模の確保を完了しました。

　手元資金の確保に並行して、旅客需要の減少に合わせた

運航便数の抑制、人員稼働の調整とサービスの適正化など、

事業面でも即効性のある対応策を実行するとともに、全グ

ループ会社の社長に対して、緊急措置としてコスト削減策を

指示しました。また、公租公課の支払い猶予・減免等を実

現するために、定期航空協会を通して政府や関係当局に業

界支援を要請するなど、他の航空会社とも連携しながら危

機対応を進めました。

　しかし、コロナ禍は一向に収束の兆しが見えず、事業の見

通しはますます不透明となりました。厳しい状況が続く中

で、私は約4万5千人のグループ社員に向けて3月に社長メッ

新型コロナウイルス感染症の
発生直後から取り組んできた 
こと

セージを発出し、「雇用を守る」と宣言しました。社内の不

安を一掃して安心感を醸成することにより、グループ一丸と

なって危機に対応できると考えたからです。空の安全を守る

ビジネスである以上、社員が感染や雇用などの不安を抱え

ながら仕事をすることは絶対に避けなければなりません。今

後の運航規模の回復を見据えながら訓練や教育はしっかり

進めていくこと、法令を遵守しながら働き方の多様化を進め

ること、そして社員と会社を守るために労使協議を前提とし

て待遇面も見直すことなど、私の思いを率直に伝えました。

　5月は国内線の利用者が最も低迷しましたが、コロナの感

染予防に向けた新しい手順を打ち出す必要があり、当社グ

ループとして、お客様も係員も安心できる環境を徹底的に

追求しました。一日でも早く安心を届けたいというANA平

子社長の積極的な対応により、ANAの感染予防策として6

月1日から「ANA Care Promise」を導入しました。「今まで

と変わらない快適さや楽しさを、今まで以上の安心で」―

私たちが提唱した空の旅の新しいスタンダードです。Peach

でも新しい生活様式に即した航空機の乗り方についてウェ

ブサイトに特設ページを開設して方針を周知するなど、必

要な対応を進めました。引き続き、グループ全体で清潔かつ

衛生的な環境の整備を徹底してお客様の不安を払拭し、安

心して航空機をご利用いただけるように努めながら、新しい

ブランド力を創り出していきます。

これらの結果、第4四半期単独で588億円の営業損失を計

上し、四半期ベースで過去最大の赤字となりました。通期で

は営業利益で608億円の黒字を確保しましたが、コロナ禍

の収束が見通せない中、取り巻く事業環境に鑑みて、誠に遺

憾ながら2019年度の配当を見送らせていただきました。

　依然として世界各国で厳格な出入国規制が続いており、

国際線の運航が大きく制限されています。国内でも7月以降

にコロナ感染者が再び拡大しており、一部の都道府県で移

動の自粛が呼びかけられています。このような環境下で日常

の仕事ではオンライン会議やテレワークなどの新たなスタ

イルが採用されるようになり、生活面においても人々の非接

触志向が高まっています。当面は航空機の利用を控える傾

向が続くことが見込まれるため、これまでの経営戦略で前提

としていた需要の持続的な拡大を望むことは、非常に難し

い状況となりました。

　過去を振り返ると、当社グループの経営は常に順風満帆

ということではありませんでした。21世紀に入ってからも、

米同時多発テロ、SARS、リーマンショック、東日本大震災、

米中貿易摩擦など、数多くの難題に遭遇しましたが、その度

に全役職員が知恵を結集させて、痛みを伴う施策も受け入

れながら、これらの事態を克服してきました。当社が創業し

てから再来年で70年になりますが、今回は過去最大の危機

に直面していると言っても過言ではありません。それでもこ

の難局をしっかりと乗り越え、再び事業を成長軌道に戻し

たいと考えています。そのために、目前の諸課題にどのよう

に対処していくか、私の考えについてご説明します。

　平素より、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　新型コロナウイルス感染症により、罹患された世界中の

方々に心よりお見舞い申し上げます。

　当社グループでは、2018年2月に策定した「2018-2022年

度 中期経営戦略」に則り、国際線事業を中心とした成長戦

略を推進してきました。2019年度は全日本空輸（株）（以下、

ANA）が成田からパース、チェンナイ、ウラジオストクへ新た

な路線を開設したほか、超大型機を就航させてハワイ戦略を

展開しました。貨物事業では上海線やシカゴ線に大型フレイ

ターを投入して、大型貨物などの特殊商材や、三国間貨物の

取り込みを強化しました。またLCC事業では、Peach・

Aviation（株）（以下、Peach）とバニラ・エア（株）の統合によ

り、今後の厳しいグローバル競争に対峙するための効率的な

事業体制を確立しました。さらに、競争力の強化を目的とし

た基本品質のさらなる向上を図るため、ボーイング787型機

のエンジン部品問題にも粘り強く対処するとともに、将来を

担う人材を積極的に採用するなど、「安全と品質サービス」な

らびに「人財」をテーマとした先行投資も実施しました。これ

らの結果、2019年度の第3四半期までは連結ベースで過去最

高の売上高を更新し続けるなど、業績は順調に推移していま

した。

　しかしながら第4四半期に入ると、1月後半から新型コロナ

ウイルスの感染拡大による影響が現れ始め、中国・アジア方

面の利用者が徐々に減少していきました。社会・交通インフ

ラとしての役割を担う立場として、お客様や社員を含む関係

者の安全確保を前提に、海外に滞在する邦人の帰国ニーズな

ど、路線別の動向をきめ細かく捉えながら、できる限り運航を

継続しました。それでも世界中の感染拡大を受けて、3月以降

は各国が出入国制限を強化するようになったため、国際線の

全方面で運休・減便を余儀なくされました。また、日本でも4

月7日の政府による緊急事態宣言の発令や各自治体による外

出自粛の要請を受けて、国内線の利用者が急減しました。 

新型コロナウイルス感染症に 
よる事業への影響

P.38  ANAグループの新型コロナウイルス感染症対策



として、短期的には国内線から段階的に回復すると見込ん

でいます。中期的にはワクチンの普及などによって国際線

も緩やかなペースで需要が増加し、グローバリゼーションの

流れを受けて、航空による人の流動が再び活性化すると考

えます。一方、利用者の「客体構成」という「質的な変化」に

ついては、コロナの影響が続く中でもレジャー需要が先行し

て回復し、中期的にも安定的に増加するとともに、観光を目

的とした訪日客も回復すると見通しています。但し、業務渡

航需要は、企業業績の悪化やオンライン会議の浸透などに

よるワークスタイルの変化を考慮する必要があります。

　今回の改革は、これらの旅客数と客体構成の両面から変

化に対応するための施策です。旅客数の変化に対しては、ま

ずは事業規模を一旦縮小してコロナ禍を乗り越えた上、中

期的に需要が回復する段階で規模を再び拡大して、成長軌

道に戻します。また客体構成の変化に対応するため、新た

な市場ニーズに適合したプロダクトとサービスの提供のよ

り、グループ全体で需要の取り込み方を変えていきます。

これを実現するための具体的な対応は、以下の通りです。
　まず、「1）コスト削減と投資の抑制」についてですが、需

要動向に合わせた生産量の大幅な抑制や、労働組合との協

議に基づいた人件費の圧縮など、変動費と固定費の両面か

らコスト削減を推進しています。2020年度第1四半期は、合

計1,625億円のコスト削減を実行しましたが、引き続き、さ

らなる削減項目の拡大や効果の深掘りを追求します。また、

投資についてはこの先に導入を予定している航空機の受領

時期を後ろ倒しして設備投資を大幅に抑制する方針であり、

航空機メーカーを中心に関係先との調整を続けています。

　次に、今後を見据えた骨太の対応として、「2）事業構造改

革」を推進します。現在、航空業界における需要構造が大き

く変わろうとしていますが、「旅客数」という「量的な変化」

アフターコロナを見据えた 
事業構造改革

　これまでの経営戦略では、ANAとPeachの両ブランドによ

るネットワークの拡大を通した成長により、エアライングルー

プとして世界トップティアレベルの売上高、利益水準を追求

することとしていましたが、コロナ禍を受けた人々の行動変

化に合わせて、経営方針の柔軟な修正が急務となっています。

　現下の状況における喫緊の課題として、以下のテーマに取

り組んでいます。

1）コスト削減と投資の抑制

2）事業構造改革の推進

　短期的には、収支均衡に向けて航空事業の構造転換を図

ります。ANAとPeachを主軸にポートフォリオ戦略を推進

し、コロナ禍の新たな環境下で両ブランドが持つ強みを発

揮するとともに、機材と人材を対象として固定費の圧縮に

向けたリソース対応を進めます。また中期的には、着実に価

値を創出する強靭なグループ事業構造の確立に向けて、航

空事業のポートフォリオ戦略を深化させるとともに、ノンエ

ア事業で航空に次ぐ収益の柱を確立します。パンデミック

の再来にも耐えられるグループ経営を目指し、企業価値の

向上を通して安定・継続配当に回帰する方針です。

　私たちが目指すのは、単なる事業規模の縮小均衡、リスト

ラの類ということではなく、アフターコロナで再び成長を果

たすことで、世界中の人々から必要とされるエアライング

ループになることです。経営を取り巻く環境が大きく変わっ

た以上、私たちがそれらに主体的に適合していかねばなり

ません。スピード感を持って改革を推進し、持続的な成長へ

の道筋を確立して次世代に受け継いでいきます。

※  2020年7月29日開示内容

事業構造改革の基本方針―事業モデルの変革※

1） 短期：収支均衡に向けた事業構造の転換（航空事業） 
① 航空事業ポートフォリオ戦略の最適化

② 固定費の圧縮に向けたリソース対応

2）中期： 着実に価値を創出する 
強靭なグループ事業構造の確立

① 航空事業ポートフォリオ戦略の深化

② ノンエア事業で航空に次ぐ収益の柱を確立
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P.24~  事業の進捗

　新型コロナウイルスの感染が拡大した局面では、世界各

国で渡航制限が強化されました。日本でも4月に政府から

緊急事態宣言が発令されましたが、私はその間、外に出か

けたいという人々の願望が非常に大きいことを痛感しまし

た。故郷に帰りたい、海外旅行に出かけたいなど、航空機を

利用して移動するという潜在的なニーズは今後も変わらな

いと考えています。リモートワークの浸透等によって一時的

に業務渡航需要が減少する可能性が高まっていますが、一

方で場所を問わない新しい働き方が定着すれば、ワーケー

ション等のニーズも高まります。

　今回の移動制限により、航空事業の在り方そのものに影

響が及ぶ可能性も指摘されていますが、今こそ当社グルー

プの存在意義を社会に伝えていかねばなりません。需要回

復までの道のりは決して平坦ではありませんが、ワクチンの

開発と普及などを機に航空機での移動が再び増加する段階

では、当社グループが社会のインフラとしての役割を果たし、

人やモノ、文化の交流を支えながら経済や貿易などの社会

活動を活性化することが可能です。これは私たちのグルー

プ経営理念―世界をつなぐ心の翼で、夢にあふれる未来

に貢献します―に通じるものであり、これからも人と人の

出会いや思いを大切にしながら「世界をつなぐ」ことで、よ

り豊かな未来に貢献できると考えています。

　企業が社会とともに持続的に成長していくためには、売

上高や利益などの経済的価値だけではなく、現代社会が地

球規模で直面している社会課題への対応を含めた社会的価

値も同時に追求していくことが重要です。社会の一員として、

お客様、株主・投資家、従業員、ビジネスパートナー、地域

社会など、ステークホルダー全体の持続的な発展につなが

る価値を共有したいと考えています。当社グループは従来

からESG経営を推進してきましたが、コロナ禍に直面して

その重要性がさらに高まりました。地球規模の視点に立ち、

中・長期的な課題に対して真摯に取り組んでいく決意です。

これからも変わらないこと―
ESG経営の推進

P.44~45  ANAグループのESG経営

 最新の情報については、以下をご参照ください。

決算説明会資料： 
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/supplement/
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　中国・武漢で新型コロナウイルス感染者が急拡大した1月

以降、現地に滞在していた日本人の方々の帰国手段を確保

するため、計5回にわたってANAがチャーター便を運航しま

した。まだ新型コロナウイルスの脅威が日本で十分に認識さ

れていなかった頃、多くの社員が感染のリスクと隣り合わせ

で業務にあたりました。それでも、「いつも以上に公共交通

機関としての使命を自覚した」「お客様を無事に日本に送り

届けることで必死だった」など、一人ひとりが強い思いで各

自の役割を全うしたことで、合計828名のお客様の帰国をサ

ポートすることができました。日本政府をはじめとする多く

の関係先の方々に支えられながら、航空会社としての責務を

果たし、6月23日には外務大臣から感謝状を授与されました。

　また、社会貢献活動の一貫として、4月に医療用ガウン縫

製の支援に関するボランティアを募集したところ、想定を大

幅に上回る多数のグループ社員から応募がありました。何

とかして社会の役に立ちたい、自分たちの持っている力を分

かち合いたいという社内の声を聞き、改めて「人財」は宝で

あると認識しました。コロナ禍の収束が見えない中、社会・

交通インフラとしての責任を果たすために、この瞬間も空港

や機内をはじめとする様々な場所で多くのグループ社員が

業務を遂行していることを、私は心から誇りに思います。

未来に受け継いでいくこと

P.76～77  ANAグループならではの取り組み

2020年9月

代表取締役社長

　環境問題はまさにステークホルダー全体にかかわる課題

であり、世界的にもますます大きなテーマとして捉えられる

ようになりました。世界共通の課題である気候変動への取

り組みは、これからの時代を担う企業に課せられた責務で

あり、航空業界に対しても航空機の運航によるCO2排出量

の削減を求める規制がさらに厳しくなっています。足元では

コロナによる運休・減便の影響でCO2排出量は減少してい

ますが、近い将来、航空事業の生産量を回復していく過程で

は、CO2排出量が再び従来の水準に戻ることにならないよ

う、適切な対応が求められています。そこで、今般新たに

2050年を見据えた長期目標を策定しました。航空機の運

航によるCO2排出量を2005年比で50%削減するなど、気

候変動への取り組みを一層強化します。

P.46~49  ESG経営のさらなる推進

　会社の実力は、厳しい時こそ冷静に考えて情熱的に行動

し、いかに仲間と共に職責を果たすかという点に現れます。

当社グループにおける創業の理念の一つに「高潔な企業」と

いう言葉がありますが、これは営利よりも公共性の高い仕

事を優先するという考えです。武漢チャーター便の運航や

医療用ガウン縫製の支援では、社会において自分たちに与

えられた役割を適正に粛々と遂行するべきという使命感と、

そのミッションに自分自身もかかわりたいという責任感から

社員が一致団結しました。当社グループには困難を皆で乗

り越えていこうとする「心の翼」があります。先輩社員から

受け継がれてきた価値観は強靭なDNAとして私たちの中に

根付いており、未来永劫変わることはありません。68年間

の歴史で培ってきた企業文化こそが、現下の危機を克服し

てくための一番の原動力になると確信しています。

　「現在窮乏、将来有望」―創業者である美土路昌一の

言葉です。この言葉を糧に、歴代の経営者が安全を礎に社

会に役立ちたいとの一心で従業員とともに努力を続けてき

ました。ANAの前身である日本ヘリコプター輸送（株）は、僅

か2機のヘリコプターと大きな夢を抱いた28名の社員でス

タートしましたが、以来、努力と挑戦を続けながら成長を遂

げてきました。経営を取り巻く環境の変化により、これまで

幾度となく困難に直面しましたが、危機を切り抜けた後に

私たちはいつも強く生まれ変わりました。今回のコロナ禍

もグループ総合力で果敢に挑戦して乗り越えていきます。そ

してさらに強い翼となり、世界中の人々の架け橋となり未

来に向けて羽ばたきたい―それが私の夢です。夢は努力

をすれば必ず叶うものです。その一心で、私は経営トップと

して、有望なエアライングループとなるようしっかりと舵取

りをしてまいります。

　今後ともANAグループへの変わらぬご支援を賜りますよ

う、心よりお願い申し上げます。

　今回策定した目標は決して容易に達成できるものではあ

りません。航空機やジェット燃料の技術革新などによるハー

ド面の対応だけではなく、人が介在するソフト面での地道な

努力も重要であり、環境以外の社会課題として人権を尊重

した事業活動やサプライチェーンマネジメントなどの諸課

題にも継続して取り組む必要があります。これらの動向を

適切に把握して対応していくためには、ステークホルダーと

の対話が不可欠です。対話を通して当社グループを取り巻

く潜在的な機会とリスクを把握するとともに、社会の意識

や行動の変化などを的確に捉え、これまで以上に経営戦略

に反映させながら、環境・社会・ガバナンスに配慮した経営

を推進していく方針です。今後、目標達成に向けたプロセス

を可視化するとともに、成果については統合報告書やウェ

ブサイト等により、適切に開示します。



理念から始まる 
強みの拡大サイクル
私たちは創業時からの理念を受け継ぎ、歴史の過程で独自の強みを磨き上げてきました。それぞれの 

要素が相互に作用し、循環することで、強みはさらに拡大し、「ANAグループらしい」価値を創出する 

原動力になります。

経済的・社会的価値の

同時創造へ

受け継がれる 
理念

挑戦のDNA

グループシナジー
社会的使命

創業時より

培われた強み
革新のマインドと
グループの多様性の
掛け算による拡大

グループ各社がそれぞれの専門
性を活かしながら一丸となって
戦略を推進し、常に革新的な事
業や、商品・サービスの開発に積
極的に取り組むことで、高い品
質と収益機会を拡大しています。

品質への徹底したこだわりと充
実したネットワークによって築き
上げた、世界中の様々なステーク
ホルダーからのご支持を礎に、
チームスピリットをさらに発揮し、
新たな挑戦を続けていきます。

事業を通して

生み出す強み
社会インフラとしての
価値を追求した
質と量の同時創出

• 最新鋭機材の先行導入

• 先進的な商品、サービスの開発

革新性
への挑戦

•  多角的な事業ポートフォリオと 
各社の経営独自性

• グループ社員約45,000人の連携

目標に向かう

グループ総合力

品質 
の向上

• 安全の堅持と安全文化の継承

• 定時運航のあくなき追求

•  顧客満足度をもとにした 
多様なニーズ対応

規模 
の拡大

•  国際線ネットワークの拡充

•  盤石な国内線ネットワークの維持

•  LCC事業を含めた顧客層の拡大

ANAグループの価値創造プロセス  
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創出する
価値の

拡大

価値創造プロセス
ANAグループを取り巻く環境を踏まえて最適な経営資源を投入することにより、価値創造の原動力とな
る4つの強みの循環はさらに加速します。戦略の遂行を通して社会的価値と経済的価値を同時に創出しな
がら企業価値の向上を目指すとともに、国連で採択された「持続的な開発目標（SDGs）」にも貢献します。

持続的な企業価値向上

経営ビジョンの達成

経済的価値 社会的価値価値の同時創造

競争力の強化
トップラインの拡大
コスト競争力の向上

スマートで快適な
旅の提供

多様な人財の
開発・活用

従業員の生産性向上 
品質・サービスの向上

ダイバーシティ推進
人権尊重社会の実現

地域観光事業の
活性化

事業機会の拡大
新たな需要層の開拓

観光立国・訪日推進

DXによる効率化と
イノベーション

利便性向上と業務効率化の
同時追求

新規事業の創出

パーソナライズサービスの提供
従業員の働きがい向上

エネルギー効率
の追求

燃油費を中心とした
費用増加の抑制

地球環境に対する
負荷の低減

経営基盤 経営理念 安全 衛生 ガバナンス
人財

グループ行動指針 
（ANA’s Way）

品質
の向上

規模
の拡大

生み出す 
強み

革新性
への挑戦

目標に向かう
グループ 
総合力

培われた 
強み

環境認識（中長期）

アジア・太平洋地域の経済成長
世界と日本の社会構造の変化

テクノロジーの進化
気候変動・資源不足

投入するANAグループの経営資源

努力し、挑戦する人の力
世界をつなぐ機材とネットワーク

お客様・社会との信頼
有限で人類共通の天然資源
挑戦を可能にする財務基盤

受け継がれる 
理念

挑戦のDNA
グループシナジー
社会的使命

戦略の遂行

強みによる
事業の“推進”と“持続的な拡大”

ANAグループの価値創造プロセス  
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中長期の環境認識

• アジア・太平洋地域の経済成長

• 世界と日本の社会構造の変化

• テクノロジーの進化

• 気候変動・資源不足

短期の環境認識

• 「新しい生活様式」の定着

•   航空市場における需要構造 

の変化

私たちが企業活動を通じて社会的価値と経済的価値を同時に創出し続けるためには、取り巻く経営環
境を的確に認識した上、時間軸を意識して適切に目標を設定することが重要です。他社との競争激化や
地政学リスクの顕在化などの事業環境の目まぐるしい変化に対する機動的な対応と、環境規制や人権
問題などに関してあるべき姿を定めて中長期的に目指す取り組み。どちらも経営戦略に反映して遂行す
ることにより、創出する価値をさらに向上させていきます。

同時創造を実現するタイムライン

価値の
同時創造

社会的価値

経済的価値

環境

ダイバーシティ&
インクルージョン

人権

地域創生

重要課題（P.44）

2020 2050

航空業界の見通し

事業面の対応

財務面の対応

コスト削減

短期的な 
取り組み
P.24 事業の進捗

次
期
中
期
経
営
戦
略
の
遂
行

現
行
の
中
期
経
営
戦
略

• CO2排出量の削減
• 資源類の廃棄の削減
•  食品廃棄の削減
• 生物多様性の保全E
• 人権尊重の徹底
• 責任ある調達の実現
• 持続的成長を担うひとづくり
• お客様の多様性への対応
• 地域活性化
•  イノべーションを活用した 
社会課題解決

S

• ガバナンス体制の強化G

中長期的な 
ESG経営の取り組み

P.42 サステナビリティの取り組み

中
長
期
目
標
の
達
成

ANAグループの価値創造プロセス  
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2524

事業の進捗
新型コロナウイルス感染症の影響により、 
ANAグループを取り巻く環境が大きく変化しています。
過去最大の難局を乗り越えるため、事業と財務の両面から 
迅速な対応を進めるとともに、
「新しい生活様式」に適合した事業構造への転換を図り、 
持続的な成長を追求していきます。

ANAラインメンテナンステクニクス 
整備士 

小南 輝幸

あなたにとって
「ANAグループのDNA」とは?



　当社グループは2019年1月に、2019～20年度の2年間を対象とした「中期経営戦略アップデート」を策定しました。その後、

2020年1月に羽田空港を中心とする国際線ネットワークの拡大計画が確定したことも踏まえ、3月までに「中期経営戦略ロー

リング」を発表する予定でした。

　ところが、2月頃から新型コロナウイルス感染症による事業への影響が顕在化し始めました。感染の国内外への拡大に伴い、

旅客需要の大幅な減退が長期化することも想定し、まずは喫緊の課題への対応を最優先に実行することとしました。

2018 20202019 2021 2022 （年度）

中期経営戦略の進捗

経営・事業戦略の推移

4． 中期経営戦略ローリングの策定

• 首都圏空港発着枠の拡大
•  東京2020オリンピック・パラリンピック 
競技大会

訪日客の段階的拡大

1． 中期経営戦略 
（2018年2月策定）

2018－2022年度

2． 中期経営戦略アップデート 
（2019年1月策定）

2019－2020年度

3． 2020年度 航空輸送事業計画 
（2020年1月リリース）

2020年度

当社グループを
取り巻く事業環境

主要テーマにおける
アクションプラン

① ESG経営の推進
② 生産性向上
③ 顧客データの活用
④ イノベーションの促進

2020年2月～
新型コロナウイルス
による需要への 
影響が拡大

喫緊の課題への 
取り組みを優先

事業面での対応
事業面では、主に以下の4つのテーマに取り組んでいます。

新型コロナウイルスの影響が顕在化した初期段階より、事業と財務の両面から迅速に対応策を推進しています。

需要減少に合わせた生産量の抑制
旅客需要の減退に合わせ、運休・減便や運航機材の小型化

により生産量を大きく抑制し、燃油費や空港使用料などの

変動費を削減しています。

人員稼働・サービスの適正化
生産量の抑制に伴い、一時帰休制度などを活用して、人員

稼働を適正化しています。また、空港の一部施設を暫定的

に閉鎖するなど、サービス体制とオペレーションの効率化

を図りました。

緊急的な対応策
役員報酬や管理職賃金、夏季一時金の減額による人件費の

削減などを速やかに実行に移し、収支を改善しています。

社会的信用の確立
お客様に安心して航空機をご利用いただけるよう、社会的信

用の確立に向けた取り組みを推進しています。ANAでは6月

より「ANA Care Promise」の運用を開始した一方、Peach

でも様々な対策を導入することで、清潔かつ衛生的な環境

の整備を徹底し、お客様の不安の払拭に努めています。

各対応策の進捗

2020年度第1四半期における実績

1 需要減少に合わせた 
生産量の抑制 生産量・収入連動費用を大幅に削減

2 人員稼働・サービスの 
適正化

① 一時帰休制度の活用
グループ36社、43,500人に対象者を拡大

② 空港運営体制の見直し など
生産量に応じて一部施設を暫定的に閉鎖

3 緊急的な対応策

様々な項目で固定費の削減を推進
① 役員報酬、人件費の減額
② 機材関連費用の圧縮
③ 外部委託の削減
④ 管理可能費の大幅な執行削減 など

4 社会的信用の確立
「ANA Care Promise」運用開始
（6月1日）

 最新の情報については、以下をご参照ください。

決算説明会資料： 
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/supplement/
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コスト削減の取り組み

　変動費については、需要動向に合わてきめ細かく生産量を設定することにより、引き続き最小化に努めます。

　固定費では、通期で750億円※を圧縮する計画です。旅客需要の回復まで時間を要する見通しであることから、コスト削減の

対象項目の拡大や効果の深掘りを推進し、さらなる効果を追求していきます。
※2020年7月29日時点の見通し

コスト削減の効果（連結）

主な取り組み項目
今年度の 

コスト削減見通し

変動費
生産量 
・ 

収入連動費用
△1,300億円

①  機動的な生産量抑制 

事業別の生産量   

4-6月前年同期比 需要動向に応じて 
生産量の抑制を継続

固定費

グループ 

人件費 △245億円
② 役員報酬・管理職賃金の削減
③ 夏季一時金の削減
④ 一時帰休制度の活用 約△750億円※

その他 △80億円
⑤ 設備投資の抑制による効果
⑥ 管理可能費の削減 など

財務面での対応

　新型コロナウイルスによる影響の長期化を見据え、早期に手元流動性を確保しました。金融機関との調整により、第1四半

期に合計5,350億円規模の借入を実行したことに加え、融資枠としてのコミットメントラインを最大5,000億円まで拡大し、合

計1兆円規模の資金調達が完了しています。

　また、今期に導入を予定していた航空機の受領や客室のプロダクト改修を後ろ倒しすることで、設備投資の抑制を図ります。

投資計画を全般的に見直し、案件によっては先送りすることで、投資額を大幅に圧縮する方針です。

各対応策の進捗

　政府に対し、定期航空協会を通じて業界支援の要請をしてきました。この結果、多くの国内空港で空港使用料の支払いが猶

予されたほか、賃料や施設使用料などが減免されました。引き続き、公租公課の猶予期間の延長や減免など、さらなる支援策

の拡充を要請していきます。

2020年度第1四半期における実績

手元流動性の確保

設備投資の抑制

当面の資金を確保（合計1兆円超）
① 借入の実行 5,350億円規模
② 融資枠の設定 5,000億円に拡大

設備投資を大幅に減額
① 導入予定機材の受領を後ろ倒し
② 客室のプロダクト改修を先送り など

1

2020年度第1四半期における実績

政府に対する業界支援要請
※定期航空協会としての対応

空港使用料などの支払い猶予その他

2
• ANA国際旅客 △86%

• ANA国内旅客 △73%

• ANA国際貨物 △62%

• Peach △81%

第1四半期実績

合計△1,625億円

事業面で適切に対応を進めたことにより、燃油費などの変動費と人件費などの固定費を合わせ、

2020年度第1四半期に合計1,625億円のコストを削減しました。

財務面では主に以下の2つのテーマに取り組んでいるほか、政府に対しては航空業界として支援を要請して 

きました。

 最新の情報については、以下をご参照ください。

決算説明会資料： 
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/supplement/
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中期｜着実に価値を創出する強靭なグループ事業構造の確立

事業環境認識と当社グループの対応 事業構造改革の基本方針
新型コロナウイルスの影響により、世界中で社会構造や価値観の変革が迫られ、人々のワーク・ライフスタイルも

変化する中、「新しい生活様式」の定着により航空業界でも需要構造が変わろうとしています。この状況を踏まえ、

以下の通り対応していきます。

市場環境の変化に着実に適合するため、事業構造改革を断行します。

「旅客数（量の変化）」への対応
　足元では、航空の移動を伴わない行動が浸透しています

が、旅客需要は国内線から段階的に回復すると見込んでい

ます。中期的には、ワクチンの普及などにより国際線も緩や

かなペースで増加し、グローバリゼーションの流れを受けて

航空による移動が再び活性化すると考えられます。

　当社グループとしては、事業規模を一旦縮小して需要の

減退局面を乗り切りますが、中期的に需要が回復する局面

では規模を再び拡大して成長軌道に戻します。

　短期的には、航空事業における収支均衡達成に向け、事業構造の転換を図ります。

① 航空事業ポートフォリオ戦略の最適化
ANAでは、当面の運航規模を修正し、経営資源を高収益路線に集中するとともに、アフターコロナの市場ニーズを見据え、

現状のプロダクトとサービスを見直します。一方、統合を経て効率的な事業体制を確立したPeachでは、成田空港と関西

空港を基軸に、大都市圏の後背地需要を幅広く取り込んでいきます。

② 固定費の圧縮に向けたリソース対応
機材については、総保有数を圧縮するとともに、小型化と稼働率の向上を推進します。人財では、デジタルトランスフォー

メーションの活用など、新しい働き方によって生産性向上を実現しつつ、人員配置を見直します。

　中期的には、航空事業強化のためのポートフォリオ戦略のさらなる深化により、多様化する需要層を幅広くカバーします。ま

た、ノンエア事業における収益の柱の確立を通じ、着実に価値を創出する強靭なグループ事業構造の確立を目指します。

　これらにより企業価値の向上を図り、安定・継続配当に回帰するとともに、持続的な成長を追求していきます。

「顧客層（質の変化）」への対応
　新型コロナウイルスによる影響が続く中でも、レジャー需

要から先行して回復し、中期的にも安定的に増加するとと

もに、観光目的の訪日客も回復すると見通しています。一方

で、オンライン会議の浸透や企業業績の悪化により業務渡

航需要は今後も弱含みが続くことが想定され、客体構成が

大きく変わると考えられます。

　当社グループとしては、新たな市場ニーズに適合したプ

ロダクトやサービスを提供することで、グループ全体で需要

の取り込み方を変えていきます。

今後の経営方針

 持続的な成長へ

 人々のワーク・ライフスタイルが変化、「新しい生活様式」が定着

新型コロナウイルスの影響を受けて航空市場の需要構造が大きく変化

短期（コロナ影響が継続） 中期（アフターコロナ）

旅客数

（量の変化）

① 航空の移動を伴わない行動が浸透

② 国内線は段階的に回復

③ 国際線も緩やかなペースで増加

④ 航空による移動が再び活性化

顧客層

（質の変化）

①  客層によって回復のスピードに差異 

• レジャー ：減少 → 徐々に回復 

• 業務渡航：減少

②  コロナ前とは異なる客体構成へ 

• レジャー ：増加（訪日客も回復） 

• 業務渡航：弱含みが継続

マクロ環境

航空業界

新たな市場ニーズに適合したプロダクト・サービスの提供

事業規模を再び拡大
成長軌道へ

事業規模を縮小して
コロナ禍を乗り越える

ANAグループ
の対応

ANAグループ
の対応

短期｜収支均衡に向けた事業構造の転換（航空事業）

① 航空事業ポートフォリオ戦略の最適化 
 ANA ： 当面の事業規模を縮小して経営資源を高収益路線に集中、 

プロダクト・サービスを見直し
 Peach ：成田・関西を基軸に大都市圏の後背地需要を幅広く取り込み

② 固定費の圧縮に向けたリソース対応 
 機材 ：保有機材数の圧縮、小型化・高稼働の追求 
 人財 ：生産性向上（新たな働き方など）を通した人員配置の見直し

経営理念 ・ 安全 ・ 衛生 ・ ESG経営 ・ 人財 ・ DX ・ グループ行動指針経営基盤

① 航空事業ポートフォリオ戦略の深化
② ノンエア事業で航空に次ぐ収益の柱を確立

企業価値の向上
（安定・継続配当）

 最新の情報については、以下をご参照ください。

決算説明会資料： 
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/supplement/
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2019年度は、経営の基盤固めとして安全と品質サービスの総仕上げを実行するとともに、羽田空港における国際線
発着枠の拡大に備えた人財や機材の先行投資を進めました。第3四半期までの業績は堅調に推移しましたが、第4四
半期に新型コロナウイルスの感染拡大による影響を受けた結果、航空事業の売上高は1兆7,377億円（前期比4.2%

減）、営業利益は495億円（同69.1%減）となりました。
2020年度は、需要が低迷する期間においては機動的に生産量を抑制するとともに、回復局面では積極的に収入の最
大化を図っていきます。

国際線旅客事業

　2020年は、羽田空港の国際線発着枠拡大、東京2020オ

リンピック・パラリンピックの開催など、大きな飛躍が期待

された年でした。しかし、新型コロナウイルスを前に航空業

界は大きな試練に立たされています。私は2017年に社長に

就任して以来、どのような環境においても結果を出せるよう

なレジリエンスのある組織づくりを目指してきました。現在

は国際線・国内線ともにかつてない規模での減便を余儀な

くされていますが、このような時こそ新型コロナウイルスか

らの生き残りをかけてレジリエンスを発揮してまいります。

　2019年、ANAは米シリウム社による定時到着率がアジ

ア・パシフィック地域で第1位、英スカイトラックス社による

品質評価が8年連続で世界最高評価5スターを獲得するな

ど、私たちが提供してきた航空運送サービスは高い評価を

いただきました。一方、新型コロナウイルスは、私たちの生

活・行動様式に大きな影響を及ぼしています。ANAは空の

新しいスタンダードとして6月から「ANA Care Promise」

を開始し、衛生への取り組みを強化しています。これまで積

み上げてきたサービスの品質をベースに、ウィズコロナ時代

に適切な対応を加えてお客様の安心を徹底的に追求してい

きます。

　また、この未曽有の危機を乗り越えるためには航空事業

に関係する費用、とりわけ固定費の構造改革が不可欠です。

さらに、社員の働き方を見直し生産性を大きく向上させて

いきます。これらのテーマに、真摯にかつ迅速に取り組むこ

とによって、ポストコロナ時代に再びANAが成長軌道に乗

ることができるよう、大胆に改革を推進してまいります。

航空事業

世界各国の渡航や入国に関する規制緩和の状況を見極めながら、段階的に生産量を回復

2019年度の振り返り
　5月から成田－ホノルル線の一部の便にエアバスA380型

機「FLYING HONU」を順次投入しハワイ戦略を推進した

ほか、新たな路線として、9月から成田－パース線、10月か

ら成田－チェンナイ線、2020年3月から成田－ウラジオスト

ク線を開設しました。

　営業・サービス面では、ボーイング777-300ER型機を対

象として、約10年ぶりにファーストクラス、ビジネスクラス

の新シートを導入し、8月から羽田－ロンドン線、11月から

羽田－ニューヨーク線、成田－ニューヨーク線、2月から羽

田－フランクフルト線に投入しました。ビジネスクラスの

「THE Room」では、ANA初のドア付き個室型ワイドシート

に世界初となる4K対応のパーソナルモニターを導入するな

ど、最上級のくつろぎ空間を提供しています。

　一方で、新型コロナウイルスによる需要減退は1月末より

中国線で顕在化し、その後アジア線、北米線、欧州線、ハワ

イ線に拡がったため、2月より需給調整を開始し、3月末ま

でに71路線2,814便を対象に運休・減便を実施しました。

　以上の結果、2019年度の国際線旅客数は941万人（前期

比6.7%減）となり、収入は6,139億円（同5.8%減）となりま

した。

2020年度の事業方針
　世界各国で渡航や入国に関する制限が続いている間は、

運航規模を極力抑制していきます。一方、日本ならびに就航

国において規制を緩和する動きがあれば、段階的に生産量

を回復していく方針です。

国際線旅客事業の推移
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 ビジネスクラスの新シート「THE Room」
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ANAホールディングス（株）取締役 
全日本空輸（株）代表取締役社長

平子 裕志

新型コロナウイルスの 

試練から生き延び、 
成長し続けていきます。



国内線旅客事業 貨物郵便事業
経済活動や人々の移動の再開に合わせて生産量を増加し、収益性を回復させながら地域経済の活性化に貢献 貨物マーケットにおける需給バランスの逼迫が続く中、輸送力を最大限に確保して収益を拡大

2019年度の振り返り
　好調なビジネス需要と訪日旅客の国内移動に加え、ゴー

ルデンウィーク10連休の旺盛な需要を取り込んだことなど

により、第3四半期までの旅客数は堅調に推移しました。搭

乗の355日前から購入可能な割引運賃を設定し、早期から

需要の取り込みを図るなど、前年度に実施した運賃構造改

革の効果も現れました。

　路線ネットワークでは、5月から成田－中部線、10月から

中部－熊本線を増便したほか、投入機種の柔軟な調整や便

数の最適化を推進し、機材・ダイヤの需給適合を図りました。

　11月より、ボーイング777-200型機を対象に、電動リク

ライニングにより快適性と機能性が向上したプレミアムク

ラスの新シートや、タッチパネル式パーソナルモニターを

装着した普通席を順次導入しました。また、那覇空港では、

出発カウンターのレイアウトを変更して自動手荷物預け機

「ANA Baggage Drop」を国内4空港目として導入したほ

か、「ANA LOUNGE」のリニューアルをするなど、サービス

品質のさらなる向上に努めました。

　しかし、国内における新型コロナウイルスの感染拡大を

受け、政府や自治体から外出やイベントの自粛要請が出さ

れたことにより、2月末から旅客需要が大幅に減退しました。

公共交通機関としてネットワークの維持に努めながらも、3

月より運航便数の調整を開始し、合計42路線2,674便の運

休・減便を行いました。

　以上の結果、旅客数は4,291万人（前期比3.2%減）とな

り、収入は6,799億円（同2.4%減）となりました。

2020年度の事業方針
　新型コロナウイルスによる需要の低迷が継続する期間に

おいては、運航便数を抑制することで、生産量連動費用の

抑制を図ります。一方、経済活動や人々の移動の再開に伴

い需要の増加が確認できれば、機動的に生産量を回復して

いく方針です。政府が実施するGo Toキャンペーンなどの

観光需要喚起策も活用してレジャー需要の取り込みを強化

し、収益性を回復させるとともに、地域経済の活性化にも貢

献していきます。

2019年度の振り返り
　国際線貨物事業では、米中貿易摩擦などによる世界経済

の減速を受け、日本発・海外発貨物ともに需要が弱含んで

推移したことに加え、2月より新型コロナウイルスの影響で

旅客便に多数の減便が生じたため、輸送重量・収入ともに

前期を下回りました。

　路線ネットワークでは、7月から成田－上海（浦東）線、10

月から成田－シカゴ線に大型貨物機ボーイング777F型機

を導入し、半導体製造装置をはじめとする大型貨物や特殊

貨物などの新たな商材を取り込んだほか、第4四半期には

新型コロナウイルスの感染拡大に伴って需要が急増した緊

急物資や衛生関連用品などの輸送を取り込みました。

　以上の結果、2019年度の国際線貨物輸送重量は866千

トン（前期比5.2%減）となり、収入は1,026億円（同17.9%

減）となりました。

2020年度の事業方針
　世界的な旅客便の運休・減便により、国際貨物の輸送ス

ペースが不足する状況が続いています。需給が逼迫するマー

ケット環境に柔軟に対応するため、フレイターを中心に臨時

便やチャーター便を機動的に設定します。また、旅客機の

貨物輸送においては、4月から日本の航空会社として初めて

客席への貨物搭載を開始しました。輸送力を最大限に確保

しながら、収益拡大を追求していきます。

航空事業

 ボーイング777-200型機のプレミアムクラス新シート

 ボーイング777F型機

リニューアル後の那覇空港出発カウンター

 客席への貨物搭載
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シンガポール航空と戦略的包括提携契約を締結

　ANAは、2020年1月31日、アジア・オセアニア地域のネットワーク強化とプレゼンス向

上を目的として、シンガポール航空と戦略的包括提携契約を締結しました。既存のコード

シェアを拡大しつつ、2021年ウィンターダイヤからのジョイントベンチャー（共同事業）開

始を目標に、航空法に基づき独占禁止法適用除外（ATI）となる協定の認可申請の準備を

進めています。認可後はユナイテッド航空（アジア－北中南米間）、ルフトハンザ航空グルー

プ（日本－欧州間）に次ぐ3番目のジョイントベンチャーとなります。提携関係をさらに深化させ、アジア・オセアニア地域

におけるお客様の利便性の向上ならびに競争力の強化に取り組んでいきます。
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LCC事業
事業統合による経営基盤の強化を活かし、当面は国内線に経営資源を配分

2019年度の振り返り
　Peach・Aviation（株）とバニラ・エア（株）の事業統合に向

け、機材と人材の移管を段階的に進め、10月末に運航の一

元化が完了しました。機材の改修や乗務員の移行訓練に伴

い、リソースの稼働を一時的に抑制しましたが、バニラエア

が運航していた10路線をPeachに移管しました。

　一方で、香港や韓国における地政学リスクの影響を受け

たほか、2月以降は新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、

国際線、国内線合わせて23路線2,088便の運休・減便を実

施しました。

　以上の結果、2019年度の旅客数は728万人（前期比10.6%

減）となり、収入は819億円（同12.5%減）となりました。

2020年度の事業方針
　国内線では、3月末に成田－鹿児島線、成田－長崎線を

開設したほか、6月中旬から全路線で、7月下旬からは全便

で運航を再開し、レジャー需要を中心に旅客の取り込みを

強化しています。また8月1日より、成田－宮崎線、成田－釧

路線を開設するなど、これまで築いてきたPeachブランド

の強みを基盤として、バニラエアから引き継いだ成田拠点の

路線を拡充していきます。

航空事業 ノンエア事業

　国内外の多くのお客様にご利用いただいたバニラエアは、

2019年10月末に運航を終了し、Peachとの事業統合を完

了しました。今では、パイロットや客室乗務員、整備士をは

じめ、バニラエアから転籍した多くの社員が主戦力として活

躍しています。

　関西空港を拠点にイノベーティブな取り組みを展開する

Peach、成田空港を拠点に新たな首都圏需要を開拓してき

たバニラエア、両社の統合によりそれぞれの強みを結集さ

せ、経営資源を共通化しスケールメリットを活かすことで、

事業基盤の強化を実現しました。バニラエアから受け継い

だ路線に加え、成田から鹿児島・長崎・宮崎・釧路への新

規路線を開設するなど、首都圏でのプレゼンスをさらに強

固にしてまいります。

　足元では、新型コロナウイルスの影響により、移動が大き

く制限された状態が続いています。一方で、テレワークの浸

透など働き方改革が加速しワークスタイルが変わることに

よって、余暇を過ごす時間が増え、例えばリゾート地や地方

の実家で仕事をすることも可能になりました。この流れを

受けて、「人と出会うことの重要性」や「各地を訪れることの

新鮮さ」が持つ価値はますます高まるでしょう。人の移動は、

これまでとは形を変え、今後も拡大していきます。改めて気

付く日本の良さや新たな魅力を海外に発信することにより、

さらなる訪日需要の開拓も可能となるでしょう。

　Peachは「空から、新しいかけ橋を。」をテーマに、いち早

く国内線の運航便数を増加させました。国内線ネットワー

クを拡充することで「かけ橋」としての役割を全うし、地方、

そして日本全体の経済再活性化に貢献してまいります。ま

た、投稿型旅行プラットホーム“tabinoco”サイトの活用に

より、お客様同士、または地方とお客様をデジタルで結ぶ

「かけ橋」として、新たな需要を創出します。

　近い将来、各国政府による様々な渡航規制も段階的に解

除されていくでしょう。中長期的には国際線事業も再び拡

大し、充実した国内線ネットワークも活用しつつ、これまで

以上に海外のお客様にも日本各地に足を運んでいただける

ようにしたいと思います。

　Peachは、お客様満足・マーケットシェアにおいて「アジ

アのリーディングLCC」としての地位を確立してまいります。

航空事業に次ぐ新たな収益の柱の確立に向けて取り組みを強化

航空関連事業

　2019年度は、関西空港や中部空港における空港地上支援

業務の受託が増加したほか、沖縄にて本格的に事業展開を

開始した航空機整備のMRO Japan（株）が新たに連結子会

社として加わったことなどから、売上高は2,994億円（前期比

2.9%増）、営業利益は181億円（同37.7%増）となりました。

　2020年度は、新型コロナウイルスの影響による外国航空

会社の運航便数の減少により、空港地上支援業務などの受

託が減少しています。今後、世界的に運航が再開される局

面では、収益性の回復と強化に向けた取り組みを推進して

いきます。

航空関連事業の売上高推移

（億円）

2015 2016 2017 2018 2019

2,319

2,644
2,843 2,910 2,994

（年度）

旅行事業

　2019年度は、国内旅行、海外旅行ともにインターネット

販売商品の集客が好調だったほか、ゴールデンウィーク 

10連休の需要を積極的に取り込みました。1月末以降、 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた結果、売上高

は1,439億円（前期比4.5%減）、営業利益は13億円（同

129.9%増）となりました。

　2020年度は、早期の回復が期待される国内旅行需要を

着実に取り込むとともに、「Go Toキャンペーン」も活用しな

がら、ダイレクト販売の拡大とダイナミックパッケージ商品

「旅作」などの競争力強化に努めていきます。

旅行事業の売上高推移

（億円）

2015 2016 2017 2018 2019

1,673 1,606 1,592
1,507 1,439

（年度）

商社事業

　2019年度は、航空・電子部門において航空機部品などの

取扱高が増加したものの、食品部門でナッツ類などの取扱

高が減少したほか、リテール部門では第4四半期に新型コ

ロナウイルスの影響で空港免税店「ANA DUTY FREE 

SHOP」や空港物販店「ANA FESTA」の取扱高が減少した

結果、売上高は1,447億円（前期比3.9%減）、営業利益は

29億円（同21.5%減）となりました。

　2020年度は、選択と集中による既存事業の強化と新規

事業の創造を継続し、収益の拡大に取り組む方針です。

商社事業の売上高推移

（億円）

2015 2016 2017 2018 2019

1,402
1,367

1,430

1,506
1,447

（年度）

LCC事業の売上高推移

20192015 2016 2017 2018

819

698
756

875
936

（年度）

（億円）

Peach・Aviation（株）
代表取締役CEO

森 健明

※  上記グラフはPeachとバニラエアの合計値 
（2015～2016年度は連結化前のPeachの実績を含む）
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設立

物理的な距離や身体的な制限を超えて、誰もがつながることができる
未来のプラットフォーム、「avatarin（アバターイン）」。
事業化により経営スピードを加速し、次世代の社会インフラとして 

「未来社会」の実現に貢献していきます。

2020年4月、ANAホールディングス発の初めてのスタートアップとなる「avatarin（株）」を設立しました。
「アバター」は、疑似的な瞬間移動が可能となる遠隔操作分身ロボットです。当社では2018年からアバタープロ
ジェクトを立ち上げ、ロボットの開発や、物理的な身体の移動を伴わないモビリティの研究を進めてきました。 
「アバター」の活用は、教育や医療において様々な社会課題の解決に貢献するだけでなく、新たな旅行需要の創出
につながるなど、多くの可能性を秘めています。
グループ経営理念に掲げる「世界をつなぐ心の翼」「夢にあふれる未来」に向け、avatarin（株）は、エアラインの 
枠を超えた事業領域に挑戦し、ANAグループならではの新たな価値を創造していきます。

ANAグループの新型コロナウイルス感染症対策
～あんしんな空の旅の新しいスタンダードづくり～

新型コロナウイルスの感染が世界で拡大する中、暮らしの様々な場面で「新しい日常」が始まっています。ANAでは、航空機を
ご利用いただくお客様とお迎えする係員双方の健康を守り、感染症予防対策を重視した環境づくりを徹底するため、2020年

6月より、お客様との共通のお約束として「ANA Care Promise」をスタートしました。また、Peachでも同様の対策を全社
員一丸となって推進し、空の新しいスタンダードを創ることを目指しています。
これからも「安全」を最優先に、清潔で衛生的な環境・サービスをお届けし、旅の様々なシーンでお客様とともに、これまで以上
の「あんしん」を創っていきます。

　また、お客様同士のご不安解消のために、空港内と機内では必ずマスク等のご着用、また空港内の施設や保安検査場、搭乗

口では、お客様同士の間隔の確保や機内への搭乗順序の変更など、感染拡大防止に向けた取り組みへのご協力をお願いして

います。
※  マスク等を着用されないお客様ならびに発熱など体調がすぐれないお客様のご搭乗をお断りする場合がございます。

 詳細はこちらをご覧ください。

感染症対策の概要

2

4

1

3

※ 病院の手術室の空調設備にも使用されています

常に衛生的で清潔な環境づくり
• 機器などの消毒、除菌
• ラウンジの飲食物の個包装　など

すべての航空機の定期的な消毒
• 国際線機材（毎便実施）
• 国内線機材（毎日夜間に実施）

お客様と接するスタッフの感染症予防対策
•  空港やラウンジ係員によるマスク、フェイスシールドなどの着用
•  客室乗務員のマスクや手袋、ゴーグルの着用　など

航空機内の換気の徹底
•  上空のきれいな空気を取り込み、約3分で機内の全空気を換気
•  全機に高性能フィルター※を装備し、機内の空気をろ過して客室内
に循環

ANA Care Promiseについて　 Peachの感染対策について
https://www.ana.co.jp/ja/jp/topics/coronavirus-travel-information/  https://www.flypeach.com/information/jp/infection_control/

特集

天井裏のエアコンダクト

機外へ排出

床下貨物室
エンジンから
空気を取り込む
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医療・介護（面会・見守り）

案内所・
多言語対応

ショッピング・観光

遠隔診療

オフィス・会議
教育・セミナー

カンファレンス

リモートワーク

医療・介護（面会・見守り）

案内所・
多言語対応

ショッピング・観光

遠隔診療

オフィス・会議
教育・セミナー

カンファレンス

リモートワーク

MISSION

アバターを、すべての人の、 
新しい能力にすることで、 
人類のあらゆる可能性を
広げていく

主な事業

•  遠隔操作分身ロボット「アバター」、 
およびそのプラットフォームである 

「avatarin（アバターイン）」を使った

サービスの開発・提供

•  「アバター」の活用による社会課題解決

の提案

アバターの活用事例

　私たちは、「アバターを、すべての人の、新しい能力にす

ることで、人類のあらゆる可能性を広げていく」ことをミッ

ションに掲げ、アバター事業に取り組んでいます。「移動」

に伴う距離や時間、または身体的な制約をテクノロジーに

よって解消し、航空機をはじめとする既存のモビリティを

超越した「移動」の新しい形を提供することが、当社の使

命だと考えています。

avatarin株式会社  
代表取締役CEO 

深堀 昂

　現在当社は、遠隔操作分身ロボット「アバター」や、世界

初のアバタープラットフォーム「avatarin（アバターイン）」を

活用し、誰もが自由にどこにでも瞬間移動できる環境を整

えることにより、すべての人がより簡単に社会参画できる世

界を目指しています。医療や観光施設、学校などに設置され

た普及型アバター「newme」に自らの意識や存在を伝送す

ることで、入院中の方がショッピングや観光を楽しんだり、

教師が遠く離れた離島の学校で授業を行うなど、物理的・

身体的な制約を超えた移動が可能となります。

　昨今は、新型コロナウイルスの影響により、非接触や遠隔

技術に関する社会的なニーズが急速に高まっています。オン

ラインでの仕事やカンファレンスが浸透する中、「雑談」や

「セレンディピティ（偶発的な出来事や経験）」の機会が減り、

チームビルディングが難しくなる、新たな発想が生まれにく

いなどの課題も見えてきました。アバターでは、自宅などに

いながらも職場や会議場を自らの意思で自由に動くことが

できるため、話したい人のところに出向いて話しかける、ふ

らっと歩き回って偶然の出会いや発見から発想のヒントを

得るなど、リアルに近い環境を実現できます。

　このように、リアルとバーチャルのさらなる融合を進めて

いくことにより、アバターはすべての人の「新しい能力」とな

ることが可能です。距離や時間、そして身体的な制約を気に

せず人々がつながり、互いに支え合う新たなライフスタイル

を提案していくことで、様々な社会課題の解決に寄与でき

ると確信しています。今後は、アバターの普及を推進し、ア

バタープラットフォームを社会インフラとして浸透させるた

め、幅広い企業との協業や資本提携を通してロボットやサー

ビスの共同開発を進めていきます。

　世界の人口に占める航空利用者の割合はわずか6%に過

ぎません。体を移動する時代から、意識を瞬間移動する時

代へ。ヘリコプター2機から始まったANAグループは、航空

機による移動に加え、これからはアバターという瞬間移動

モビリティを提供していきます。エアライングループならで

はの発想を活かしながら、avatarin（株）は進化を続け、未

来社会の実現に貢献していきます。

普及型アバター普及型アバター
「newme（ニューミー）」「newme（ニューミー）」

ミュージアム・エンタメ

離れて暮らす子どもと遊ぶ

自宅から社内会議に参加 店員のアドバイスを聞きながら 

ショッピング

遠隔お見舞いも可能に

大分県離島の小中学生が 

東京国立博物館を遠隔見学

バスケットボールの有名コーチが 

遠隔地から直接指導

アバタープラットフォーム アバタープラットフォーム 
「avatarin（アバターイン）」「avatarin（アバターイン）」
インターネットから、あらゆる場所に 
設置されたアバターに自由に接続し、 
誰もが社会参画可能な 
未来社会を実現

書店で話題の新刊をチェック

オンライン卒業式に参加

事業の進捗  
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ANA 
客室乗務員 

小林 葉子

サステナビリティ
の取り組み
ANAグループは、社会とともに発展する企業であり続けるために、
事業活動を通した社会課題の解決にも継続的に取り組んでいます。
長期的な視点で「目指すべき姿」を定め、着実に戦略を 
遂行していくことにより、持続的な企業価値の向上を 
目指していきます。

あなたにとって
「ANAグループのDNA」とは?

4342



ANAグループのESG経営

ANAグループを取り巻く社会環境

　世界では地球温暖化などの気候変動やエネルギー資

源の不足、海洋プラスチックごみの増加、貧困、児童労

働などの様々な社会課題があり、それらの対策を政府・

自治体だけではなく企業にも求める動きが加速していま

す。パリ協定で定められたCO2排出量の削減目標や

2030年までに達成を目指す世界共通の目標である

SDGsなどがその一例です。

　特に昨今では、気候変動問題がグローバルに注目され

ており、CO2は地球温暖化の原因の一つと考えられてい

ます。航空輸送を事業の中核とするANAグループは、航

空機の運航により排出するCO2の削減など、事業活動が

環境や社会へ与える影響への対応が求められています。

また、航空運送事業は自然災害やテロ、感染症拡大など

外的要因の影響を受けやすく、地球環境や社会情勢の安

定を図ることが事業運営において重要となっています。

持続的成長のための
「ESG経営推進サイクル」
　ANAグループでは取り巻く環境を理解した上で、将来

にわたり社会から必要とされ、企業として持続的に成長

し、価値を生み出し続けるためにESG経営を推進してい

ます。

　ステークホルダーとの対話から社会要請を把握し、経

営戦略とのすり合わせを行った上で事業や社会における

インパクトを評価し、取り組みに反映しています。取り組

み状況は随時ウェブサイトなどで開示するとともに、開

示情報をもとにステークホルダーと定期的に対話し、進

捗状況の報告や取り組みの妥当性を確認しています。

　このように「対話」「取り組み」「情報開示」のサイクルを

回すことでESG経営を推進し、持続可能な社会の実現

と企業価値の向上を目指していきます。

ESG経営における 
ANAグループの重要課題
　私たちは、ステークホルダーとの対話から把握した

社会の要請を経営戦略とすり合わせた上で、事業や社

会に与えるインパクトを評価して4つの重要課題を特定

し、事業活動を通じた解決に向けて取り組んでいます。

　重要課題は、2015年度に「環境」「ダイバーシティ&

インクルージョン（D&I）」「地域創生」を特定した後、

2016年度に「人権」を追加しました。これら4つの重要

課題は、2019年度にESGにかかわる中長期目標を策

定するにあたり、有識者との対話や経営レベルでの議

論を通じ、引き続きANAグループにとっての重要課題

であると確認しています。

重要課題とした理由

ANAグループにとって 社会にとって

環境 P54

• 燃油費の抑制
•  将来の排出権取引の 
コストの抑制

•  環境リスク回避による 
評価の維持・向上

•  環境負荷の 
低減

人権 P58
•  人権リスク回避による 
評価の維持・向上

•  人権尊重社会 
の実現

D&I P60

•  新規需要の創出による 
収益力向上

•  課題解決型サービス提供に 
よる顧客対応力の強化

•  共生社会の 
実現

地域創生 P64

•  新規訪日需要の創出による 
収益力向上

•  国内線事業の収益性の 
維持・向上

• 国際線事業の収益拡大

•  地域経済の 
活性化

•  国際交流の 
促進

重要課題のマトリックス

非常に重要

非常に重要

地域創生
•日本の地方の衰退
•新興国の所得・教育格差

環境
•気候変動
•環境汚染

人権 
• サプライチェーン上の 
人権侵害

D&I
• お客様と従業員の 
ダイバーシティ

経営軸

社会軸

ANAグループの事業におけるインパクト 
（経営理念・ビジョン、経営戦略の方向性、事業機会とリスク）

ステークホルダー 
の関心／ 
環境や社会に 
対する 
インパクト

ANAグループのESG経営推進サイクル

経営理念

安心と信頼を基礎に 

世界をつなぐ心の翼で

夢にあふれる未来に 

貢献します

対話

取り組み

情報開示

社会的・経済的価値 

を同時創造し、

持続可能な社会の 

実現と企業価値の 

向上を目指す

• CO2排出量の削減
• 資源類の廃棄の削減
• 食品廃棄の削減
• 生物多様性の保全

• 人権尊重の徹底
• 責任ある調達の実現

• 持続的成長を担うひとづくり
• お客様の多様性への対応

•  観光振興と社会貢献活動を通じた 
地域活性化

• イノベーションを活用した社会課題の解決

• 経営トップのコミットメント
• 役員構成における多様性
• 透明性の確保

 

ガバナンス G

E

S

環境

重
要
課
題

社外

社内

地域創生

人権

D&I

•統合報告書

•人権報告書

• ウェブサイト

などで開示

ステークホルダー 
との対話

経営戦略とのすり合わせ

事業に及ぼすインパクト事業に及ぼすインパクト
社会に与えるインパクトを評価社会に与えるインパクトを評価

取り組み状況を開示取り組み状況を開示

開示情報をもとに対話開示情報をもとに対話

サステナビリティの取り組み  
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ESG経営のさらなる推進

ESGにかかわる中長期目標の策定  

　ANAグループが将来にわたり社会から必要とされ持続的に成長していくには、環境や社会の課題に対して、事業活動を通じ

長期的な視点で取り組んでいくことが重要です。

　私たちはこれまでも「環境」「人権」「D&I」「地域創生」の重要課題の解決に向け取り組んできましたが、さらに長期的な視点

でESG経営を推進していくため、以下の3つの観点でESGにかかわる中長期目標を策定しました。これらの目標達成に向け

て今後も継続的に取り組んでいきます。

1

3

2050年までに達成を目指す目標

取り組みや成果を継続的に開示する項目

■国内　■国際

 中長期目標についての詳細はこちら

https://www.ana.co.jp/group/csr/commitment/

2005 2019 2050
0

200

400

600

800

1,000

1,200

航空機の運航で発生するCO2排出量を50%削減する（2005年比）

航空機の運航以外で発生するCO2排出量をゼロにする

資源類の廃棄率をゼロに、機内食などの食品廃棄を50%削減する

1 2050年までに達成を 
目指す目標 3 取り組みや成果を 

継続的に開示する項目

SDGs達成年である
2030年に向けて継続的
に取り組む目標

2

環境

環境

環境

以下の4つの観点で対応していきます。

① 航空機の技術革新
ボーイング787型機やエアバスA320neo/A321neo型機

など、航空機の技術革新によって開発された省燃費機材

や改良型エンジンの導入を進めていきます。

② オペレーション上の改善
運航方法の工夫や定期的なエンジン内部の洗浄による消

費燃料の削減、機内備品の軽量化による燃費の向上など

オペレーション上の改善に取り組みます。

③ SAF（Sustainable Aviation Fuel）の導入
植物油、動物性脂肪、廃棄バイオマスなど持続可能な供給

源から製造されるSAFを導入していきます。

④ 排出権取引制度の活用
航空業界以外の業態で削減できたCO2の排出枠を購入

することで、地球全体でのCO2排出量の削減につなげて

いきます。2021年以降CO2排出量を増やさないため、上

記①～③の取り組みに加えて排出権取引の制度を活用し

ます。

省エネ対応を深化させ、再生可能エネル

ギーへの移行を進めていきます。空港車両

などのHV（ハイブリッド自動車）・EV（電気

自動車）・FCV（燃料電池自動車）の導入や

自社施設・設備などの省エネ機器への更新

を順次行っていきます。

プラスチック、紙等を中心に資源類の利用を削減（Reduce）、再利用（Reuse）、リサイクル（Recycle）する3R推進に取り

組みます。また製品ライフサイクル（食材の調達～調理～食事の提供～廃棄）を通じて食品廃棄を削減します。

持続的成長を担うひとづくり D&I

企業の持続的な成長に向け、人財の育成、働き続けられる

環境整備、人的生産性向上に取り組みます。

お客様の多様性への対応 D&I

お客様一人ひとりの多様性を尊重し、ハード・ソフトの両

面でユニバーサルなサービスを促進します。

生物多様性の保全 地域創生環境 地域創生

野生生物違法取引防止に向けた取り組みなどを推進、拡

充し、生物多様性の保全に貢献します。

社会貢献活動と社会課題解決を通じた地域活性化に貢献

します。

（万トン）

2019 2050

CO2排出量
ゼロ

省エネ

再エネ
購入

2 SDGs達成年である2030年に向けて継続的に取り組む目標

人権尊重の徹底 人権

「国連のビジネスと人権に関する

指導原則」に則り、企業活動にお

いて人権尊重を徹底します。

責任ある調達 
の実現 環境・人権

環境や人権に配慮した調達を徹

底し、公正公平で透明性を持っ

たサプライチェーンを構築します。

イノベーションを活用した 
社会課題解決への貢献

アバター、ドローン、MaaS※などの活用と異

業種連携により、新たな価値を提供します。
※  MaaS（Mobility as a Service）： 色々な種類の交通サービスを、
需要に応じて利用できる一つの移動サービスに統合すること。

地域創生1,200

1,000

800

600

400

200

0
2005 2019 2050

2005年比

50%減

サステナビリティの取り組み  
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経営レベルでの議論

　中長期目標については、当社社長を議長として常勤取締

役・監査役で構成されるグループ経営戦略会議にて議論

し、策定しました。

　グループ経営戦略会議では、対話などで把握した社会

要請や、当社サステナビリティ推進部を中心にオペレー

ション部門などの関係部署で洗い出した事業にかかわる

ESGの課題について、経営理念のもと事業や社会に与え

るインパクトを考慮し、議論しました。

グループ経営戦略会議での議論状況

ESG経営のさらなる推進

　ESGにかかわる中長期目標は、「社会要請の把握」、「社会要請の整理・優先付けと目標の策定」、「目標の妥当性確認と決定」

の3つのステップで策定しています。

　継続的に実施しているステークホルダーとの対話から社会要請を把握した上で（Step 1）、事業にかかわるESGの課題を洗

い出し、中長期目標を策定しました（Step 2）。策定した目標は、ESG関連投資家と対話で目標の妥当性を確認し、グループ経

営戦略会議で最終決定しました（Step 3）。

社会要請の把握

Step Step Step

ステークホルダーとの対話による社会要請の把握
　中長期目標の策定にあたり、ANAグループに対

する社会からの期待・要請を把握するため、ESG

にかかわる有識者の皆様と対話を実施しました。

SDGsに関する対話

慶應義塾大学 大学院  
政策・メディア研究科教授

蟹江 憲史氏

ANAホールディングス（株）
代表取締役社長

片野坂 真哉

ESG関連投資家との対話

参加機関

• Hermes EOS（Hermes Equity Ownership Services）

• CHRB（Corporate Human Rights Benchmark）

社会要請の整理・ 
優先付けと目標の策定

目標の妥当性確認
と決定

ステークホルダーとの目標の確認

　グループ経営戦略会議で策定した中長期目標の妥当性を

客観的に確認するため、社会要請の把握を目的に対話した

ESG関連投資家と再度対話を行いました。目標の妥当性・

今後の情報開示などについて、ご意見をいただきました。

対話したESG関連投資家

• Hermes EOS（Hermes Equity Ownership Services）

• CHRB（Corporate Human Rights Benchmark）

中長期目標の決定

　ESG関連投資家との妥当性確認を踏まえ、グループ経

営戦略会議で改めて議論し、中長期目標を決定しました。

決定した中長期目標は、取締役会へ報告しています。

取締役会での意見

•  CO2の総量削減という世の中の流れと並行して、単位当たりの

削減も努力していくべき。

•  ESGはヨーロッパ主導であるが、そのまま踏襲する訳でなく、

日本の価値観を反映し是々非々でバランスをとっていくべき。

© Caux Round Table Japan

1 2 3

2019

7月 • 最新の社会動向・投資家動向把握

8月 •  ANAグループに対する社会からの 
期待・要請の把握

•  事業にかかわるESGの課題の提示

11月 •  社会要請を踏まえたANAグループの 
ESG目標の提示

2020 2月 •  目標の再整理と推進体制の提示

 詳細はウェブサイトをご覧ください。

https://www.ana.co.jp/group/csr/communications/discussion/
https://www.ana.co.jp/group/csr/communications/dialogue/

環境に関する対話

参加機関

• 世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン）

•  コンサベーションインターナショナル（CI）　ジャパン

• IATA JAPAN

© Caux Round Table Japan © Caux Round Table Japan

ビジネスと人権に関する対話  詳細はP.59

参加機関

• デンマーク人権研究所

• 人権ビジネス研究所

• WBA（ワールド・ベンチマーキング・アライアンス）

中長期目標策定のプロセス  

サステナビリティの取り組み  
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ESGにかかわる有識者との対話

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、社会の価値観や行動様式が変わってきています。それらの社会動向を把握し、適

切に対応するため、ESGにかかわる有識者の皆様にヒアリングを実施しました。

　今回は安全を第一に考え、対面による対話ではなくアンケート形式でご回答いただいております。今後も継続的にステーク

ホルダーの皆様と対話を行い、社会からの要請の把握に努めていきます。

「新型コロナウイルス感染拡大後の意識変化に伴う、ANAグループに求める期待と懸念について」 

2020年6月～7月

テーマ 

時期

　COVID-19の影響に伴い、これまでの常識が通用しない世界になり、一人ひとりの価

値観の変容や社会のしきい値を的確に捉えるために、こうした対話を通じて、財務と非

財務情報を経営のかじ取りに活かしていくことが大事です。ここ数年は世界の価値観

の変容ショックで経営の立て直しが余儀なくされますが、その後2030年と2050年の

ANAグループのESG中長期目標に向けて、今から何をすべきか腰を据えて体制（人権

尊重と環境配慮）を整え、レジリエントなビジネスモデル構築に向けて歩み続けていく

ことを期待しています。

　ANAグループでは、COVID-19下において、新たなESG課題の特定作業プロセスの

透明性を図り、ステークホルダーとの信頼性の向上を目指した“Quality Relationship”

を図っていくことです。
経済人コー円卓会議日本委員会事務局長

石田 寛氏

　COVID-19の状況下、企業はパンデミックに関連する人権リスクを管理するため適

切な措置を講じることが期待されており、少なくともこうしたパンデミックにおいて、人

権尊重のコミットメントや責任体制の明確化が必要です。よって、企業はCOVID-19危

機も考慮した人権リスク評価や課題を特定し、対処するための一連の人権デューデリ

ジェンスを行うことが重要です。ANAグループのように多くのサプライヤーを抱えてい

る企業は、サプライヤーを保護するために「責任ある調達」を実践することを優先すべ

きです。また、企業は、COVID-19に関連する苦情も包含し、報復の恐れのない効果的

な苦情処理メカニズム策の提供が求められます。

　今回のCOVID-19危機は、世界に持続可能で包括的な開発の必要性を改めて示すと

ともに、「より良く再復興する（Build Back Better）」機会を提供するものです。つまり、

企業が基本的な人権を保護し、短期的な経済的利益と長期的なニーズを一致させ、

SDGsの継続的な勢いを確かなものにすることで、社会と経済のレジリエンスがより高

まります。

Lead, Corporate Human Rights 
Benchmark,
World Benchmarking Alliance

カミール・ポルス氏 
（Camille Le Pors）

　ANAグループが、人権方針、トレーニングおよび人権インパクトアセスメントを通じ

て、国連のビジネスと人権に関する指導原則（UNGPs）に基づいて取り組んできたこと

は高く評価しています。しかし、ソーシャル・ディスタンスの必要性がここ数ヶ月間は続

く状況下で、厳しいビジネス環境とバリューチェーンにおける従業員や旅行者、サプラ

イヤー、Rights-holders※などとの限られた対話のもとで、効果的な人権デューデリ

ジェンスを行うにはさらなる工夫が必要となります。特に旅行者への影響については、

航空機を使った旅行が再び開始されると、航空機内だけでなく空港も含めて、衛生状

態の管理や様々なソーシャル・ディスタンスの確保が必要になります。
※ Rights-holders（ライツホルダー）：権利保有者。企業活動などの結果として実際に影響を受ける人々。

Specialist in Global Value Chains

リシ・シャー・シン氏 
（Rishi Sher Singh）

　今日の世界は、これまでと違う別の場所です。私たちは今までと同じグローバル社会

にいますか。

　私たちの「新たな日常（ニューノーマル）」は、従来とは大幅に異なるものになるでしょ

う。なぜなら、私たちはおそらく人生で初めての経験をしているため、ここで見つけたこ

とを見失わないように努める必要があります。ANAグループが、より小規模な海外渡

航のニーズや接客サービスの変化にどのように対処するかは、新しいアプローチを進

めていく中で何が重要かを見出すケーススタディになります。従来影の部分にあったも

のに、今度は光が当てられます。取捨選択の決定をするには、何が無駄で何に価値があ

るかをよく調べる必要があります。
Chair, 
Bluenumber Foundation and Former 
Member of the UN Working Group on 
Business and Human Rights

プヴァン・セルヴァナサン氏
（Puvan Selvanathan）

　欧州ではGreen Recovery Alliance※に37社、28業界団体が参加し、グリーン・リカ

バリーの動きが活発です。近い将来、従前のビジネスへ戻る企業は、ポストコロナ社会

の構成員としては不適格とされるでしょう。コロナ禍において、CO2排出量を含めた環

境負荷が期せずして一時的に地球規模で低減しましたが、ANAグループのポストコロ

ナからのリカバリーでは、この意図せず削減されたCO2排出量を元に戻さない“do no  

harm”を軸に、中長期的にフライト中のあらゆる負荷を“net zero”とする航空サービ

スへの転換の足掛かりにすべきでしょう。環境目標を緩めるのではなく、むしろこの機

会を捉えて取り組みを強化し、早い段階でステークホルダーに向けてコミットすること

が重要です。
※  Green Recovery Alliance：新型コロナウイルス感染拡大後の欧州経済の回復策を、気候変動対策などの環境・社会面を重視
したものにするために発足した欧州議会が主導するアライアンス。

一般社団法人 コンサベーション・ 
インターナショナル（CI）ジャパン　 
代表理事　兼　CIバイスプレジデント

日比 保史氏

© Caux Round Table Japan
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ESGにかかわる有識者との対話

　ポストコロナ社会に向けて、各国政府が「グリーン・リカバリー」を政策に取り入れて

おり、ビジネスではこれまで以上に持続可能性の向上が求められています。

　WWFは「グリーンかつ公正な回復」「野生生物の過剰利用」「土地利用と食料システ

ム」という社会課題を認識し、見直す必要があると提言しています。ANA グループにお

いては、温室効果ガス削減を根本から見直し、脱炭素社会実現のためのScience 

Based Targetsイニシアチブ※（SBTi）に基づいたポストコロナ航空ビジネスの長期プ

ランをいち早く策定することを期待しています。また、野生生物由来の感染症防止のた

めには違法取引への対策拡大が求められるほか、資源利用ではプラスチックの削減・

回収・再利用やパーム油や木材・紙等の原料の持続可能な調達が期待されています。
※  Science Based Targetsイニシアチブ： WWF、CDP、世界資源研究所（WRI）、国連グローバル・コンパクトによる共同イニシ
アチブ。気候変動による世界の平均気温の上昇を産業革命前に比べ、2℃より十分低く抑えるために科学的知見と整合した削
減目標の設定を推進する。

公益財団法人世界自然保護基金ジャパン
（WWF ジャパン） 事務局長

東梅 貞義氏

ポストコロナにおいても社会から必要とされる企業であるために

　現在、ANAグループは新型コロナウイルスの感染拡大により大きな影響を受

けている状況ではありますが、その危機を乗り越えた上で、長期的な視点でESG

経営を推進する方向性に変わりはなく、ポストコロナにおいても社会からの声を

的確に捉えながらレジリエントな企業を目指していきます。

　今回いただきました有識者の皆様のコメントを戦略的に取り組みに反映させ

ていくとともに、引き続きステークホルダーの皆様との対話から社会の要請を把

握し、適切に対応していくことで、持続可能な社会の実現（SDGsへの貢献）と企

業価値向上を目指していきます。
ANAホールディングス（株）
執行役員
サステナビリティ推進部長

宮田 千夏子

ESGにかかわる外部評価の活用  

ESG経営推進体制  

　ANAグループのESG経営について、以下の4つの外部評価結果により、推進状況を客観的かつ多面的に把握していきます。

また今後は、これらの評価結果を役員報酬にも反映させていきます。

　「グループESG経営推進会議規程」に基づき、当社社長を総括、サ

ステナビリティ推進部担当役員を議長とし、当社およびグループ会社

取締役、執行役員、当社常勤監査役を委員とするグループESG経営

推進会議（2020年4月にグループCSR・リスク・コンプライアンス会

議から名称を変更）を設置し、ESG経営にかかわる重要方針や施策の

立案・審議などを行っています。また、重要な課題については、審議

の上、取締役会・監査役会・グループ経営戦略会議に上程しています。

　グループ各社にESG経営推進の責任者としてESGプロモーション

オフィサー（EPO）、組織のESG経営推進の牽引役としてESGプロ

モーションリーダー（EPL）を配置し、各組織でのESG経営にかかわ

る活動を推進しています。

2019年度評価 2022年度目標 備考

DJSI
World Index
Asia Pacific Index
銘柄に選定

左記を維持する
米国S&PとスイスのRobeco SAMが開発した株式指
標。「経済」「環境」「社会」の側面から企業の持続可能
性を評価。

FTSE

FTSE4Good Index
に選定

左記を維持する
英国FTSEが提供する株式指標。ESGに関するマネジ
メントや取り組み実績について基準に基づき評価。

MSCI
日本株女性活躍指数
（WIN）に選定

Japan ESGセレクト
リーダーズ指数に選定
される

米国MSCIが提供する株式指標。世界中の株式のパ
フォーマンスを様々な観点から指数化。ESGへの企業
のかかわりを審査し評価。

CDP

B A–

英国に拠点を置くNPOが提供する機関投資家向けの
外部評価。企業がCO2排出により環境や気候変動へ
与える影響を分析し、その対応状況を評価。

※  ANAホールディングス株式会社のMSCI指数への組入れ、およびMSCIロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、MSCIまたはその関連会社による  
ANAホールディングス株式会社へのスポンサーシップ、支持、宣伝を表すものではありません。 
MSCI指数はMSCIの独占的財産です。MSCI、MSCI指数の名称およびロゴはMSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

ESG経営推進体制

取締役会など

当社社長

ESG推進にかかわる経営会議

チーフESGプロモーションオフィサー（CEPO） 
※当社サステナビリティ推進部担当役員

グループESG経営推進会議

ESGプロモーションオフィサー（EPO）
※グループ各社役員より選出

ESGプロモーションリーダー（EPL）

グ
ル
ー
プ
各
社

©WWFジャパン

　投資家が現在注目する課題の一つが、企業によるサプライチェーンへの支援、分散、

安定的な維持です。グループやサプライチェーン企業の従業員の雇用や安全、健康、働

き方、満足度の課題も浮き彫りになっています。また、顧客や社員のデータなどのAIに

よる分析と利用では、外部と提携するようになっているため、データ・セキュリティのみ

ならず、データ・ガバナンスの観点も投資家から注目されています。世界の航空業界は

しばらく厳しい状況が続くと予想される中、ANAグループが、自社にできることを再度

問い、アフターコロナ時代のレジリエントな企業として、新たな成長の機会を見出すよ

う期待しています。

NPO法人 日本サステナブル投資フォーラム
会長

荒井 勝氏

※
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 その他の取り組みは

https://www.ana.co.jp/group/csr/environment/

環境
重要課題

関連するESG中長期目標
 2050年までに航空機の運航で発生するCO2排出量を50%削減する（2005年比）

 2050年までに航空機の運航以外で発生するCO2排出量をゼロにする

  2050年までに資源類の廃棄率をゼロに、機内食などの食品廃棄を50%削減する

 生物多様性保全の取り組みを継続する

■現在のままで推移した場合の排出量
■カーボンニュートラルグロース2020
■総排出量の変化

CO2

排出量

2005 2010 2020 2030 2040 2050

2050年までに
50%削減

50

100
CNG2020

オペレーション 
上の改善

航空機の 
技術改新

SAFの導入

排出権 
取引制度

基本的な考え方

世界の動向

気候変動への対応に関係する情報開示

　ANAグループでは、「環境に関する基本的な考え方」および「ANAグループ環境方針」を掲げ、2012-20中長期環境計画

「ANA FLY ECO 2020」に基づき、環境負荷の低減に取り組んできました。地球温暖化対策や生物多様性の保全など環境へ

の取り組みを重要な経営課題と認識し、今後も環境負荷の低減に努めていきます。

　また、「ANA FLY ECO 2020」の最終年度となる2020年度は、2050年までの長期目標を策定し、これを具現化するため

2030年までの中期環境計画の策定を進めています。

CDP

CO2排出量や気候変動に対する企業戦
略の情報を開示。

TCFD

気候変動が事業にもたらすリスクと機会
を分析し、情報を開示。

SBT（Science Based Targets）

パリ協定と整合した科学的な根拠に基づ
く温室効果ガス排出削減目標。2020年
5月、コミットを宣言。航空分野の削減目
標、ルールづくりの技術分科会へ参加。

　航空産業は化石燃料に大きく依存しており、全世界で排

出されるCO2の約2%が航空分野から排出されていると言

われています。近年、気候変動問題に対する危機感が高まっ

ており、航空業界においてもCO2削減の動きが加速してい

ます。

　2015年COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国

会議）でパリ協定が採択されました。

　これに先駆け航空分野では、2010年 ICAO（国際民間航

空機関）総会の決議事項を受け、2021年以降、国際航空分

野におけるCO2排出量を増加させない「CNG2020

（Carbon Neutral Growth 2020）」が採択されました。

　また、IATA（国際航空運送協会）は2050年には2005年対

比でCO2排出量の50%削減という高い目標を掲げています。

　さらに2016年 ICAO総会でCNG2020を達成するためのス

キームとして、CORSIA（Carbon Offsetting and Reduction 

Scheme for International Aviation）を採択するなど、業

界全体でCO2排出量の抑制の取り組みが進んでいます。

CO2排出量予測と排出削減目標イメージ

IATA概念図をもとに作成

（左軸）指数：2005年実績＝100

進捗 ： 2012-20中長期環境計画「ANA FLY ECO 2020」

CO2排出量抑制の取り組み

国際線、国内線機材の騒音対策 100% 国際線、国内線機材の大気汚染対策 100%

航空機の技術革新  

省燃費機材の導入
　ANAグループでは、航空機からのCO2排出量を抑制する

ため、燃費効率にすぐれたボーイング787型機やエアバス

A320neo/A321neo型機をはじめとした最新鋭の航空機

を積極的に導入しています。2020年3月末時点でグループ

の保有機材の70.3%が省燃費機材となっています。また

ANAグループは、ボーイング787型機のローンチカスタマー

であり、世界の航空会社で最多の73機を保有しています。

軽量化シートの導入
　国内線では、トヨタ紡織と

共同開発した航空機シートを

導入しています。このシートに

より従来に比べ航空機全体

の客室内重量を195kg削減

することができました。この軽

量化は、航空機1機あたりの

年間燃料消費量を約15kl削減することにつながっています。

地上エネルギー消費量を 
原単位で

毎年1%削減 
（省エネ法対応）

2019年度

前年度比 9.1%削減

2019年度

100% 

2019年度

100% 

国際線、国内線の 
有償輸送トンキロ（RTK）当たりの

CO2排出量を20%削減（2005年度比）

2005年度

1.25 kgCO2/RTK

2019年度

1.01kgCO2/RTK

国内線CO2総排出量を、

年平均440万トン以下 
に抑制

2019年度

400万トンに抑制

航空機の排出ガス基準適合
リース機を含め ICAO排出ガス基準全機適合

リース機を含め 
ICAO騒音基準チャプター4に全機適合

オペレーション上の改善  

スラストリバーサー（逆推力装置）使用削減と 
単一エンジンのタキシングの使用
　安全を確保した上で、着陸時のスラストリバーサーの使用を減ら

し、エンジン出力を抑制し、着陸後は単一エンジンで地上走行する

ことで、CO2排出量の抑制につなげています。

エンジン洗浄
　航空機のエンジン内部を定期的に水

洗浄することで、エンジンの性能を回復

させています。

　これにより、エンジンの燃焼温度を下

げ、燃費が向上し、約1%のCO2排出削

減効果があると確認されています。

1

2

3

•  離陸後に早めにフラップを引き上げ、上昇時の抵抗を
減らす

•  着陸後のスラストリバーサー使用時、必要以上に 
エンジンの回転数を上げない

•  着陸後の地上走行時に、片方のエンジンを停止する
•  連続降下方式の採用／実施と対象空港の拡大

運航乗務員の取り組みを中心とする燃料節減

飛行経路の最適化による燃料節減

空港、整備における燃料節減

サステナビリティの取り組み  
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環境

IATA主催SAFシンポジウムでの講演 
（米国ニューオーリンズ）
　2019年11月、IATA主催のSAFシンポジウムが米国ニューオーリンズで開
催されました。ANAはパネリストとして登壇し、日本国内でもSAFが安定的に
製造されるよう、政府・関係機関・事業者とともに取り組んでいくことを述べま
した。

SAF（Sustainable Aviation Fuel）の導入  

排出権取引制度の活用  

航空機の運航以外の取り組み  

　2021年以降CO2排出量を増加させないため、従来の化石

由来の航空燃料であるケロシンに代わる燃料の活用が

ICAO総会にて採択され、植物油、動物性脂肪、廃棄バイオ

マスなど持続可能な供給源から製造される航空燃料SAFの

導入が必要となりました。SAFはそのライフサイクルを考え

た場合に地産地消されることが望ましいため、日本、海外双

方で安定的に製造されるよう、内外の関係する機関・事業者

とともに導入に向けた取り組みを推進しています。

　ANAでは2019年10月、米国LanzaTech社製造の排ガ

スを原料とするSAFを使用し、ボーイング777-300ERの新

造機を米国ワシントン州のエバレット工場から羽田へ輸送

しました。本フライトは、SAFを購入・使用するだけにとど

まらず、SAFを製造所から輸送し、混合、品質検査、給油す

るまでをANAが主体となり一連のサプライチェーンに則っ

て行いました。

　2021年以降増加したCO2排出量をオフセットすることが義務化されるため、排出権取引（CO2クレジットの購入）もオフセッ

トの効果的な削減の手段とし、ICAOで承認されるプログラムを活用できるよう検討しています。

　ANAグループ独自に設定した「エネルギー管理基準」に基づき、グループで所有または賃貸する施設、設備の省エネ機器へ

の更新、太陽光による自社発電などの再生可能エネルギーの活用により、運航以外で発生するCO2排出量を前年度より4.4%

削減しています。2020年度以降、再生可能エネルギーの電力購入を開始し、拡大を進めていきます。

　ANA、（株）ANAケータリング、ANAフーズ（株）は、経済産業省の省エネ法クラス分け制度で、創設以来5年連続「省エネ優

良事業者（Sクラス）」に認定されました。

カーボンオフセット・プログラム
　ANAグループでは、お客様からの声にお応えして、ご搭乗

いただく航空機が排出するCO2相当量をオフセットできる

仕組みとして「ANAカーボンオフセット・プログラム」を国

内線、国際線で利用されるクラス別に提供しています。支援

対象として、認証基準（J-VER、VCS、Gold・Standard-

CER）を満たしたプロジェクトを選定しています。

エコファースト認定企業としての取り組み
　環境への取り組みと、社会的責任

を重視する企業姿勢が高く評価され、

ANAは2008年に環境大臣から運輸

業界・航空業界として第一号の「エコ・

ファースト企業」に認定されました。

　具体的な取り組みの一例として、日本に到着する国際線

全便の機内で発生する廃棄物（ビン・缶・ペットボトル）を分

別するなど、資源類のリサイクルを通じた環境負荷低減に取

り組んでいます。

環境・生態系保全の取り組み
　ANAグループは、宮城県南三陸町での「ANAこころの森」

プロジェクトや沖縄県「やんばる国立公園」での外来植物防

除活動、恩納村でのサンゴ保全プロジェクト「チーム美らサン

ゴ」など、グループ社員による環境保全活動を継続しています。

　また、ANAは2018年に野生生物の違法取引の撲滅を目

的とした「バッキンガム宮殿宣言」に調印しており、同年

「TRAFFIC」※1と協力した、ROUTES※2パートナーシップに

食品廃棄の削減
　国際線のファーストクラスとビジネスクラスでは機内食の事

前予約サービスを充実させ、機内で食事のご要望にお応えで

きない状況を回避すると同時に、余剰な機内食の搭載をなく

し、お客様の満足度向上と食品廃棄の削減を実現しています。

　また全日空商事（株）では、国内線の機内販売商品の入れ

替えで発生した飲料や食品の余剰在庫をセカンドハーベス

ト・ジャパン（認定NPO法人）※へ寄付することで、食品廃棄

の削減に貢献しています。

※ 食品ロスを引き取り、人々へ届ける活動を行う日本初のフードバンク

使い捨てプラスチック製品を環境配慮型素材へ変更
　空港ラウンジや機内で使用しているすべての使い捨てプラ

スチック製品の総重量の約70%を、2020年度末までに紙やバ

イオプラスチックなどの環境配慮型素材に変更していきます。

またANAは、環境省が進める「プラスチックスマート」キャン

ペーンにも賛同しており、さらに取り組みを推進していきます。

環境負荷低減への取り組み

生物多様性への対応

基づく教育プログラムを作成し、社内外への啓発を実施し

ています。2019年12月には、成田国際空港（株）と共同で空

港スタッフを対象にワークショップを開催しました。

経団連生物多様性宣言への賛同
　2020年6月、自然と共生する世界（自然共生社会）の構築

を通じた持続可能な社会の実現に向けた「経団連生物多様

性宣言・行動指針（改定版）」への賛同を表明しました。

※1  TRAFFIC：野生生物の取引を調査・モニターするNGO。WWF（世界自然保護基金）
と IUCN（国際自然保護連合）の共同事業として設立され、世界10地域の拠点を中心
に世界中に広がるネットワークを通じて活動。https://www.trafficj.org/

※2  ROUTES：「Reducing Opportunities for Unlawful Transport of Endangered 
Species」の略。野生動物の違法な取引にかかわる犯罪行為に対処するための国際
的協働プラットフォームであり、違法な取引が多いとされる国／地域を中心に様々
なプログラムを実施している

野生生物の違法取引の撲滅ワークショップ教育プログラムの冊子

サステナビリティの取り組み  
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関連するESG中長期目標
  人権尊重の徹底：「国連のビジネスと人権に関する指導原則」に則り、企業

活動において人権尊重を徹底する。

  責任ある調達の実現：環境や人権に配慮した調達を徹底し、公正公平で透

明性を持ったサプライチェーンを構築する。

人権
重要課題

基本的な考え方

主な取り組み

ステークホルダーとのエンゲージメント

　ANAグループは、グローバルな基準である「国連のビジネスと人権に関する指導原則」に則って、人権への取り組みを進め

ています。国際人権章典（世界人権宣言と国際人権規約）、労働における基本的原則および権利に関する国際労働機関の宣言、

国連グローバル・コンパクトの10原則、および国連のビジネスと人権に関する指導原則をもとに、2016年4月に「ANAグルー

プ人権方針」を定めました。委託先およびサプライヤーに対しても本方針を支持するよう、継続して働きかけています。

　SDGsの中核には人権尊重の考え方があることを十分に認識した上で、今後も取り組みを推進していきます。

　2016年、ANAグループのあらゆる事業と就航国を対象とし、事業活動が人権に及ぼす潜在的なリスクの洗い出しを実施しまし

た。そこで特定した以下の4つのテーマについて、リスク発生の防止に取り組んでいます。2019年には社外有識者からのアドバイ

スも踏まえ、リスクの洗い出しを再度実施しましたが、現時点で既存の次の4つのテーマに変更が無いことを確認しています。

社員とのコミュニケーション
　人権尊重に対する理解を深めるため、新入社員、新任管

理職などの社内研修において人権にかかわる啓発や教育を

実施しています。

　加えて、グループ全社員を対象としたeラーニングも

2015年度以降、 毎年実施しています。 2019年度には約

44,000人を対象に「誰一人として取り残さない」をテーマ

に実施し、92%の社員が受講しました。

ビジネスパートナーへの働きかけ
　委託先やサプライヤーに対して「ANAグループ購買方針」な

どの各種方針を共有するとともに、相互に協力して、より人権

を尊重した労働環境を整えていくための議論を進めています。

　なお、「ANAグループ購買方針」は、「責任ある調達」のさ

らなる実現のために、第三者機関の協力も得ながら、改定

に向けた準備を進めています。

　ANAグループは、人権尊重の取り組みの積極的な社外発信を通じてステークホルダーとのコミュ

ニケーションを促進させる目的で、2018年に日本で初めて人権報告書を発行し、以降毎年発行を続

けています。

日本での外国人労働者の労働環境の把握
　2019年には外国人を雇用する際の注意点を整理し、グ

ループ全社と共有しました。また、委託先に対しては独立し

た第三者機関（経済人コー円卓会議日本委員会）※1の協力

を得て、空港で地上ハンドリング事業に携わる外国人労働

者へのインタビューを実施しました。

　2020年にはシステムを活用したサプライチェーン上の外

国人労働者の雇用環境把握を開始していきます。

機内食などにかかわる 
サプライチェーンマネジメントの強化
　2017年に日本企業として初めて参画したブルーナン

バー・イニシアティブ※2を活用し、機内食の食材にかかわる

200以上の取引先や生産者の情報を登録するとともに、

2,000を超える物品においてテスト登録を実施しました。

　生産過程における人権尊重や環境保全にもつながる、透

明性の高い「食のサプライチェーン」の構築を目指しています。

航空機を利用した人身取引の防止
　ANA全客室乗務員へ人身取引防止にかかわる教育を実施

した上で、機内で人身取引の可能性が疑われる事例を発見し

た際に地上へ通報を行う運用を2019年4月より開始しました。

　2020年には、人身取引防止にかかわる国際的な議定書

や機内からの通報手順などについて、再度ANA全客室乗務

員への意識付けを行いました。

人権専門家からの定期的なレビュー
　ANAグループでは、人権の専門家から定期的に助言を得ています。2019年10月には、
海外3団体（デンマーク人権研究所※3、人権ビジネス研究所※4 、WBA（ワールド・ベン
チマーキング・アライアンス）※5）から計4名の人権専門家を招き、前年度の助言を踏
まえたANAグループの取り組みについて進捗報告を行いました。
　専門家からは、情報開示の強化が望まれるポイントや注意すべき新たな人権課題、
マネジメントシステムの改善点などについてアドバイスを受けました。

※1 経済人コー円卓会議日本委員会：ビジネスを通じて社会をより自由かつ公正で透明なものとすることを目的としたビジネスリーダーのグローバル・ネットワーク。
※2 ブルーナンバー・イニシアティブ：ブルーナンバー財団による、食にかかわるサプライチェーン・プラットフォーム構築を目指す世界的な取り組み。
※3 デンマーク人権研究所：デンマーク議会の決定により設定され、人権とビジネスに関する知見の収集やツールの開発などを行う組織。
※4 人権ビジネス研究所：ビジネスと人権の分野で活動し、この分野での取り組みを牽引する国際的シンクタンク。2009年設立。
※5  WBA（ワールド・ベンチマーキング・アライアンス）：国連財団、英保険会社のAvivaなどが中心となって設立した Indexイニシアティブ。持続可能な社会に向けた企業の貢献度を評価す
るベンチマーク指標を開発している。

海外現地（タイ）での対話
　ANAグループのサプライチェーンにおいて、タイの水産業

に潜在的な人権リスクがあると認識しています。

　2019年6月には、漁業における移民労働者の実態の把握

や課題への対応を学ぶ目的でタイを訪問し、現地視察や国際

機関、現地NGOなどとの意見交換を行いました。

　また、10月にもタイ発ANA便の機内食の製造にかかわる

企業を訪問し、トレーサビリティに関する取り組みなどにつ

いてのヒアリング調査をするとともに、現地NGOなどとの

意見交換を行いました。

贈収賄の防止
　ANAグループの就航国で、リスクが比較的高いと思われ

る地域を対象に重点的に防止に取り組んでいます。

　2018年の東南アジアに続き、2019年は中国において、

ANAグループ社員や現地駐在員を対象とした競争法・贈賄

防止法にかかわるセミナーなどを開催しました。

 その他の取り組みは

https://www.ana.co.jp/group/csr/human_rights/

10月 現地NGOとの意見交換
＠Caux Round Table Japan

＠Caux Round Table Japan

人権報告書の発行

人権報告書  2019
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ダイバーシティ&インクルージョン

重要課題

関連するESG中長期目標
  持続的成長を担うひとづくり：人財の育成、働き続けられる環境整備、人的

生産性向上に取り組む

  お客様の多様性への対応：お客様一人ひとりの多様性を尊重し、ハード・ 

ハート（ソフト）両面でユニバーサルなサービスを推進する

基本的な考え方

主な取り組み

推進体制

　日本における人口構造の変化、グローバルなシーンでのお客様の多様化が進む中、皆様に「選ばれ、信頼され続ける」ことが

ANAグループの成長にとって不可欠です。

　公共交通機関としての私たちの責務を果たすべく、世界トップレベルの「ユニバーサルなサービス」の提供に向けた取り組み

を加速し、誰もがともに歩める「活力ある共生社会」の実現に貢献します。

　お客様一人ひとりの多様性を尊重し、すべてのお客様に安心・快適にANAグループのサービスをご利用いただくことを目指

し、「2018-2022ユニバーサルサービス戦略」を経営戦略の柱の一つに掲げました。

　「ハード」「ハート（ソフト）」両面での取り組みを推進するとともに、ご旅行前から到着後までのシーンごとに課題を洗い出し、

すべての場面での利便性を向上するアクションプランを実行しています。

快適にご利用いただける環境づくり（ハードレガシー）  

安心で快適に飛行機をご利用いただくために  

　ご出発前から到着後までのあらゆるシーンにおいて、快適性、利便性の高いサービス・施設や設備を順次整えています。

　2019年7月より、ANAマイレージクラブ会員情報にてお手

伝いが必要なお客様の情報をお預かりする仕組みを構築し

ました。これにより、予約時に毎回電話でお手伝い内容を申

告いただく手間を省き、スムーズに予約手続きが完了します。

ウェブサイト

空港（施設）

空港（ご案内）

機内

障がいの有無にかかわらず誰もがご利用いただける 
ウェブサイト環境の整備

カウンターでの遠隔手話サービス／ 
樹脂製車いすmorph（モルフ）のご用意

国内50空港にローカウンターを設置／ 
搭乗ゲート幅の拡大

ANAオリジナル機内用車いす（全機材に設置）／
車いすで利用可能な化粧室（小型ジェット機材の一部に設置）

ハート戦略
全社員を対象とした、教育・訓練、仕組みや制度の 

充実を通じた「心のバリアフリー」の推進

お預かりする情報の種類
• 歩行状況
• 車いす情報（手動、電動、折り畳みの可否、バッテリーの種類など）
• 視覚障がい、聴覚障がいの有無
• 航空機内で使用する医療機器
• 手配が必要な貸し出し補助具
• 空港や機内で必要なお手伝い　など

ご旅行前 空港 機内 到着後

「移動をあきらめない」社会づくり  

　ANAは、航空機による移動だけでなくMaaS※の仕組み

を活用し、お客様のすべての移動における利便性の向上を

目指しています。その中でも、障がいや年齢など様々な理由

で移動にためらいのあるお客様が、ストレスなく移動可能と

なる取り組みを行っているのが「Universal MaaS」です。お

客様に公共交通機関の運賃やバリアフリー乗り継ぎルート

などの情報を提供すること、また、お客様の位置情報や必要

な介助内容を関係機関で共有・連携することなどを通じて、

シームレスな移動を実現します。

　2019年6月、ANAは京急電鉄、横須賀市、横浜国立大学

と産学官共同プロジェクトを開始し、車いすをご利用のお

客様の移動に関する実証実験を行いました。2020年度内

の実装開始を目指して、引き続き関係の皆様と協力して取り

組んでいきます。

共同記者会見の様子 実証実験の様子

※ MaaS（Mobility as a Service）：色々な種類の交通サービスを、需要に応じて利用できる一つの移動サービスに統合すること。

ハード戦略
法令対応のほか、ウェブサイトや空港、 
機内の施設設備などのバリアフリー推進

サステナビリティの取り組み  
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「心のバリアフリー」の実践を牽引する人づくり（ソフトレガシー）  

　社員一人ひとりが、社会の中で「心のバリアフリー」を発揮し、世界トップレベルの「ユニバーサルなサービス」を提供できる

よう、様々な活動を推進しています。飛行機利用に不安を感じる特別支援学校の生徒様向けに、不安を事前に払拭していただく

プログラムの提供や、社員への継続的な教育などを通じて、「すべてのひとに優しい空」の実現に貢献していきます。

ユニバーサルサービスにかかわる 
体験型オープンセミナー
　高齢者や障がいのある方と交流し、当事者の方の視点か

ら学びます。

ユニバーサルサービスリマインド教育
　年に4回のeラーニングを行い、グループ全体でのユニ

バーサルサービスの推進レベルを高めています。

グループ事業でのユニバーサル推進

ダイバーシティ&インクルージョン

ANAそらぱす教室
　航空機のご利用に不慣れなお子様などが、空港から機内までの搭乗の流れを事前に学習できる「そらぱす※」の取り組みを進

めています。2019年には、車いす利用または発達障がいのある生徒様を対象として「ANAそらぱす教室（搭乗支援教室）」を開

始しました。修学旅行などでANA便をご利用いただく際の事前授業として、ANAグループの社員が出張授業を実施し、飛行機

を利用する際の不安解消につなげています。
※そらぱす：そらのたびへのぱすぽーと

多様な人財が輝き、戦力として活躍する～ANAウィングフェローズ・ヴイ王子～

　ANAウィングフェローズ・ヴイ王子（株）は、1993年6月に設立され、同年12月、「障害者の雇用の促進等に関す

る法律」に基づくANAの特例子会社として認定されました。以降、様々な地区、業種、人財で事業を運営する中、

ANAグループにおける社員の多様な働き方を推進し、ダイバーシティ&インクルージョンをリードしています。「全

社員が貴重な戦力である」というビジョンのもと、ANAグループの企業価値向上に貢献しています。

Point Point Point

製造・外販事業 航空関連事業

障がいの特性に対応した 
出張型教室

1回60分または70分の構成です。講

師が学校まで伺い、搭乗～降機まで

の流れの座学や体験実習を行います。

飛行機の搭乗がイメージできる
体験型カリキュラム

空港、機内で貸し出している車いすの

試乗や、保安検査の流れなどの体験

ができます。

講師はANAグループの社員
客室乗務員、グランドスタッフ経験者

などのANAグループ社員が講師を務

めます（プログラムにより派遣講師の

職種が変わります）。

ベーカリー事業部、コンビニオペ

レーションセンター、カフェ「ANA 

WOnderful Day」運営など、高いホ

スピタリティで接客に努めています。

「ANA青島ファクトリー」では「青島

から世界へ」を目指し、地元宮崎の

原料を活かした手漉き紙と木工商

品をブランド展開しています。

各種制服類の管理、マイレージ関連

業務、航空機整備記録の電子管理

などのサポート業務でグループを支

えています。

11 22 33

強みを活かし新しい価値を生み出す～Universal Standard Consulting事業部～

　2016年8月、「Universal Standard Consulting事業部」を開設しました。ANAグループ内外へユニバーサルな

環境づくりを推進するコンサルティング事業を展開しています。空港内設備や航空機内、職場環境に関するANAグ

ループ社員向けの検証や研修の実施、ホテルや宿泊施設の検証や視覚障がい者雇用促進など、障がい者の当事者

視点と感性、ANAの「おもてなしの心」をベースに、質の高いユニバーサル・スタンダードを提供していきます。

サステナビリティの取り組み  
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地域創生
重要課題

関連するESG中長期目標
  イノベーションを活用した社会課題解決への貢献：アバター、ドローン、

MaaSなどの活用と異業種連携により、新たな価値を提供する

 地域創生：地域活性化に貢献する

基本的な考え方

主な取り組み

　日本の伝統的な文化や観光資源が世界から注目される一方、国内では地方都市の人口減少や伝統産業の衰退が懸念されて

います。ANAグループは、他企業やNGO・NPO、自治体などと連携し、長期的な航空事業の需要の開拓を目指すとともに、ノン

エア事業を含めたANA経済圏の拡大を図ります。

　また安全・安心な観光地情報を発信することで、ニューノーマル時代における「観光振興を通じた地域経済の活性化」に 

貢献します。

観光振興を通じた地域活性化

•  ANAグループの人財を活かしたコンサルティング

•  各地の観光素材の発掘・発信

•  各地の物産品の販売・輸送・開発

•  訪日外国人の受け入れ体制の整備

•  航空輸送サービスを活用したプロモーション

•  ANA便を利用した国内外の旅客誘致促進

•  ANAグループのノウハウを活かした研修

•  異業種連携による関係人口の創出

•  イノベーションを活用した社会課題解決

社会貢献活動

•  復興支援活動（大規模災害の復興支援など）

•  環境・生物多様性の保全活動 

（沖縄でのサンゴ保全プロジェクト「チーム美らサンゴ」など）

•  次世代育成プログラム 

（各地での航空教室、キャリア教育プログラムの実施など）

•  海外就航地域での社会貢献プログラム 

（教育支援や観光資源の保全など）

 その他の取り組みは

https://www.ana.co.jp/group/csr/regional_creation/

　各社の取り組みを有機的に統合し、最大限の効果を生み出すために、ANAマーケティング室観光アクション部を主管とした

「グループ地域創生会議」において、観光振興による地域創生のアクションを戦略的に進めています。

展開アクション例

人材派遣、コンサルティング、調査　などANA総合研究所

ANAグループ媒体広告・ふるさと納税、物販　など全日空商事

旅行商品企画・キャンペーン・販売ANAセールス

ANAグループのノウハウ提供ANAビジネスソリューション

地域産品の輸出拡大ANA Cargo

海外でのプロモーション、日本への誘客促進ANA各部署 海外統括・支店

グループで連携した取り組みグループ各社

ANA 
セールス 
国内 

支社支店

ANAホールディングス

中央省庁など

ANA 
観光アクション部

観光振興チーム

観光の窓口チーム

 
 
 
 

グループ 
地域創生会議

自
治
体
・
D
M
O
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異業種連携による関係人口の創出  

ANA便を利用した国内外の旅客誘致促進  

イノベーションを活用した社会課題解決  

空席を活用した定額制航空券サービスの実証実験
　地方の人口減少・首都圏の人口一極化集中という社会課

題解決、そしてコロナ影響下でのリモートワーク化によって

広がりをみせる働く場所・生活する場所を問わないライフ

スタイルに対応すべく、多拠点生活・ワーケーション推進、

第二のふるさと創造など、関係人口拡大に向けた取り組み

を実施しています。

　2018年4月に訪日旅行者向け観光情報発信サイト

「Japan Travel Planner」を立ち上げ、訪日誘客による地域

経済活性化に取り組んでいます。2019年度には11言語に

対応し、約800スポット以上の観光地などを紹介、月間平均

のサイト訪問者数は60万人を超え、海外旅客に向けた重要

なコミュニケーション基盤に成長しており、ANA航空券予

約サイトとのシームレスな連携により日本各地への誘客を

促しています。

アバターを活用した、地域における新しい 
コミュニケーションインフラの構築
　ANAホールディングス発の初めてのスタートアップである

avatarin（株）が取り組むアバター事業は、物理的な距離を

超えたコミュニケーションと新しいインフラの構築で、地域

創生にも貢献しています。2020年ゴールデンウィーク期間

中、大分県協力のもと大分市府内五番街商店街の3店舗に

遠隔操作ロボット「newme（ニューミー）」を設置し、遠隔買

い物体験の機会を提供しました。新型コロナウイルス感染

症拡大の影響で、県を跨ぐ移動が難しい状況下でも、全国か

　また、長期滞在が期待できる欧米を中心とした訪日旅客

に対する国内流動促進策として、滞在中に楽しめるアクティ

ビティやシェアリングエコノミーサービスの発売をOTA（オン

ライン・トラベル・エージェント）※と協業し展開しました。

　海外各地区とのプロモーション連携も強化しており、引

き続き訪日旅客需要喚起による地域経済活性化に貢献して

いきます。
※ オンラインだけで取引を行う旅行会社

らアバターを活用しての買い物が可能となり、売り上げに貢

献しました。

「newme（ニューミー）」を使った買い物の様子

（株）アドレスとの連携内容資料

Journey+ in 南九州の参加者集合写真

　首都圏と地方もしくは、地方と地方を行き来しながら生活

をする多拠点生活者の拡大を図るべく、2020年1月より、地

方の空き家を利活用し、定額制全国住み放題サービスを展開

している（株）アドレスと連携し、地方路線において空席を活

用した定額制航空券サービスの実証実験を開始しています。

新しい「旅の価値」を創出するJourney＋
　事業承継問題や地域社

会課題解決・地域創生・

チャレンジというキーワード

によってコミュニティをつく

り、地域で活躍するイノベー

ターやリーダーを訪ねたり、

実際に地域社会課題について考える旅を作るプラットフォー

ム「Journey+」を開設・運営し、参加者と地域をつなげる

きっかけづくりをしています。

推進体制

サステナビリティの取り組み  
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B777型機パイロット 

西山 裕一

企業価値を 
支える経営基盤
当社グループにかかわるすべてのステークホルダーと 
価値を共有するために、適切な経営資源の配分と 
迅速な経営の意思決定を行うための基盤を構築しています。

あなたにとって
「ANAグループのDNA」とは?
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安全

経営の基盤である「安全」を堅持し、安全文化を継承する
安全はグループすべての事業において守るべき絶対的な使命です。

安全へのゆるぎない姿勢  

ANAグループ中期安全推進活動計画  

　「安全」はANAグループの企業活動の根底にある絶対的

な価値であり、すべての基盤です。私たちが追求する安全は、

航空機の運航にとどまらず、食・貨物・情報など、グループ

のあらゆる事業に及びます。企業として「安全」を堅持し、

日々の着実な努力の積み重ねとお客様の期待にお応えする

ことにより「あんしん」を生み出すことで、社会的信頼を高

めていきます。また、新型コロナウイルスという新たな脅威

　2018-2022中期安全推進活動計画に基づき、ANAグループでは未然防止型の安全リスク・マネジメントを進化させてきま

した。2020年度からは、「世界一流の『安全の仕組みと文化』を持ったリーディングエアラインになりお客様のあんしんを生み

出す」というビジョンを掲げ、以下の施策を推進していきます。

に対しても、衛生的な環境の提供をはじめとする各種対策

を徹底することで、感染リスクに対する安全を追求します。

　ANAグループの事業は様々な職種の社員が相互の理解

と信頼のもと、連携して支えています。グループ社員共通の

誓いである「安全理念」と「安全行動指針」はグループ内す

べての職場で掲げられ、社員一人ひとりの行動の拠り所と

なっています。

ANAグループ安全行動指針

① 規定・ルールを遵守し、基本に忠実に業務を行います。

② プロフェッショナルとして、健康に留意し常に安全を最優先します。

③ 疑問や気づきを声に出し、他者の意見を真摯に受けとめます。

④ 情報はすみやかに伝え、共有します。

⑤ 未然・再発防止のために自ら改善に取り組み続けます。

⑥ 社内外の教訓から学び、気づきの能力を磨きます。

1. お客様の「あんしん」の追求
お客様からのアンケート結果やインタビューなどを通して、ANAグルー
プのサービスをご利用いただく際に、安全に関する「あんしん」を感じる
ポイントを追求します。グループ社員の誠実な安全行動として体現する
ことで、お客様の「あんしん」を生み出します。

2. 安全の仕組みの強化
グローバルスタンダードの安全の仕組みや、各種施策を通じ、安全リス
ク・マネジメント（次ページ参照）の深化を図ります。
リスクや対策を可視化する手法、飛行データの分析、不安全事象を予兆
段階で捉える指標などにより、安全の仕組みを強化するとともに、関連
の航空会社とも連携し、航空業界の安全性向上を推進していきます。

3. 安全行動の体現
安全行動を分析し、教育へ反映させ、体現へとつなげることで安全の仕
組みをさらに強固にしていきます。

安全

安全の仕組み

ANAグループANAグループ

安全の
文化

教育・啓発教育・啓発

安全の推進安全の推進

お客様お客様

ANAグループ安全理念
安全は経営の基盤であり 
社会への責務である

私たちはお互いの理解と信頼のもと 
確かなしくみで安全を高めていきます

私たちは一人ひとりの責任ある 
誠実な行動により安全を追求します

安全を堅持する4つのリスク・マネジメント  

安全を取り巻く環境の変化と変わらない安全意識  

　ANAグループでは、航空機の「運航」のみならず「お客様」の安全、「社員（作業者）」の安全、「保安」も加えた4つの安全リス

ク・マネジメントを実践しています。

　この4つに関する不安全事象について数値目標を設け、安全推進体制の最高意思決定機関として毎月開催される「グループ

総合安全推進会議」にて高リスクな事象や課題の報告とともに、対策やリスク低減について審議し、安全目標と達成度のレ

ビューを行っています。

　新型コロナウイルスの影響を受け、ANAグループでも大きな環境変化を迎えています。大幅な運休、減便を余儀なくされる

環境において、私たちは一般的にミスを起こしやすいと言われる「3H」の状況に直面しています。

安全リスク・マネジメントの4つの軸

3H（初めて・変更・久しぶり）

お客様

出発から到着までのお客様の 
身体・生命への危害予防

社員（作業者）

ANAグループ社員 
などの危険防止

運航

事故・重大インシデントの 
防止

保安

テロ・ハイジャックなど不法行為
の事前リスク発見・予防対策

初めて
普段実施しない 
業務

変更
いつもと違う手順や 
環境

久しぶり
しばらく実施していな 
かった業務

　ANAグループでは、一人ひとりの社員が想像力を働かせ、リスクを予測するとともに、仲間同士での情報共有やアサーション※

など、組織マネジメントを通じた対応で3Hの業務へ適切に対処し、不安全事象の未然防止に努めています。
※  アサーション：社員同士が互いに尊重し合い「発展的／協調的に意見、指摘すること」を指し、チームで安全を守るための大切な行動です。小さな気づきでも発言・共有できるような雰囲
気づくりを一人ひとりが心掛け、不安全事象の未然防止に努めています。

航空事故の教訓を未来へつなぐ～「森のしずく公園」～
　1971年7月30日、岩手県雫石町上空でANA機と訓練中の航空自衛隊機が
衝突し、162名の尊い命が犠牲となりました。慰霊の場として設立された「慰霊
の森」は、地元や静岡県富士市の皆様に見守られ、毎年500名以上のANAグ
ループ社員が清掃や安全啓発の取り組みで訪れています。
　事故から50回忌の節目を迎えた2020年、航空安全祈念の塔の建て替えとと
もに、「慰霊の森」は「森のしずく公園」に名称が変わりました。事故をご存知な
い方々にも「馴染みやすく、気軽に足を運べる場所になるように」という想いを
込めたものです。遭難者を伴ったANA最後の航空事故を風化させず、安全運
航の堅持を誓う場として、新しくなった「森のしずく公園」をこれからも、一般
財団法人慰霊の森と、地元やその他関係者の皆様とともに守り続けます。

「航空安全祈念の塔」
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安全

安全文化継承の拠点「ASEC」  

　ANAグループ安全教育センター（ANA Group Safety Education Center： ASEC）は、「過去の事故を風化させない施設

が必要である」との若手社員からの提案に基づき、2007年に東京都大田区下丸子に創設しました。2019年10月、ANAグルー

プの人財育成の拠点であるANA総合トレーニングセンター（ANA Blue Base）に移転し、リニューアルオープンしました。

　新たなASECは、受講生が主体的に教育に参加し、教育

を通じて仲間とともに安全をつくり、自らがお客様の「あん

しん」を生み出していることを実感できるプログラムを導入

しています。また、グループ内外の知見や最新の情報機器を

導入し、安全行動を体現していくための学び舎に進化して

います。

　創設時の想いを引き継ぎながら「事故と向き合い」、「心

と向き合い」、「仲間と向き合う」という3つのコンセプトの

もと、安全教育を通じて意識啓発を図り、経営の基盤である

安全を徹底的に追求する文化をより強固なものにしていき

ます。

教育プログラムの概要

❶
事故の悲惨さを 
「体感」

❷
エラーを起こす現実を 
「体験」

❸
安全行動を 
「体現」

過去の映像や記録を通じ、 
事故と向き合う

ディスカッションなどを通じ、 
エラーが起きる仕組みを学ぶ

自らの「安全行動宣言」に従い、 
自らの職場で安全な行動につなげる

ASECの施設構成
本施設はANA Blue Baseの2階／3階に位置しており、3つの空間で構成されています。

1 32継想シアター 誓いの空 アクティブラウンジ

映像や事故機体の一部の展示を通じて 
「事故と向き合う」空間

事故を経験した先輩方の想いと向き合い 
心の中で対話する空間

エラー体験や仲間との議論を通じて気づき
を得る空間

安全の堅持に向けて
アルコール問題にかかわる安全管理体制の強化等について

　2020年5月1日、全日本空輸（株）は2019年11月に福岡

空港で発生させた運航乗務員の飲酒事案に関連し、国土交

通大臣より「航空輸送の安全の確保に関する事業改善命

令」を受けました。一連のアルコール問題について、航空業

界全体が再発防止に取り組む中での再発となり、お客様を

はじめ関係者の皆様に多大なるご心配とご迷惑をお掛けし

ましたことを、改めてお詫び申し上げます。

今後の対策  

　ANAグループは、以下の重点施策を通じ、飲酒問題との決別を図ります。

1. 確実なアルコール検査（厳格な検査体制の構築）
•  法定のアルコール検査に加え、自宅やホテルなどで出社前事
前検査の実施と報告

•  顔認証システムなどと連携したアルコール検査管理システム
の構築により管理体制を強化

4. 飲酒に関する安全管理体制の強化  
（経営・職場・専門家により常時最適化）

•  監査やモニター、相談窓口を活用し、運用実態を組織的に把
握し改善する仕組みを構築

•  経営者による委員会、社外専門家による評議会、労働組合と
の協議会の設置による体制強化

3. 身近な職場サポート（職場で組織的にサポート）
•  職場サポーターの養成・配置や医療機関等との連携など、ピ
アサポート体制を強化

•  航空業界標準のサポートプログラムの構築に向け関係機関と
協力して検討

PDCAサイクルを回して常時最適化

2.一人ひとりの自己変革 （適正飲酒を習慣化）
•  適正飲酒の習慣化に向けた推進活動「適飲（テッキン）

TEKKIN INITIATIVE」を展開
•  全社員が当事者意識を持ち自己管理を徹底できるよう、教育
体系整備や職場推進者を養成

事前検査 法定検査 計画承認

アルコール検査管理システム

OK OK

運営実態

経営
（対策委員会）

専門家
（評議会）

組合
（労使協議会）ピアサポート

職場内の身近な相談相手（サポーター）
必要に応じて社内外の専門機関に紹介・相談

※ 1ドリンク=0.5単位（純アルコール10g）
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人財

「人」にこだわり、「人」を源泉として持続的に成長する
社員の多様性を活かし、グループの総合力を発揮します。

人財に対する基本的な考え方  

ダイバーシティ&インクルージョン（D&I）推進  

ANA’s Wayの推進  

　ANAグループでは人財こそが最大の資産であり、大きく環境が変わる中でも柔軟に対応し、困難を乗り越え、持続的な成長

を実現するための源泉です。お客様満足と企業価値向上において世界のリーディングエアライングループとなるビジョン実現

に向け、「人」を源泉に新たな価値を創造する仕組みづくりを強化しています。

　ANAグループは、「ダイバーシティ&インクルージョン宣言」（以下、D&I宣言）のもと、一人ひとりが自らの強みを存分に発揮

し、その強みを最大限活かす企業グループを目指しています。

　グループ経営理念・経営ビジョン・行動指針「ANA’s 

Way」の理解浸透を図り、ANA’s Wayを企業文化のレベル

に進化させることで、ANAグループらしさを体現し続ける

「組織・人づくり」を進めています。

　2019年には、全グループ社員対象の「ANA’s Day研修」

を改編し、創業者の精神「現在窮乏、将来有望」「和協」に立

ち返るとともに、ANAグループの持続的な成長に向けた議

論を実施しています。

ANAグループらしさの伝承  

「ANA’s Day 研修」
「創業の理念」や創業者たちの 

言葉に触れ、大切にすべき価値観

を伝承し、ANA’s Wayの実践に

つなげることを目的とした、 
全グループ社員対象の研修。

D&I推進基盤づくり 
―第5回D&Iフォーラム―

グループ各社よりD&I推進のキーパーソン

約200名が集まり、さらなる理解促進およ

び行動化につなげる一日として毎年開催。

イクボス推進 
―経営トップによる社内発信―

経営者によるイクボスへのメッセージ発

信および自身の「イクボス宣言」を社内に

発信し、率先垂範を実施。

両立支援 
―仕事と育児・介護の両立支援―

仕事と育児・介護との両立を支援するセ

ミナーの開催、eラーニングの受講、ハン

ドブックの配布などを実施。
社員満足度の定期診断  

「ANA’s Way Survey」
社員満足度を高め、お客様満足度

や企業価値向上を図ることを目的

として毎年実施。2019年度は

ANAグループ46社、39,286名が

回答（回答率：96.1 %）。

主な施策

主な施策

感謝・リスペクトしあう文化の醸成  

「Good Job Program」
各職場での好事例の全社共有、 
会社や部門を超えて、イントラネット

とカードなどで感謝を伝え合う

「Good Job Program」を推進。 

2019年度は約60万枚発行。

一体感の醸成  

グループ報「ANA TIMES」
全社員向けにイントラネットで月次発行。 
経営の重要なテーマやANAグループの今、

社員にフォーカスした記事を通じて 

行動化を促進。

4
2019

VOL.8

表紙の
ひとたちは誰！？

詳しくは裏表紙へ！

あ ん し ん 、あ っ た か 、あ か るく 元 気！

A N A  G R O U P  M A G A Z I N E

持ち帰りOK!

MONTHLY TOPICS
NEWS PICK UP! アスリート対決

HELLO 2020 PROJECT通信

My ANA Bookをつくろう！ 表紙のひとたち

特集
中期経営戦略

を知る！

ANAグループの
未来

に向けて

D&I宣言

私たちは、

• 「D&I」を新しい価値創造（イノベーション）の源泉と考え、 

   社員の多様性を大切にします。

•  一人ひとりが自らの強みを存分に発揮でき、 

その強みを最大限活かす職場づくりに取り組みます。

•  誰もがいきいきとやりがいを持って働くことで、揺るぎない信頼と 

たゆまぬ変革を生み出すANA グループを創ります。

グループD&I推進部の設置
　2015年4月の「D&I宣言」により、多様な人財の活躍を推

進する専任組織を人事部内に設け、環境整備と風土醸成、

意識改革を進めてきました。2020年4月にはD&I推進機能

強化を目指し、グループD&I推進部を新設しました。

　年齢・国籍・性別・障がいの有無などの「属性」のダイバー

シティに加え、目に見えにくい価値観・経験などで生まれる

「視点・思考」を含めたダイバーシティを尊重し、それらを「強

み」にさらなる変革を起こせるよう、グループ全体でD&Iを

推進する仕組みや風土づくりを強化しています。

　社員がさらにいきいきとやりがいを持って働き、イノベー

ション創出や生産性向上を実行することで、新たな価値創

造を加速していきます。

「人」にこだわり、「人」を源泉として持続的に成長する仕組み

人財

多様性 
（D&I）

働きやすさ 
働きがい

エンゲージメント向上

デジタル

基本品質向上

生産性向上

イノベーション創出

お客様満足 
向上

企業価値向上

持続的な 
成長ANA’s Way

グループD&I推進部のメンバー
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健康経営  働き方改革・KAIZENの推進  

　ANAグループは2016年4月に「ANAグループ健康経営」

を宣言しました。私たちが社会とともに持続的に成長する

ための原動力は、「あんしん、あったか、あかるく元気！」に

活躍する社員です。

　健康経営推進責任者である「チーフウェルネスオフィサー

（当社役員）」と、グループ各社の「ウェルネスリーダー」を中

心に、ANAグループ全社員・会社・健康保険組合が一体と

なって健康経営を推進しています。社員が心身ともに健康

　D&Iや健康経営を推進し、いきいきと働ける環境を構築していくためには、社員全員の意識や働き方の変革が不可欠です。

ANAグループでは、マネジメント層のコミットメントのもと生産性向上に取り組み、その結果創出された時間を、新たな発想の

業務変革や社員一人ひとりのワーク&ライフバランス推進につなげています。

人財

かついきいきと仕事に取り組むことを通じて、QOL（Quality 

Of Life）と企業価値の向上に取り組んでいます。

　2020年度は、当社は4年連続で「健康経営優良法人～ホ

ワイト500～」に、また、ANAエアポートサービス（株）（2年

連続）、ANA大阪空港（株）（初）も「ホワイト500」に認定さ

れました。このほか、グループ7社が「健康経営優良法人」に

認定されるなど、グループを挙げて取り組みを進めています。

ANAグループ健康経営の4つの視点　～ANAグループで長く働き続けることのできる環境の整備～
　ANAグループでは、以下4つの施策に重点的に取り組んでいます。定期的な状況把握、効果や課題の分析・対応を通じて、社

員の心身の健康を保持・増進しています。

テレワークの推進
　社員一人ひとりが活躍し、組織・個人の成果を最大化で

きる風土づくりの一環として、「時間や場所にとらわれない

柔軟で多様な働き方」への変革に取り組んでいます。

　オフィスワークでは仮想デスクトップ環境の導入を推進

し、2010年よりテレワーク制度を導入しました。2017年1

月から場所、対象者、実施可能日数を拡大、2019年度は

「テレさとワーク」をはじめ、活用促進に向けた各種の推進

施策プロモーションに取り組みました。

　その結果、コロナ禍においてもスムーズにテレワークに移

行するとともに、働き方や業務内容の新たな観点での見直

しにつなげています。

KAIZENの推進
　日々の仕事において問題を見つけて解決し、お客様そし

て従業員の「心」と「時間」の余裕を生み出す「KAIZEN」を、

ANAグループの行動様式として定着させることを目指して

います。

　ANAのオペレーション部門、本社・マーケティング部門

などに展開するとともに、海外支店にも活動を拡大しまし

た。ムリ・ ムラ・ムダを取り除く活動事例は3,000件にのぼ

り、快適なオフィス環境と効率的な業務の実現に向けて社

員が自律的に行動しています。

　これからもKAIZEN とイノベーションを戦略的に融合す

ることにより、新たな顧客価値の創造とスマートな働き方へ

の変革を実現していきます。

メンタルヘルスの取り組み詳細
　社会の環境変化に伴い、働く環境も

急速に変化している中、「こころの健康」

は生活・仕事の質において重要な要素

です。ANAグループでは、厚生労働省

「従業員のこころの健康保持増進のため

の指針」における４つのメンタルヘルス

ケアに沿った施策を展開しています。

社外専門家による相談

管理職による職場環境改善・コミュニケー
ション活性化などによるメンタルヘルス不調
者への働きかけ

産業医・看護師による健康相談

ストレスチェックの実施による自身の気づきと、
自発的な相談

セルフケア

ラインケア

産業保健スタッフ
によるケア

社外窓口 
によるケア

最新コミュニケーション型アバター「newme（ニューミー）」を使った遠隔会議

仕事や職場の中に潜むムリ・ムラ・ムダを取り除きKAIZEN

活動を推進するため、グループ全社・各部室単位で推進体制

を整備しています。「まずはやってみる、変えてみる」行動を

積み重ねるとともに、継続的に人財育成を推進していきます。

好事例の水平展開の場「KAIZEN AWARD」
　1年間のKAIZEN活動の総括と、好事例をグループ全体に水平展開することを
目指し、表彰を行っています。2019年度は海外支店の活動が優秀事例として表
彰されるなど、グローバルな活動に拡大しました。フロントラインだけでなくス
タッフ部門の活動も優秀事例が共有され、そのアイデアが働き方改革にもつな
がっています。

1

3

2

4

健康管理の取り組み

メンタルヘルスの取り組み

疾病予防の取り組み

安全衛生活動の取り組み

• グループ全体で健康管理を行うための環境整備

• 健康診断後の産業医等による結果フォローサイクル構築

• メンタルヘルスにかかわる施策のグループ全社への展開

•  産業保健スタッフのフォロー、職場でのコミュニケーション
活性化による予防に向けた働きかけ

• 対象者ごとの対策の充実

• グループ全社での健康管理指標の設定とモニタリング

• 安全・安心な職場環境整備

•  安全衛生委員会の活動を軸としたグループ横断的な 
啓発活動の展開

定期健康診断項目や 
判定基準の共通化

全グループ社員対象の 
がん予防対策の充実

労働災害防止に向けた 
施策の展開

各拠点への 
健康管理室設置や、 

健康管理システムの構築
女性特有の疾病対策

強固な安全衛生管理体制
の確立

ストレス
チェック 
実施

職場・ 
管理職への 
教育

産業保健 
スタッフに 
よるケア

社外 
相談窓口に 
よるケア

推進体制
 推進者  推進者 
（部室長）（部室長）

KAIZENチーフ

職場メンバー

ボトムアップ
献身的な
サポート
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「安心と信頼を基礎に　世界をつなぐ心の翼で　
夢にあふれる未来に貢献します」

ANAグループ経営理念にある「心の翼」という言葉は、社員一人ひとりの強い想いが翼となり、 
人やモノ、そして気持ちをつなぎたいという意味が込められています。
コロナ禍の中でも、私たちはこの「心の翼」を持ち続け、公共交通機関としての 

使命を果たすとともに、ANAグループの行動指針「ANA’s Way」に基づき、 
「ANAグループだからできること」を推進しています。

ANAグループならではの取り組み

新しい日常とともに
～#ANAグループのココロのつばさ～

　2020年5月、ANAグループでは多くの減便・運休が発生し、グ
ループ全体でテレワークの導入や一時帰休取得などの対応を進
めました。そのような中で、子供たちやお客様が飛行機で旅行
ができない状況や、ご自宅で過ごす時間の充実に貢献できるこ
とはないか、という社員の発案で「#ANAグループのココロのつ
ばさ」の活動を開始しました。
　飛行機やANAグループの社員を近くに感じていただけるよう、
映像をはじめとした各種コンテンツをウェブサイトやSNSで配

　2020年4月に、日本全国の職人さんも参加するガウンプロジェクトが立ち上がりま
した。オンラインで初めての打ち合わせを実施した瞬間からメンバーの皆様の熱い想
いを感じ、「このプロジェクトは成功する」と確信がありました。メンバーの結束力が日
に日に強くなり、7月16日には当初の目標としていた10万枚のガウンを滞りなく納める
ことができました。
　私は常々、「私たちはあくまでも裏方であり、医療現場の皆様に私たちの顔を思い浮
かべていただかないようにしよう」と考えていました。しかし、沢山の方から応援してい
ただき、また、ANAの機内で医療従事者の方よりガウン制作に関する感謝のお手紙を
頂戴したと伺った時には、なんとも言えない嬉しい気持ちになったことを覚えています。
　まだまだ厳しい日々が続きますが、今回ANAグループに学んだ「仕事に対してプロ
である」という教訓を胸に、日々精進してまいります。

医療用ガウン縫製の支援
　新型コロナウイルス感染の拡大により、医療用ガウンのニー
ズが高まり、日本国内での在庫が逼迫していました。2020年4

月、政府からの協力要請を受け、「医療関係者の皆様の安全につ
ながるようANAグループも何かお役に立ちたい」、との想いか
ら社員ボランティアを募り、ガウンの一部の縫製や袖生地の裁
断、検品作業支援を実施しました。
　合同会社ヴァレイの指揮のもと、ANAグループ総合トレーニン
グセンター「ANA Blue Base」で、衛生に配慮をした環境を整え
て作業を実施し、グループから計380名の社員が32日間、ガウン
制作に貢献しました。

合同会社ヴァレイ
代表社員

谷 英希 氏

信しており、第一弾の「おうちで航空教室」では、パイロットが飛
行機に関する豆知識を動画で紹介。クイズ形式で楽しく学べる
コンテンツをはじめ、仕事の内容やパイロットへの質問などで
構成し、大変ご好評をいただきました。
　また、有志社員が音楽を通じて元気をお届けするリモート演
奏動画や、医療従事者の皆様への感謝とエールを送る動画など
を配信しています。
　アフターコロナの世界でも、皆様の生活の中でエアラインそ
してANAグループへの信頼や共感をいただけるよう、様々なコン
テンツをお届けしていきます。

医療関係者や頑張る皆様に向けた動画を作成

武漢―羽田チャーター便の運航
　ANAは2020年1月29日、新型コロナウイルス感染症発生の影響により封鎖された中国・武漢からの帰国希望者を対象として、武漢―
羽田間チャーターフライトを運航しました。帰国手段がなくなり、足止めとなった皆様のお役に立ちたいという想いから、短期間で体
制を整え計5回のチャーター便を運航しました。中国湖北省在留で帰国を希望するすべての日本人と、そのご家族828名の帰国を実現
しました。
　なお、本取り組みは、在留邦人をはじめとする多くの方々の生命と健康の保護に寄与したとして、2020年6月23日、航空会社として
初めて茂木外務大臣より感謝状を受領いたしました。

外務省での感謝状授与式の様子武漢からの帰国希望者を輸送したボーイング767-300ER型機

#ANAグループのココロのつばさサイト
https://www.ana.co.jp/group/kokoro-no-tsubasa/

この取り組みについては、当社ウェブサイトでも詳しくご紹介しています。
https://www.anahd.co.jp/ana_news/20200528.html
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コーポレート・ガバナンス体制

当社グループは「グループ経営理念」に基づき、様々なステークホル
ダーの価値創造に資する経営を行うとともに、会社の持続的な成長
と中長期的な企業価値の向上を実現することを目指しています。 
これを実現するために、当社がグループ経営の主導的な役割を果たし、
グループ全体の経営方針や目標を定めつつ、透明・公平かつ迅速・
果断な意思決定を行うことを目的として、コーポレート・ガバナンス
体制を構築し、その充実に継続的に取り組んでいます。

グループ経営理念

安心と信頼を基礎に

世界をつなぐ心の翼で

夢にあふれる未来に貢献します

ESGプロモーションオフィサー・ESGプロモーションリーダー 
（各社・各部署のESG経営推進者）

選任／解任

選任／解任  
監督 提案／報告 上程／報告

選任／解任選任／解任

内部監査

会計監査

指示／監督

指示／監督

監査

報告

答申

報告

グループ監査部

チーフESGプロモーションオフィサー
サステナビリティ推進部担当役員

事務局

サステナビリティ推進部 
グループ総務部 
グループ法務部

社長

総括報告

株主総会

監査役室

各事業会社・各部署

グループ経営戦略会議

会計監査人
取締役会

人事諮問委員会

報酬諮問委員会

グループESG経営推進会議

監査役／監査役会

ガバナンスの仕組み  

持株会社体制
厳しい経営環境の下でも競争力を十

分に発揮できるよう、持株会社体制を

採用しています。各グループ会社には

経験豊かで専門性を有する人材を配

置し、事業会社運営についての権限を

委譲することで、機能的で効果的な業

務を執行しています。

監査役設置会社
取締役会と監査役により、取締役の職

務執行の監督および監査を行っていま

す。また社外取締役の選任による取締

役会の監督機能の強化、常勤の社外

監査役の選任などによる監査役の監

査機能の強化を図っています。

執行役員制
迅速な意思決定と業務執行の責任と

権限の明確化のため、経営と執行を分

離する執行役員制を採用しています。

取締役が経営の意思決定と業務執行

の監督を行う一方、執行役員が業務

執行を担っています。

コーポレート・ガバナンス体制（模式図）

※ 開催回数は2019年度の実績

監査役会

監査を通じて会社の健全な発展と社会的信頼の向上を実現

するため、監査に必要となる豊富な経験と高度な専門性を

有する者を5名選任し、構成しています。

　会計監査人、内部監査部門との連携を強化する一方、社

外取締役との意見交換も定期的に実施しています。

人数

監査役  5名
うち独立社外監査役3名

任期

4年
社外監査役も同様

開催回数※

13回

諮問委員会

取締役候補者の選任、取締役の解任は人事諮問委員会で

審議し、取締役会に答申しています。選任プロセスの公平

性、透明性を確保するため、議長は社外取締役が務め、社

外取締役3名と社内取締役1名で構成されています。

人事諮問委員会 報酬諮問委員会

報酬決定プロセスの公平性、透明性を確保するため、社外

取締役、社外監査役、社外有識者が過半数を占めています。

外部専門機関に依頼・調査した他社水準を参考に、取締役

の報酬体系とその水準を策定し、取締役会に答申しています。

委員長

山本 亜土
委員長

山本 亜土
構成人数

4名
構成人数

6名
開催回数※

5回
開催回数※

3回

取締役会 グループ経営戦略会議

持株会社である当社の取締役会は、グループ全体の経営方

針と目標を定めるとともに、グループ各社における業務執行

を監督する役割を担っています。取締役会長が議長を務め、

社外取締役を含む取締役全員に加え、社外監査役を含む監

査役全員が参加しています。

経営課題をより迅速かつ詳細に審議するため、代表取締役

社長が議長を務め、常勤取締役、常勤監査役ほかをメン

バーに、取締役会を補完する組織として機能しています。

人数

取締役  10名
うち独立社外取締役3名、
女性1名

監査役  5名

任期

1年
社外取締役も同様

開催回数※

13回
開催回数※

54回
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役員紹介：取締役
（2020年7月末現在）

1 伊東 信一郎

取締役会長
取締役会 議長

重要な兼職の状況
三井不動産（株） 取締役（社外）

2004年 常務取締役

2006年 専務取締役

2007年 代表取締役副社長

2009年 代表取締役社長

2015年 代表取締役会長

2017年 取締役会長（現職）

3 伊東 裕

代表取締役 副社長執行役員 
グループESG経営推進会議 議長 
グループ法務・グループ総務・グループ調達・ 
サステナビリティ推進 担当

2019年  取締役

2020年  代表取締役副社長 
（現職）

2011年 常務取締役

2012年 専務取締役

2013年 代表取締役副社長

2015年 代表取締役社長（現職）

2 片野坂 真哉

代表取締役社長 
グループ経営戦略会議 議長 
グループESG経営推進会議 総括 
グループ監査 担当 
全日本空輸（株） 取締役会長

重要な兼職の状況
一般社団法人日本経済団体連合会 副会長
東京海上ホールディングス（株） 取締役（社外） 5 高田 直人

取締役 専務執行役員 
広報･コーポレートブランド推進・秘書・ 
グループ人財戦略 担当

2017年 取締役（現職）

 8 山本 亜土※

取締役（社外）

重要な兼職の状況
名古屋鉄道（株） 代表取締役会長
矢作建設工業（株） 取締役（社外）
中部日本放送（株） 取締役（社外）
名古屋商工会議所 会頭

2013年 取締役（現職）

 9 小林 いずみ※

取締役（社外）

重要な兼職の状況
三井物産（株） 取締役（社外）
（株）みずほフィナンシャルグループ 取締役（社外）
オムロン（株） 取締役（社外）

2013年 取締役（現職）

10 勝 栄二郎※

取締役（社外）

重要な兼職の状況
（株）インターネットイニシアティブ  
代表取締役社長兼COO

2020年 取締役（現職）

6 福澤 一郎

取締役 常務執行役員 
グループ財務統括責任者

2019年 取締役（現職）

7 芝田 浩二

取締役 常務執行役員 
グループ経営戦略・グループ IT・施設企画・ 
デジタル･デザイン･ラボ･グループD&I推進・ 
沖縄地区 担当

2020年 取締役（現職）

2015年 取締役（現職）

4 平子 裕志

取締役 
全日本空輸（株） 代表取締役社長

重要な兼職の状況
一般社団法人全日本航空事業連合会 会長

※独立役員

3 1 2 4

567 8 9 10
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取締役の選任

取締役の選任理由  

•  •  現下の新型コロナウイルス感染症による経営危機を乗り越え、グループの持続的な企業価値の向上を目指すにあたり、これ

までの豊富な経験と実績・知見の活用が不可欠であると判断したため、取締役候補者としました。

•  •  第75回定時株主総会にて選任され、それぞれ就任しました。

選任理由

取締役候補者の選任に関する考え方  

社内
取締役

社外 
取締役

取締役は、「航空事業を中心に多角的な事業をグローバルに展開するエアライングループ」としての適切な方
針策定、意思決定および経営監督強化の観点から、誠実な人格、豊富な経験や幅広い識見、高度な専門性を
兼ね備えた者を候補者とし、航空法などの関連法規の範囲内で、その性別、国籍などは問わないこととします。

社外取締役については、企業経営者としての豊富な経験に基づく実践的な視点を持つ者や、グローバルな視
野や地域にねざした視点を有し、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく、客観的かつ専門的な視点
を持つ者で、かつ当社からの独立性を有する者から複数名選任します。

伊東　信一郎
Shinichiro Ito

取締役会長 
取締役会 議長

伊東信一郎氏は、長年にわたり営業部門や人事部門等に携わり、2003年6月から取締役としてSARS・イラ
ク戦争による経営危機を克服し、2009年4月から代表取締役社長として、リーマンショック後の経営環境が
厳しい中で、当社グループの経営を指揮し、グループ経営体制の改革や収益基盤の拡大等を進めて業績回復
を果たしました。2015年4月からは取締役会の議長を務め、自由闊達かつ建設的な議論や意見交換を促進
する議事運営を行う等、取締役会の機能強化を進めています。

片野坂 真哉
Shinya Katanozaka

代表取締役社長

片野坂真哉氏は、長年にわたり営業部門、人事部門、経営企画部門等に携わり、2015年4月から代表取締役
社長として、常に安全を最優先とする経営姿勢でグループ経営体制の基盤を強化するとともに、4年連続で
増益を達成する等、成長戦略を実現してきています。取締役会においても、意思決定機能および監督機能の
強化に努める他、SARSやリーマンショック等の大規模な経営危機を克服し、新型コロナウイルス感染症影
響への緊急対策の陣頭指揮を迅速に執っています。

伊東 裕
Yutaka Ito

代表取締役 
副社長執行役員

伊東裕氏は、長年にわたり法務部門、財務部門等に携わった他、欧米での留学・駐在経験も長く、2013年4
月からは全日本空輸（株）の欧州支配人を務め、2016年4月からは同社取締役として、顧客満足度の向上を通
じた当社競争力の強化等に取り組んできました。2019年6月からは当社取締役として、企業の社会的責任
（CSR）、リスクマネジメントに加え、投資家とのコミュニケーションを通じて、当社事業の理解促進および
ESG経営の推進に努め、2020年4月からは代表取締役副社長として、取締役会の意思決定機能および監督
機能の強化に貢献しています。

海外勤務経験：欧州・米国

社
内
取
締
役

平子 裕志
Yuji Hirako

取締役 
（全日本空輸（株）  
代表取締役社長）

平子裕志氏は、長年にわたり営業部門、財務部門等に携わり、2012年4月からは全米の支配人を務め、2015
年6月からは取締役として、企業価値向上に向けた財務戦略の実現に取り組んできました。2017年4月から
は当社グループの中核子会社である全日本空輸（株）の代表取締役社長として、安全を最優先とし、国際線
事業に関する幅広い知見を活かしたグローバルな視点で事業運営に取り組み、同社を世界のリーディング
エアラインへ着実に成長させてきています。

海外勤務経験：米国

高田 直人
Naoto Takada

取締役  
専務執行役員

高田直人氏は、長年にわたり労政部門、産業政策部門、広報部門等に携わり、2017年6月からは取締役とし
て、広報、企業の社会的責任（CSR）、リスクマネジメントに加え、個人投資家等との積極的なコミュニケー
ションを通じて、当社事業の理解促進に努めてきました。2019年4月からは人事部門で、グループの人財育
成等に取り組んでいます。

福澤 一郎
Ichiro Fukuzawa

取締役  
常務執行役員

福澤一郎氏は、長年にわたり財務･IR部門に携わり、2017年4月からは執行役員、2019年6月からは取締役・
最高財務責任者として、安定した財務基盤の確立に加え、効率的な資本の再構成等の財務戦略を実現して
きました。また、社長を適切に補佐しつつ、自らも国内外の機関投資家との積極的な対話に努めた他、エア
ラインでは世界初となるグリーンボンド・ソーシャルボンドを発行する等、ESGにも積極的に取り組んでい
ます。

芝田 浩二
Koji Shibata

取締役  
常務執行役員

芝田浩二氏は、長年にわたり営業部門や国際提携部門等に携わり、2012年4月からは執行役員として、欧州
支配人を務めました。2013年4月からはアジア地域における外国航空会社との資本提携等に取り組んだ他、
2017年4月からはグループ経営戦略室長として、当社のグループ経営戦略の立案・遂行を担当し、グループ
経営の推進に取り組んでいます。

海外勤務経験：英国

山本 亜土
Ado Yamamoto

独立社外取締役

山本亜土氏は、運輸業界における経営者としての豊富な経験と幅広い識見を活かし、取締役会において、グ
ループ経営戦略、リスクマネジメント、組織運営、投資管理、安全対策の推進等について積極的な意見・提言
を行っていただいています。
　また、2016年6月より報酬諮問委員（2020年7月より報酬諮問委員長）および人事諮問委員（2020年7月よ
り人事諮問委員長）に就任していただいています。

小林 いずみ
Izumi Kobayashi

独立社外取締役

小林いずみ氏は、民間金融機関および国際開発金融機関の代表や、他事業会社における社外取締役として
の豊富な経験と幅広い識見を活かし、取締役会において、グローバルな視点からのグループ経営戦略、リス
クマネジメント、投資管理、コーポレート・ガバナンス、組織運営等について積極的な意見・提言を行ってい
ただいています。
　また、2013年7月より報酬諮問委員に、2016年6月より人事諮問委員に就任していただいています。

勝 栄二郎
Eijiro Katsu

独立社外取締役

勝栄二郎氏は、財務省において財務次官等の重要な役職を歴任し、行政官としての豊富な経験と高い見識を
有しています。2013年6月からは（株）インターネットイニシアティブの代表取締役社長として、企業経営の
豊富な経験とデジタルトランスフォーメーション等のイノベーションに関する知見も備えています。
　2014年4月からは当社の経営諮問委員を務め、航空業界の事業環境や当社事業の状況についても、豊富
な知識を有しています。

社
内
取
締
役

社
外
取
締
役
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※ 独立役員

加納 望※

常勤監査役（社外）

長峯 豊之
常勤監査役 

殿元 清司
常勤監査役

松尾 新吾※

監査役（社外）

小川 英治※

監査役（社外）

役員紹介：監査役
（2020年7月末現在）

監査役の選任理由  

第75回定時株主総会にて長峯豊之氏および松尾新吾氏が選任され、就任しました。

候補者の選任に関する考え方  

監査役

監査役は、監査を通じて会社の健全な発展と社会的信頼の向上を実現するため、社内および社外から、監査
に必要となる豊富な経験と高度な専門性を有する者を複数名選任し、その性別、国籍などは問わないことと
します。なお、財務・会計に関する適切な知見を有する者を1名以上選任します。
社外監査役については、企業経営者としての豊富な経験を有する者、社会・経済動向等に関する高い見識を
有する者、財務・会計または法務に関する適切な知識を有する者等、様々な分野における高度な知見を有す
る者で、かつ当社からの独立性を有する者から選任します。

選任理由

長峯 豊之
Toyoyuki Nagamine

常勤監査役

長峯豊之氏は、長年にわたりオペレーション部門、労政部門、経営企画部門などに携わってきた他、当社グルー
プの収益ドメインの拡大をはじめとするグループ経営戦略を着実に遂行する等、グループ経営に関する豊富
な知識・経験を有しています。グループの持続的な企業価値の向上を目指すにあたり、同氏の航空産業に関す
る高い識見・知見を活用することによって、監査機能のより一層の充実が図れることから、同氏を新たに監査
役候補者としました。

松尾 新吾
Shingo Matsuo

独立社外監査役

松尾新吾氏は、長年にわたり公共性の高い事業における経営者としての豊富な経験と幅広い識見を有してい
ることから、社外監査役として就任していただいています。監査役会および取締役会において、安全を大前提
として、グループの事業運営や経営戦略等について、これまでの経験と識見に基づく助言や経営課題の議論充
実につながる提言をいただいています。グループの持続的な企業価値の向上を目指すにあたり、監査機能のよ
り一層の充実が図れることから、同氏を引き続き社外監査役候補者としました。

監
査
役

殿元清司氏は、第72回定時株主総会で選任され、就任
小川英治氏は、第73回定時株主総会で選任され、就任
加納望氏は、第74回定時株主総会で選任され、就任

2019年度の活動報告

取締役会の主な議案・報告事項（2019年度）  

1. 株主総会に関する事項

 • 株主総会付議議案の決定

2. 取締役・執行役員、取締役会等に関する事項

 • 取締役候補者及び執行役員等の選任

 • 取締役会実効性評価の結果

 • 役員報酬の方針

3. 決算に関する事項

 • 決算／業績予想

 • 事業会社報告

 • 資本市場における評価

4. 株式・資本金等に関する事項

 • 資本金等の状況

5. 組織再編に関する事項

6. 人事・組織に関する事項

7. 当社及び重要な子会社に関する重要な事項

 • 新型コロナウイルス感染症拡大の影響について

 • 中期経営戦略ローリング

 • ESG経営の推進に向けた中長期目標の設定

 • ANAブランド事業計画

 •  ANAにおけるデジタルトランスフォーメーションの

取り組み

 8. 重要な財産の処分及び譲受け

  • 機材導入／売却／リース実績

 9. 出資に関する事項

10. 多額の借財

 • 資金計画

 • 社債発行に関する事項

11. コーポレート・ガバナンスに関する事項

 • 内部監査計画・結果報告

 •  グループCSR・リスク・コンプライアンス会議※の

概要／活動計画

 • 政策保有株式の評価

12. その他の事項

 • アバターの事業化

 • 顧客満足度調査の結果

 • 従業員意識調査（ANA’s Way Survey）の結果

 • 人事諮問委員会報告

 • 報酬諮問委員会報告

※ 2020年度から、グループESG経営推進会議に名称変更しています。

取締役会の所要時間の推移（年度ベース）
　取締役会の議論の充実を推進していることから、取締役

会における年間の合計所要時間は、ここ数年で増加傾向と

なっています。

議案別の議論状況（2019年度）
　取締役会においては、経営戦略に関する議論を充実させ

ることを前提に、関連する主要なテーマを抽出して、中長期

的な視点で意見交換を実施しています。

2016 2017 2018 2019 （年度）

27.7時間

21.4
22.8

26.4

経営戦略・ 
事業計画等の 
重要事項

機材計画・出資・ 
資産売却等に関する事項

 決算に 
関する事項

株主総会・取締役会等に 
関する事項

6.2%
その他

2.3%

53.8%
22.3%

 15.5%
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取締役会の実効性について

　当社グループでは、取締役会の機能を充実させるための取り組みを続けています。全取締役および全監査役に対してアン

ケートを実施しているほか、取締役会長、代表取締役社長、代表取締役副社長、社外取締役および社外監査役に対して個別イン

タビューを実施した上、内容を詳細に分析して取締役会で報告しています。

　新たな課題解決に向けた運営の工夫など、PDCAサイクルを充実させることで、さらなる実効性の向上に努めています。

2018年度

Action / Plan
課題設定

Do
改善の取り組み

Check
評価

2019年度

時
間

情
報
共
有

時
間
外
活
動

議
論
内
容

議論時間を確保するための工夫が
必要

取締役会の開催時間を原則2時間から 
3時間に延長

取締役会の開催時間は概ね適切。
書面報告等と合わせて、従来よりも
時間を有効に活用している

社内の会議体での議論状況につい
て情報共有が不足しており、理解が
不十分な場合がある

社内会議体での議論状況（反対意見・ 
賛成意見）を取締役会資料に明記

社内の会議体の議論内容について、
以前より多数の状況が報告されるよ
うになり改善されつつある

タウンミーティング※は運営上の工
夫を行い、より実効性を高めるべき

持株会社体制に移行した後の投資案件に
ついてレビューを実施

フライトオペレーションセンター（FOC）と
のタウンミーティングにて運営方法を工夫
し、実効性の向上を図る
⇒P88-89 現場とのタウンミーティングの取り組み

FOCとのタウンミーティングは非常
に有意義だった。他の部門も対象に
するなど、今後も継続した方が良い

適切な経営資源配分を実施するた
め、投資案件のレビューを強化する
ことが望ましい

航空事業との相関性についての理解
を深めるため、取締役会とは別に議
論する機会はもっと取った方が良い

中期経営戦略等の重要な経営課題
については、取締役会とは別に時間
を確保して議論する必要がある

中期経営戦略について、取締役会とは 
別に議論する機会を設定して対応 

中期経営戦略の中身についての理
解が深まったが、海外エアラインも
含めた中長期の課題や業界動向を
さらに深掘りするなど、もっと議論す
る時間があると良い

中期経営戦略について社外役員を 
中心としたディスカッションを設定

中期経営戦略に関する議論を行う場合、

取締役会だけでは社外役員の議論時間

がどうしても不足しがちになります。その

ため当社代表取締役、ANA社長、当社企

画担当役員ならびに社外役員で、取締役

会とは別に時間を設け、中期経営戦略に

関するディスカッションを実施しました。

出された意見
•  欧州に出張すると、気候変動問題が非常に大きな話題になっていることを実感
する。我々も環境問題について真剣に考えていかねばならない。

•  国土が広い米中のエアラインと違う、日本という小さな国を主軸にしているANA
の「あるべきビジネスモデル」は何なのか、そこに向けた打ち手は何か。

•  貨物事業は景気の動向に非常に左右される事業であり、現在の旅客サービスあ
りきの貨物という発想のままで、ポートフォリオの核に成長させることが本当にで
きるのか。

•  今後はグローバルリスクが高まっていくのではないか。ポピュリズムや自国第一
主義が台頭して、ヒト・モノの移動がだんだん抑制される傾向はこの先も続いて
いくと覚悟しておいた方が良い。

改善事例 ❶

改善事例 ❶

その他の経営課題についても社外役員向
けに説明する場を提供 
改善事例 ❷

 

Action / Plan
課題設定

Do
改善の取り組み

2020年度

原則3時間での開催を継続

取締役会資料に「社内会議体での議論の要旨」を記載するなど
の工夫を施し、社内会議体との連携を強化する

議論状況について、以前よりは多く説明されているが、 
まだ工夫の余地がある

中長期的な経営課題について、取締役会において議論する時
間を増やすとともに、内容によっては取締役会とは別に説明・
質疑を行う時間を設ける

レビューの継続

社外役員の関心や要望についてヒアリングを行い、現地部門
の視察等を継続する

現業部門への視察やタウンミーティングは高く評価されてお
り、質を高めながら継続する

社外役員のみが参加する議論の場を設定する
監査法人と社外役員が議論するなど、新しい形態でのミー
ティングを実施する

中長期的な経営課題やグループ各社の説明について、 
議論の深掘りが求められている ANAにおける経営課題について、担当役員からの説明の場を

設けるとともに、主要なグループ会社を対象に定期的な事業
説明の機会を設ける

アバター事業について社外役員を中心とした 
ディスカッションを設定

2020年4月に新たなビジネスの創出や社会課題の解決を

目的に「avatarin（アバターイン）株式会社」を設立しまし

た。社外役員の理解を深めてもらうとともに、様々な観点

から意見をいただくため、取締役会とは別に時間を設け、ア

バター事業に関する詳細な説明や、独自開発した遠隔操作

ロボット「newme（ニューミー）」の実演等を実施し、ディ

スカッションを行いました。

実効性評価に関するアンケートの 
主な評価項目

（1）  取締役会の機能（重要な意思決定および業務執行の監督）
の発揮について

（2） 昨年度のアンケートで出された課題への対応状況について

（3） 取締役会の運営について
 ①  社内会議体における反対意見を含めた議論内容の紹介
 ② 議案説明、質疑応答、議論時間のバランスについて
 ③ 社外役員に対する事前説明の内容（時間・質）について
 ④ 取締役会の資料（量・質）について

改善事例 ❷

※ 役員による従業員との対話

投資の費用対効果が可視化できたの
で、投資案件のレビューは引き続き
実施すべき
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現場とのタウンミーティングの取り組み

取締役会の実効性について

取り組みの経緯
　コーポレートガバナンス・コードの原則に従い、ANAグループの行動指針である「ANA’s Way」がグループ全社員に浸透し、

遵守されているかどうか、グループ社員を対象として、年2回の意識調査（ANA’s Way Survey）を行っています。調査結果から、

経営層と社員とのコミュニケーションをさらに活性化することが課題であることが見えてきたことに加え、社外役員から、当社

事業や企業文化等への理解をより深めるため、現業部門の社員との意見交換の場を設けて欲しいという要望が出されたことを

踏まえて、2018年度より社外役員と現業部門とのタウンミーティングを実施しています。

　2018年度の整備センターおよびグループ整備会社に続き、2019年度は運航乗務員が所属するフライトオペレーションセン

ター（FOC）とのタウンミーティングを実施しました。

フライトオペレーションセンター（FOC）とのタウンミーティング

実施までのプロセス

1．運航乗務員の安定的な養成対策について

2．運航乗務員の飲酒問題対策について

社外役員の感想
機長を中心に、我々が直接かかわっていない方々から話を聞けて 

非常に良かった。今後ともこういう機会を設けていただきたい。

取締役会での受け止め
管理職の機長には経営の考え方を伝える場があるも

のの、一般職の機長と会社とのコミュニケーションが

十分ではなかった点もある。乗務員の安定的な養成

についても様々な課題を乗り越えなければならない

ということを改めて認識した。

今後に向けて
日頃より、社外役員からは大所高所から俯瞰した観

点でご意見をいただいていますが、タウンミーティン

グの実施により、より細やかな視点でグループ経営

を把握していただくことで、取締役会の一層の活性

化を図る方針です。今後も様々な部門を対象に実施

していきます。

Q

Q

Q

優秀な運航乗務員を安定的に養成していくための課題は何か。

機長と副操縦士のコミュニケーションを、 
より充実させていく必要。
フライト中は安全業務に専念しているため、細かい指導を実施す

ることは難しく、体験談を伝えることもできない。飲酒問題への

対応は厳格になってきている一方で、今までは乗務後の機会も活

用して先輩から後輩に技術を伝承してきたが、近年は減少傾向に

ある。

FOC内は意見を言いやすい
雰囲気が保たれている。
業務特性上、日々上司からの指示がある

訳ではなく、乗務の便毎に責任を担って

いる。これをサポートする組織において、

上司・先輩に対して意見を言いにくいと

いうようなことはない。

対面コミュニケーションを 
さらに深く進めていかなけれ
ばならないと感じる。
アルコール問題の共有はメール媒体では

かなり実施しており、少なくとも一回は

上長による面談を行った。ただし十分と

は言えず、さらにコミュニケーションを深

める必要がある。

運航乗務員の飲酒問題が連続して発生したが、 
なぜ抑え込むことができなかったのか。また飲酒問題撲滅の対応を通じて感じていることは何か。

勤務パターンが不規則で乗務メンバーも毎回異なると、組織として機能させるのは難しいのではないか。 
各自の判断に任せているという組織体制が飲酒問題にも影響しているということはないのだろうか。

運航においては、機長が独立してすべての権限を持っているため、 
組織の一員として動く感じが少ない印象を受けた。

組織

機長は孤独な環境で仕事をしていると思う。組織運営の面からも
後輩との対話機会を設定し、十分な指導ができる環境を確立する
ことが重要である。

コミュニ 
ケーション

乗員のスキルアップを促進するための環境など、コミュニケーション
の充実を下支えする仕組みを整える必要があるのではないか。

スキル

技量さえあれば68歳まで問題なく乗務できるとのことなので、 
定年延長について是非検討してはどうか。

定年

長期的な養成のために 
経営の時間軸をどこに定めるか。
我々の世代（1992年度～93年度入社）では、年間で約100名

のパイロット訓練生を採用していたものの、その後の景気後退

の影響により、採用抑制や機長昇格訓練を延期した時期が

あった。景気動向による採用数の変動は、短期的にはやむを

得ないかもしれないが、中長期的な乗員の安定的な養成には

間違いなく大きな影響がある。

本人の意欲と認められた能力があれば 
65歳を超えても乗務して良いのではないか。
ANAでは60歳定年（65歳まで雇用延長制度あり）となってい

るが、国のルールでは68歳まで乗務することが認められてい

る。運航乗務員という立場を担保しているのは、身体検査と技

術であり、実際に65歳を超えた乗員で、他社に転籍して乗務

を続けているケースもある。

きちんと意見を言える精神力が必要。
若い世代では、相手の顔色をうかがうとか、周りからどう見ら

れるかということを心配する人が増えているのではないか。相

手への依存度が高くなると、いざという時の意思決定に支障

を来たしてしまう。

機長に本当に必要なのは判断力。
航空機の技術革新が進んでいるため、日々の業務では操縦そ

のものよりもコックピット内のマネジメントやコミュニケー

ションに集中しがち。判断力を日々の業務の中でどのように

培っていくかが課題。

業務の特性上、個人の裁量に
委ねている部分が組織運営上
プラスに作用している面もある。
ごく限られたメンバーの管理が不十分だっ

たのは問題だが、組織の体制面からもしっ

かりカバーできるように考えなければなら

ない。

人間関係も帰属意識も高めなければならない。
若い世代の人たちは、あまり濃密な人間関係を好まないのかもし

れないが、自分たちは先輩・後輩関係なく、互いに厳しい意見を

言い合う中で成長してきたという自負がある。対話をしなければ

否定されることも少なくて気が楽なのかもしれないが、厳しい意

見をもらうことで成長につながるのも事実である。距離感や隙間

を組織的に埋めていくような対応を経営陣に期待している。

2019

FOCに関して複数提示した
テーマから社外役員が選定

社外役員6名、FOC社員6名を、
2組に分けて活発なディスカッ
ションを実施

タウンミーティングの様子（2019年11月）

選ばれたテーマに関する 
資料を社外役員に事前
配布

企業価値を支える経営基盤  

8988



取締役および監査役への報酬

1. 取締役報酬の基本方針
　取締役の報酬は、以下の基本方針のもとに決定しています。

•  報酬に対する透明性・公正性・客観性を確保するとともに、

役職ごとに、その役割と責任に値する報酬水準を設定する。

•  当社業績に対する経営責任を明確にするため、多面的指

標を組み合わせた業績連動報酬を導入し、貢献を反映で

きる仕組みとする。

•  企業としての社会的責任を果たすとともに、中長期的な

企業価値向上を図り、株主の皆さまと利益を共有できる

報酬体系を構築する。

2. 報酬決定の手続き
　取締役に対する報酬は、株主総会で承認された金額の範

囲内で、報酬諮問委員会の答申を受け、取締役会にて決定

しています。

3. 報酬諮問委員会

4. 報酬体系について
（1） 社内取締役

　固定報酬の「基本報酬」に加え、変動報酬として、会社の

持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能す

るよう、年度の業績などに連動する「賞与」と、長期インセン

ティブとしての「株式報酬」により構成されています。

　固定報酬の「基本報酬」と、変動報酬の「賞与」・「株式報

酬」の合計額の支給比率は、会社の年度業績目標を達成し

た場合において、固定報酬1：変動報酬0.67の割合となるよ

うに設計されています。なお変動報酬の割合は、年度業績目

標を達成する度合いに応じて、0から1の範囲内で決まります。

① 賞与

　単年度の業績と基本品質を反映する指標として、「当

期純利益」・「安全性」・「顧客満足度」などを評価指標とし

ています。報酬諮問委員会ならびに取締役会にて、各指

標の目標値とそれに連動する支給水準のテーブルを予め

決定し、各指標の実績によって、支給額を決定しています。

② 株式報酬

　中長期的な企業価値の向上と、持続的発展を反映する

指標として、「自己資本利益率（ROE）」・「総資産利益率

（ROA）」・「営業利益率」などを評価指標としています。報

酬諮問委員会ならびに取締役会において決定された支給

水準と、それぞれの評価指標を組み合わせて、支給額を決

定しています。

（2） 社外取締役

　社外取締役は独立した立場からの監督機能を発揮するた

め、業績連動部分はなく、固定報酬（月額報酬）のみで構成

されています。

（3） 監査役

　監査役は社内・社外とも、独立した立場からの監督機能

を発揮するため、業績連動部分はなく、固定報酬（月額報

酬）のみで構成されています。

　監査役報酬の水準は、外部の専門機関が調査した、他社

における監査役の報酬水準を考慮して決定しています。

 P.79 参照

役員報酬制度の概念図

固定 変動

報酬限度額比率 1 0.67※1

報酬 ①基本報酬 ②賞与（短期業績連動） ③株式報酬（長期インセンティブ）

支給 
基準

社内取締役 役位等に応じて支給

単年度の結果を
多角度から測る

中長期的な企業価値向上に
資するものを評価

①＋②の合計が 
年額960百万円以内※2

2011年6月20日開催の 
第66回定時株主総会で決議

社外取締役 全員一律の金額を支給 ー ー

監査役
常勤・非常勤の 

勤務形態に応じて支給
ー ー

年額180百万円以内
2019年6月21日開催の 

第74回定時株主総会で決議

支給方法 毎月（現金） 年1回（現金） 年1回

※1 年度業績目標の達成度合いに応じて0～1.0の範囲で決定
※2 ③株式報酬は、報酬限度額とは別に、2015年6月29日開催の当社第70回定時株主総会において決議いただいた株主報酬制度に基づいて支給

当期純利益 自己資本利益率（ROE）

安全性 総資産利益率（ROA）

顧客満足度 営業利益率

2019年度における主な評価指標の目標と実績（参考）

年度当初目標（連結） 実績

1,080億円 276億円

9.5% 2.6%

6.2% 2.4%

7.7% 3.1%

2019年度 取締役および監査役への報酬

区分 支給人員 
（名）

報酬等の総額 
（百万円）

報酬などの種類別の総額（百万円）

基本報酬 賞与 株式報酬

取締役 10 323 313 ̶ 10

（うち社外取締役） (3) (44) (44) （̶） （̶）

監査役 6 137 137 ̶ ̶

（うち社外監査役） (4) (65) (65) ̶ （̶）

合計 16 460 450 ̶ 10

（注）
1.  上表には、2019年6月21日開催の第74回定時株主総会終結のときをもって退任した社外監査役1名を含んでいます。
2. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

政策保有株式について
　当社は、グループの事業を拡大・発展させていく上で、

関係取引先との協力関係の維持・強化が必要であると考

えています。航空事業を中核とする当社グループは、円滑

な事業の継続、業務提携や営業上の関係強化による収益

拡大等の視点から、中長期的な企業価値の向上に資する

と判断した場合に、政策的に株式を保有することとしてい

ます。

　当社は、毎年、取締役会で個別の政策保有株式につい

て、政策保有の意義や保有に伴う便益やリスク等に関し

て総合的に検証を行っています。経済合理性を検証する

際は、各銘柄のTSR（株主総利回り）のチェックや、当該

銘柄への投資効果と当社グループの資本コストとの比較

等、定量的かつ多面的に評価を行います。その評価結果

が一定期間継続して低迷し、当社グループの持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上に資すると判断できない

場合は、縮減を図っていく方針です。

 　なお当社が保有する政策保有株式につきましては、総

合的な検証の結果、現時点では縮減の対象とすべき株式

はないと判断しています。

　また政策保有株式の議決権行使については、当該企業

の中長期的な企業価値向上や、当社グループの事業に与

える影響などを議案ごとに検証した上で、当該企業との

対話の結果などを踏まえて総合的に勘案し、適切に判断

します。

当期純利益

自己資本利益率（ROE）

総資産利益率（ROA）

営業利益率

安全性 顧客満足度左記のほか、　　　　　　　　　　　　に

ついて社内で目標を策定し、実績に基づい

て評価に反映しています。

企業価値を支える経営基盤  
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リスクマネジメント

安全で安定的な事業運営で「企業価値を守る」
経営に重大な影響を及ぼすリスクを把握・分析して適切に対応するとともに、リスクが顕在化した場合

にも影響を極小化し、再発を防ぐための仕組みをグループ全体で構築・運用しています。

リスクマネジメント推進体制  

リスクマネジメントに対する考え方  

主な取り組み  

　ANAグループにおけるリスクマネジメントに関する基本事項を規定した「ANAグループ・トータルリスクマネジメント規程」

に基づき、「グループESG経営推進会議」にて基本政策の立案・発議を行い、取締役会で決定された基本方針に則って業務を

遂行しています。各社・各部署においては、ESGプロモーションオフィサーが推進責任者として、ESGプロモーションリーダー

が牽引役として、リスクマネジメント体制を構築しております。ESGプロモーションリーダーはリスク管理を計画的に実施する

とともに、危機発生時には事務局と連携しながら迅速に対応にあたる役割を担っています。

予防の観点
　グループ各社において、自律的なリスクマネジメント（リ

スクの洗い出し、分析・評価、対策の検討・実施、結果のモ

ニタリング）の仕組みを構築しています。

　各組織で洗い出された重要なリスクについては、対策の進捗・

効果、達成レベルを確認・評価するとともに、グループ全体で取

り組むべきと判断された課題については、当社が対策を講じ、そ

の進捗を「グループESG経営推進会議」で確認しています。

BCP（事業継続計画）
　大規模災害などの発生時に、お客様・役職員等の安全を確

保し、経営や社会に対する影響を極小化し、事業を可能な限

り早期に常態に復旧させるための方針と手順を定めています。

情報セキュリティ
　当社では、グループ全体で情報セキュリティに関する規程

の整備および情報セキュリティ管理体制の構築を行い、日

常的に情報システムの機能向上や方針に沿ったセキュリ

ティ対策を講じています。

　また、ANAグループの事業において、個人情報はサービ

スを提供するにあたって欠かせないものであり、お客様から

お預かりした大切な資産と考えています。近年、個人情報や

プライバシーに関する法令が国内外で次々と制定されてお

り、当社でも2018年に欧州の一般 データ保護規則

（GDPR）、2020年に中国サイバーセキュリティ法（CCSL）

や米国カリフォルニア州消費者プライバシー法（CCPA）に

リスクが顕在化した後の危機対応
　正確な情報収集を行い、損害を極小化する対策を実施す

るとともに、原因を調査究明し、再発の防止を行います。

　危機発生時の対応全般については「Crisis Management 

Manual」に規定しており、特に航空機の運航に直接影響する

危機（事故・ハイジャックなど）への対応については、

「Emergency Response Manual」にて定めています。

台風対応その後
　ここ数年、大型台風や集中豪雨などの自然災害が頻繁に発生しており、公共交通機関として、常日頃からこうした災害の

発生を想定した準備や訓練を行うことの重要性がますます高まっています。

　2019年度では、2018年9月に発生した台風21号の影響により関西国際空港での運航が長期間停止となった事態を受

け、当時の災害対応の分析を行い、訓練プログラムを見直し、現場における災害対応力の強化に取り組みました。さらに

全国の空港における自社の設備を再点検し、浸水や停電に備えた施設の増強計画を策定しました。

　また、国土交通省が主導する、自然災害に強い空港づくりに向けたA2-BCP（Advanced 

Airport-Business Continuity Plan）ガイドライン策定にも積極的に参画し、空港管理者

等との連携強化に努めています。

　ANAグループでは、今後も危機事象に対するBCPの確立をさらに進めるとともに、引

き続き現場における対応力の向上と人財の育成に努めていきます。

新型コロナウイルス対応（社員感染予防策）
　ANAグループでは、中国・武漢市で新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し、交通機関停止措置などが発生した2020

年1月下旬に、「Crisis Management Manual」および「Emergency Response Manual」に基づき、グループ内での対

応体制を構築しました。医師が感染の疑いがあると判断した社員を速やかに把握し、保健所などの指示に先んじて当該社

員や濃厚接触の可能性のある社員を自宅待機させる措置をとるなど、感染拡大防止に努めました。

　このほか、社員の感染防止策として、以下の対策を行いました。

　1月以降、感染拡大防止に対応してきた経験を踏まえ、今後も以下の対応をしていきます。

サイバーセキュリティ対策
　ANAは内閣サイバーセキュリティセンターが指定する国の重要インフラ事業者に位置付けられており、経済産業省が定

めたガイドラインに則って、入口対策、出口対策、ウイルス侵入対策を行い、その防御について24時間365日、監視してい

ます。ANAグループとしても、セキュリティ専門人材の育成を行うとともにCSIRT（セキュリティインシデントに対応する

ための専門チーム）を設置して、インシデント発生時には迅速な対応を図れるようにしています。

　また、サイバーセキュリティにはサイバー攻撃の早期警戒情報の活用が効果的であることから、航空会社や航空機メー

カー等で構成されるAviation-ISAC（Information Sharing and Analysis Center）や交通 ISAC等の情報共有組織に加

盟し、業種内外から情報を早期に取得し予防対策に活用しています。

　2019年秋には経団連より「取締役向けのサイバーリスクハンドブック」が発行されました。インシデントは必ず起こると

いう前提に立って対策に取り組む一方で、デジタル技術の活用は企業を成長させる重要な手段であることからバランス感

のある対策が望まれます。ANAグループでは、これからもサイバーセキュリティをグループ全体のリスク管理の課題と理解

して、取締役会も含めて対応していきます。

準拠する取り扱いを行うべく、プライバシーポリシーや社内

の関連規程の改定を行いました。

　社員一人ひとりに対しても、これらの法令に関する取り扱

いや情報システム利用におけるルールなど、情報資産の重

要性と厳正な取扱いについてeラーニングを実施している

ほか、職場において情報セキュリティに取り組む意義や意

識の向上を図っています。

安全保障輸出管理※

　ANAグループでは、航空機整備に必要な部品・薬剤・器

具などを海外の就航空港や整備工場に輸出しています。こ

の中には武器として転用される可能性がある技術を含むも

のもあることから、輸出する物品の管理を徹底しています。

　輸出者として直接輸出業務を行っている部署はもちろん、通

関業務などの輸出関連業務を行う部署に対して、年1回の監

査・教育を実施し、安全保障輸出管理体制を堅持しています。

※  安全保障輸出管理：外国為替及び外国貿易法（外為法）に規定されている日本国外に
対する輸出に関する規制全般を指します。

• 手洗いなど、個人での感染防止対策の徹底

• 感染拡大状況に応じたマスク・手袋などの着用指示

• 体調確認の徹底

• 最新の知見に基づく情報発信や資料の配布

•  緊急事態宣言における政府の方針を社員に徹底（一部、政府方針より厳しい制限を設定）

•  常に最新の情報を入手して社員に周知

•  今後、感染拡大状況には波があると想定されるため、厚生労働省が発表した「新しい生活様式」や経団連および定期航空協会のガ

イドラインを踏まえた、新しい業務スタイルや働き方を徹底

関西国際空港での訓練

企業価値を支える経営基盤  
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コンプライアンス

体制の整備・充実、組織への理念浸透で「企業価値を守る」
グループ全体で法的リスクを極小化し、企業価値の低下につながる事態の発生を予防する活動を 

推進しています。

コンプライアンス推進体制  

主な取り組み  

　事業活動に係る法令やその他の規範の遵守を促進するため、「ANAグループ・コンプライアンス規程」に基づき、コンプライ

アンス体制を構築しています。取締役会の諮問機関である「グループESG経営推進会議」のもと、各社・各部署においては、

ESGプロモーションオフィサーが推進責任者として、ESGプロモーションリーダーが牽引役として、ANAグループ全体のコン

プライアンスに対する意識の強化を図っています。

法令遵守に関する教育の実施 
　グループ役職員一人ひとりが各種法令に関する正しい知

識を身につけ、適切な判断に基づき行動することができる

よう各種教育を実施しています。契約実務、労務、航空運送

に関連する法令については、定期的にセミナーを開催し、業

務に必要な知識の向上を図っています。海外支店において

も、競争法や贈賄禁止法に関するセミナーを開催するなど、

海外で働くグループ役職員のリーガルマインドの醸成を行っ

ています。併せて、グループ各社や部門のニーズに応じて

テーマや内容を調整したオーダーメイド型のセミナーも随

時行っています。

情報発信
　コンプライアンス意識をグループ全体に浸透させるため、

法令改正情報、労務や契約の実務における留意点などを

テーマに取り上げ、メールマガジンやニュースレターを配信

しています。また、イントラネット上のコンプライアンス専

用ウェブサイトに各種法令・規則等のマニュアルやガイド

ラインを掲載し、グループ役職員がいつでも確認できる環

境を整えています。

ハラスメント防止への取り組み
　ハラスメントのない職場づくりを目指して、これまで以上

に取り組みを強化しています。具体的には、新たに「ハラス

メント防止に関する規則」を整備し、全グループ役職員に対

してeラーニングによるハラスメント教育を実施することで、

グループ全体がハラスメントを許さない、より働きやすい職

場環境になるよう努めています。

2019年度のセミナーの様子

ニュースレター

内部通報制度
　「ANAグループ・内部通報取扱規則」に基づき、社内およ

び社外（弁護士事務所）に通報窓口（ANAアラート）を設置

し、コンプライアンスにかかわる情報の把握および課題の

解決に努めています。この通報窓口は、派遣社員などを含

むANAグループの業務を担っている全役職員、退職者に加

えて取引先の役職員も利用可能で、相談者およびその関係

者のプライバシーが保護され、相談または事実関係の確認

に協力したことを理由に不利益な取り扱いが行われないこ

とが約束されています。これにより、社内のリスク情報を可

及的速やかに把握し、自浄作用を発揮することができます。

海外においても、内部通報制度の認知度を向上させるため

の取り組みを実施し、グローバルレベルでの法的リスクの

極小化にも注力しています。

ハラスメント教育資料

内部通報制度の案内ポスター

グループ各社におけるコンプライアンスに関する 
調査の実施
　年に1度、グループ各社においてコンプライアンスに関す

る調査を実施しています。各種法令の遵守状況に関するセ

ルフチェックを行い、各社およびグループ全体としての課題

を点検しています。調査の結果を確認した上で、必要に応じ

て各社のフォローアップを行い、課題解決につなげています。

グループ各社および海外支店との連携強化
　グループ全体のコンプライアンス体制の強化を目的とし

て、当社法務部門と各グループ会社、ANA海外支店との連

絡窓口を明確化し、双方向でコミュニケーションを取りやす

い体制を構築・運用しています。

ANAグループ税務ポリシー

　税務コーポレート・ガバナンスの強化や税金に対するグローバルな関

心の高まりに対応するため、2020年2月に「ANAグループ税務ポリシー」

を策定しました。

　本ポリシーでは、ANAグループの事業活動における税務の考え方として、

適切な申告・納税という社会的責務を通じて企業価値を守り各国の地域

社会の発展に寄与していくという「基本原則」を掲げ、グループ横断的かつ

全社的な税務ガバナンスを遂行することで関連法令等を遵守し、永続的

に適切な申告・納税を実施するという「目指すべき姿」を明示しています。

　また、①法令遵守、②公正な事業取引の実施、③人財育成、④税務マネ

ジメント、⑤外部知見の活用、⑥税務当局との関係の6項目について、社員

が従うべき行動指針を示し、社内研修などを通じて継続的にグループ社

員への周知啓発を図っていきます。

　本ポリシーを各ステークホルダーとも共有した上で、グループ社員が

遵守することによって、税務リスクを低減するとともに、永続的に適切な

申告・納税を目指します。

 詳細は当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.ana.co.jp/group/csr/ 
basic_approach/tax-policy/

税務ポリシーに掲げる 
6項目の行動指針

法令遵守1

人財育成3

外部知見の活用5

公正な事業取引の実施2

税務マネジメント4

税務当局との関係6

企業価値を支える経営基盤  
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ステークホルダーとの責任ある対話

ANAグループは、ステークホルダーの皆様とのかかわりを重視した企業活動を進めています。
皆様に安心をお届けし、信頼いただけるよう対話を重ねながら、
ご意見やご要望を企業活動に取り入れることで戦略の実効性を高めていきます。

 
第75回定時株主総会

ご来場株主数　585名　議決権行使率　62.8%

個人投資家向け説明会※

10回、計575名
（IRフェア含む）

決算説明会、スモールミーティング
（機関投資家・アナリスト向け）

6回

個人株主向け機体工場見学会※

10回、計614名
機関投資家、アナリストとの対話

225回
（国内127回／海外98回）

※ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、2020年1月～3月は中止しました。

株主・投資家 
との対話

環境関連の国際会議 
への参加

7回
（アメリカ、カナダ、スイス、 
マレーシア）

ESG投資家との 
海外での対話

6回
（イギリス）

人権団体との 
海外での対話

2回
（タイ）

人権関連の国際会議 
への参加

5回
（アメリカ、スイス、 
タイ、日本）

国際社会 
との対話

機内食製造にかかわる企業との意見交換

1回
（タイ）

ビジネス 
パートナー 
との対話

復興支援活動、ボランティア活動への参加 
（当社サステナビリティ推進部主催）

実施回数　17回
グループ社員参加人数　のべ423名

成田空港近隣の地域活性化に向けた 
会議への参加（ANA成田エアポートサービス）

62回
地域社会 
との対話

社外からの評価

ESGインデックスへの組み入れ

経営戦略 

品質 定時性 

•  Dow Jones Sustainability World Index

•  Dow Jones Sustainability Asia Pacific Index 

•  Sustainability Award Gold Class 2019

•  FTSE4Good Index

•  FTSE Blossom Japan Index

•  MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

•  経済産業省 日本健康会議 
健康経営優良法人～ホワイト500～ 
（ANA ホールディングス、ANAエアポートサービス、ANA 大阪空港）

•  厚生労働省 
イクメン企業アワード2019　 
両立支援部門  特別奨励賞（ANA）

•  厚生労働省 
子育てサポート企業 
「プラチナくるみん認定」（ANA、ANAエアサポートサービス）

•  DBJ 健康経営（ヘルスマネジメント）格付　 
最高ランク評価（ANAホールディングス、ANA）

•  2020 J-Win ダイバーシティ・アワード　 
アドバンス部門  大賞（ANA）

•  内閣府 
クールジャパン・マッチングアワード2019　 
「歌舞伎がテーマの機内安全ビデオ」 
グランプリ受賞（ANA）

•  2019年度グッドデザイン賞 
（ANAとトヨタ紡織が共同開発した、国内線普通席新シート P.55）

•  IAUD 国際デザイン賞2019　 
UXデザイン部門  金賞（ANA）

•  オリコン顧客満足度調査　 
企業研修 若手・中堅社員向け公開講座 講師 第1位 
（ANAビジネスソリューション）

•  SKYTRAX社（ANA） 
－「5スター」 8年連続受賞

•  CIRIUM社（ANA、2019年） 
アジア－パシフィック 主要航空会社 
－ネットワーク部門 第1位 
－メインライン部門 第1位 
全世界の主要航空会社 
－ネットワーク部門 第2位 
－メインライン部門 第2位

※  ANAホールディングス株式会社のMSCI指数への組入れ、およびMSCIロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、MSCIまたはその関連会社による 
ANAホールディングス株式会社へのスポンサーシップ、支持、宣伝を表すものではありません。 
MSCI指数はMSCIの独占的財産です。MSCI、MSCI指数の名称およびロゴはMSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

ANA役員によるタウンミーティングの実施

実施回数　949回
参加人数　のべ12,612名

従業員との 
対話

テーマ例   • 安全堅持　 

• SDGs　 

• 働き方改革 など

※

企業価値を支える経営基盤  
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11年間の財務サマリー
ANAホールディングス株式会社および連結子会社（注1） 

注：1. 2019年度末現在の連結子会社は62社、持分法適用子会社・関連会社は16社です。
 2 各年4月1日から翌年3月31日まで
 3. 米ドル表記は便宜上のものであり、2020年3月31日の1米ドル＝108.83円で換算しています。
 4. 事業上の関連性の高い航空会社に対する航空機燃料の売上取引については、2015年3月期より、売上高と売上原価を相殺して純額にて売上高を計上する方法に変更しています。
 5. 有価証券の取得による支出と売却による収入（3ヶ月超譲渡性預金の出入金）を除外した実質的なフリー・キャッシュ・フロー
 6. EBITDA（償却前営業利益）＝営業利益＋減価償却費
 7.  自己資本＝株主資本＋評価・換算差額等

8. 2017年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っています。2017年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しています。
9. 総資産事業利益率（ROA）＝（営業利益＋受取利息＋受取配当金）÷期中平均総資産

10. 自己資本利益率（ROE）＝親会社株主に帰属する当期純利益÷期中平均自己資本
11. デット・エクイティ・レシオ＝有利子負債÷自己資本
12. 総資産回転率＝売上高÷期中平均総資産
13. LCC収入には附帯収入を含みます。
※ 百万円以下の金額については切り捨てて表示しています。パーセント表示については四捨五入して算出しています。米ドル金額については切り捨てて表示しています。

百万円 千米ドル（注3）

（年度）（注2） 2019 2018 2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2019
会計年度
 売上高（注4） 1,974,216 2,058,312 1,971,799 1,765,259 1,791,187 1,713,457 1,601,013 1,483,581 1,411,504 1,357,653 1,228,353 18,140,365
 営業費用 1,913,410 1,893,293 1,807,283 1,619,720 1,654,724 1,621,916 1,535,027 1,379,754 1,314,482 1,289,845 1,282,600 17,581,641
 営業利益（損失） 60,806 165,019 164,516 145,539 136,463 91,541 65,986 103,827 97,022 67,808 (54,247) 558,724
 税金等調整前当期純利益（損失） 51,501 154,023 196,641 139,462 131,064 77,983 36,391 70,876 63,431 35,058 (95,593) 473,224
 親会社株主に帰属する当期純利益（損失） 27,655 110,777 143,887 98,827 78,169 39,239 18,886 43,140 28,178 23,305 (57,387) 254,111
 営業キャッシュ・フロー 130,169 296,148 316,014 237,084 263,878 206,879 200,124 173,196 214,406 203,889 82,991 1,196,076
 投資キャッシュ・フロー (230,218) (308,671) (324,494) (194,651) (74,443) (210,749) (64,915) (333,744) (166,323) (139,619) (251,893) (2,115,390)
 財務キャッシュ・フロー 23,869 (46,480) (29,989) 3,349 (133,257) (30,424) (85,569) 84,549 16,171 (10,596) 173,791 219,323
 フリー・キャッシュ・フロー (100,049) (12,523) (8,480) 42,433 189,435 (3,870) 135,209 (160,548) 48,083 64,270 (168,902) (919,314)
 実質フリー・キャッシュ・フロー（注5） (79,149) (18,028) 61,410 39,655 88,035 (22,350) 38,929 54,256 52,043 27,870 (123,902) (727,271)
 減価償却費 175,739 159,541 150,408 140,354 138,830 131,329 136,180 123,916 119,268 118,440 113,806 1,614,802 
 EBITDA（注6） 236,545 324,560 314,924 285,893 275,293 222,870 202,166 227,743 216,290 186,248 59,559 2,173,527
 設備投資額 351,361 375,864 304,707 254,425 281,416 274,702 183,739 162,752 196,881 211,698 209,937 3,228,530
会計年度末
 総資産 2,560,153 2,687,122 2,562,462 2,314,410 2,228,808 2,302,437 2,173,607 2,137,242 2,002,570 1,928,021 1,859,085 23,524,331
 有利子負債 842,862 788,649 798,393 729,877 703,886 819,831 834,768 897,134 963,657 938,819 941,691 7,744,757
 自己資本（注7） 1,061,028 1,099,413 988,661 919,157 789,896 798,280 746,070 766,737 549,014 520,254 473,552 9,749,407
1株当たり情報（円、米ドル）（注8）
 当期純利益（損失） 82.66 331.04 417.82 28.23 22.36 11.24 5.41 13.51 11.22 9.29 (24.67) 0.75
 純資産 3,171.80 3,285.46 2,954.47 262.44 225.87 228.45 213.82 218.41 218.24 207.35 188.93 29.14
 配当金 — 75.00 60.00 6.00 5.00 4.00 3.00 4.00 4.00 2.00 — —
 期中平均株式数（千株） 334,559 334,632 344,372 3,500,205 3,496,561 3,492,380 3,493,860 3,192,482 2,511,841 2,507,572 2,326,547
経営指標
 営業利益率（%） 3.1 8.0 8.3 8.2 7.6 5.3 4.1 7.0 6.9 5.0 (4.4)
 当期純利益率（%） 1.4 5.4 7.3 5.6 4.4 2.3 1.2 2.9 2.0 1.7 (4.7)
 総資産事業利益率（ROA）（%）（注9） 2.4 6.4 6.8 6.5 6.1 4.2 3.2 5.1 5.1 3.7 (2.8)
 自己資本利益率（ROE）（%）（注10） 2.6 10.6 15.1 11.6 9.8 5.1 2.5 6.6 5.3 4.7 (14.4)
 自己資本比率（%） 41.4 40.9 38.6 39.7 35.4 34.7 34.3 35.9 27.4 27.0 25.5
 デット・エクイティ・レシオ（倍）（注11） 0.8 0.7 0.8 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.8 1.8 2.0
 総資産回転率（倍）（注12） 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
 配当性向（%） — 22.7 14.4 21.3 22.4 35.6 55.5 29.6 35.7 21.5 —
 従業員数（人） 45,849 43,466 41,930 39,243 36,273 34,919 33,719 32,634 32,884 32,731 32,578
事業データ
 国際線旅客
  旅客収入 613,908 651,587 597,446 516,789 515,696 468,321 395,340 348,319 320,066 280,637 214,124 5,640,981
  座席キロ（百万キロ） 68,885 65,976 64,376 60,148 54,710 49,487 41,451 37,947 34,406 29,768 26,723
  旅客キロ（百万キロ） 50,219 50,776 49,132 45,602 40,635 35,639 30,613 28,545 25,351 22,430 20,220
  旅客数（千人） 9,416 10,093 9,740 9,119 8,167 7,208 6,336 6,276 5,883 5,168 4,666
  座席利用率（%） 72.9 77.0 76.3 75.8 74.3 72.0 73.9 75.2 73.7 75.3 75.7
  ユニットレベニュー（円） 8.9 9.9 9.3 8.6 9.4 9.5 9.5 9.2 9.3 9.4 8.0
  イールド（円） 12.2 12.8 12.2 11.3 12.7 13.1 12.9 12.2 12.6 12.5 10.6
 国内線旅客
  旅客収入 679,962 696,617 689,760 678,326 685,638 683,369 675,153 665,968 651,556 652,611 630,976 6,247,927
  座席キロ（百万キロ） 58,552 58,475 58,426 59,080 59,421 60,213 61,046 58,508 56,756 56,796 57,104
  旅客キロ（百万キロ） 39,502 40,704 40,271 38,990 38,470 38,582 37,861 36,333 34,589 35,983 35,397
  旅客数（千人） 42,916 44,325 44,150 42,967 42,664 43,203 42,668 41,089 39,020 40,574 39,894
  座席利用率（%） 67.5 69.6 68.9 66.0 64.7 64.1 62.0 62.1 60.9 63.4 62.0
  ユニットレベニュー（円） 11.6 11.9 11.8 11.5 11.5 11.3 11.1 11.4 11.5 11.5 11.0
  イールド（円） 17.2 17.1 17.1 17.4 17.8 17.7 17.8 18.3 18.8 18.1 17.8
 LCC旅客（注13）
  収入 81,953 93,611 87,555 — — — — — — — — 753,036
  座席キロ（百万キロ） 11,076 12,052 11,832 — — — — — — — —
  旅客キロ（百万キロ） 9,202 10,394 10,212 — — — — — — — —
  旅客数（千人） 7,288 8,153 7,797 — — — — — — — —
  座席利用率（%） 83.1 86.2 86.3 — — — — — — — —
  ユニットレベニュー（円） 7.4 7.8 7.4 — — — — — — — —
  イールド（円） 8.9 9.0 8.6 — — — — — — — —
 国際線貨物
  貨物収入 102,697 125,015 118,002 93,301 113,309 124,772 104,736 86,589 87,978 86,057 55,750 943,646
  貨物輸送重量（トン） 866,821 913,915 994,593 954,027 810,628 841,765 710,610 621,487 570,684 557,445 422,449
 国内線貨物
  貨物収入 25,533 27,454 30,710 30,860 31,740 32,584 32,116 32,231 33,248 32,413 31,829 234,613
  貨物輸送重量（トン） 373,176 393,773 436,790 451,266 466,979 475,462 477,081 463,473 467,348 453,606 458,732
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財務分析

経営環境
経済一般情勢
　当期（2019年4月1日～2020年3月31日）のわが国経済は、

企業収益が高水準で推移し個人消費の持ち直しがみられる

など、景気は緩やかに回復していましたが、年度末にかけて

新型コロナウイルス感染症の影響で急速に悪化し、極めて厳

しい状況になりました。

　今後の見通しについては、感染症の拡大に伴い、企業収益の

低下による雇用・所得環境の悪化、個人消費の低迷など、世界

経済をさらに下振れさせるリスクを注視する必要があります。

原油市況
　当期のドバイ原油価格は、OPECやロシアなど非加盟の主

要産油国が増産を見送る中、上期を中心に概ね60米ドル／

バレル前後の水準で推移していましたが、期末にかけて新型

コロナウイルスの感染拡大による世界的な景気減退が懸念さ

れ、市況が急落しました。その結果、当期平均価格は60.5米

ドル／バレル、当期末は33.7米ドル／バレルとなりました。

　また、シンガポールケロシン価格も原油価格に連動して推

移し、当期平均価格は72.4米ドル／バレル、当期末で31.1米

ドル／バレルとなりました。

為替相場
　当期のドル円為替相場は、貿易摩擦の激化による世界経済

への影響が懸念されたことなどにより、上期は円高基調とな

りました。期末にかけても、感染症の拡大に伴ってリスク回

避の動きが強まり、円高基調が継続しました。当期平均の為

替相場は108.7円／米ドル、当期末時点では108.8円／米ド

ルとなりました。

航空需要動向
　2019年における国際航空運送協会（IATA）加盟の航空会

社の国際線定期航空輸送旅客数は前年比4.4%増の18.9億

人、国内線定期航空輸送旅客数は同3.4%増の26.5億人とな

りました。また、世界の定期航空貨物の輸送量は同2.4%減

となりました（IATA World Air Transport Statistics, 2020）。

　日本における当期の国内線定期航空輸送の旅客数は、「幹

線」※が前期比2.2%減の4,249万人、「ローカル線」※は同

1.8%減の5,938万人となり、全体で同2.0%減の1億187万

人となりました。また、貨物重量は同5.6%減の77万トンと

なりました。本邦企業の国際線航空輸送の旅客数は、同

8.4%減の2,143万人となり、貨物重量は同0.9%増の145万

トンとなりました（国土交通省「航空輸送統計」）。
 
※  「幹線」とは、新千歳、東京（羽田）、東京（成田）、大阪（伊丹）、関西、福岡、沖縄（那覇）の
各空港を相互に結ぶ路線をいい、「ローカル線」とは、これ以外の各路線をいう。

2019年度（当期）の業績
ANAグループの概況
　ANAグループは、ANAホールディングス（株）を持株会社

とし、全日本空輸（株）を含む子会社128社、関連会社45社

（連結対象範囲は連結子会社62社、持分法適用子会社・関連

会社16社）により構成されています。グループ従業員数は、前

期末から2,383人増加して45,849人となりました（いずれも

当期末現在）。

　当期は、2018年2月1日に開示した「2018～2022年度

ANAグループ中期経営戦略」で掲げた各種施策を遂行し、安

全と品質・サービスを追求するとともに、2020年の首都圏空

港発着枠の拡大に向けた人材・設備投資を進めましたが、第

4四半期において、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り航空需要が大幅に減退しました。

連結売上高・営業費用・営業利益
　当期は、主力の航空事業を中心に減収となったことから、

連結売上高は前期比840億円減（同4.1%減）の1兆9,742億

円となりました。

　急激な旅客需要の落ち込みに合わせて運航規模を抑制し

て費用の削減を図ったものの、売上高が大きく減少したこと

から、営業利益は前期比1,042億円減（同63.2%減）の608

億円となりました。

セグメント別の状況
　ANAグループでは、報告セグメントを「航空事業」「航空関

連事業」「旅行事業」「商社事業」に区分しています。

セグメント別実績
（百万円）

売上高 営業利益 EBITDA

（年度） 2019 2018 増減 2019 2018 増減 2019 2018 増減

航空事業 ¥1,737,737 ¥1,814,417 ¥(76,680) ¥49,550 ¥160,556 ¥(111,006) ¥217,846 ¥313,504 ¥(95,658)

航空関連事業 299,433 291,051 8,382 18,144 13,178 4,966 23,467 17,674 5,793 

旅行事業 143,996 150,746 (6,750) 1,393 606 787 1,946 1,113 833 

商社事業 144,750 150,679 (5,929) 2,909 3,706 (797) 4,214 5,060 (846)

その他 44,223 40,958 3,265 3,526 2,275 1,251 3,788 2,511 1,277 

調整額 (395,923) (389,539) (6,384) (14,716) (15,302) 586 (14,716) (15,302) 586 

合計（連結） ¥1,974,216 ¥2,058,312 ¥(84,096) ¥60,806 ¥165,019 ¥(104,213) ¥236,545 ¥324,560 ¥(88,015)

注： 1 . 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれてない事業セグメントであり、施設管理、ビジネスサポートほかの事業を含んでいます。
 2. セグメント利益の調整額は、セグメント間取引の消去、及び全社費用（グループ管理費用）などです。
 3. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
 4. EBITDA（償却前営業利益）＝営業利益+減価償却費

世界の航空旅客輸送の推移
旅客キロ（10億キロ）

（左軸）■合計　 
（右軸） アジア・太平洋　 欧州　 北米　 中東　 ラテン・アメリカ　 アフリカ

出典：国際航空運送協会（IATA）（2020年）
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財務分析

【航空事業】
2019年度 営業利益増減要因（2018年度差）

　航空事業における売上高は、米中貿易摩擦に起因する世

界経済の冷え込みなどにより、国際線貨物の需要が低迷した

ものの、堅調な国内線旅客需要や国際線ネットワークの拡大

などにより、第3四半期までの業績は堅調に推移しました。第

4四半期は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う世界各国

の入国制限措置や国内の外出自粛などの影響により国内外

の移動需要が急激に減退し、当期の航空事業の売上高は前

期比766億円減（同4.2%減）の1兆7,377億円となりました。

航空需要の減退に対して、国際線・国内線ともに運休・減便

を実施し、燃油費・空港使用料などを抑制したものの、安全・

品質サービスのさらなる向上や首都圏空港の発着枠拡大へ

の対応により、機材費・整備費などが増加したことから、営業

利益は前期比1,110億円減（同69.1%減）の495億円となり

ました。

　事業別の業績概要は次の通りです。

ANA国際線旅客事業
　新規路線の開設やハワイ線への超大型機の投入などによ

り需要を取り込んだものの、1月末より中国線で顕在化した

新型コロナウイルスによる需要減退は、その後アジア線、北

米線、欧州線、ハワイ線に拡がったため、旅客数・収入ともに

前期を下回りました。

　路線ネットワークでは、新規都市への就航を積極的に推進し、

9月から成田ーパース線（オーストラリア西部）、10月から成田ー

チェンナイ線（インド南部）、2020年3月から成田ーウラジオス

トク線（ロシア東部）を開設しました。また、5月より成田ーホノ

ルル線に世界最大の旅客機であるエアバスA380型機

「FLYING HONU」を投入しました。一方で、新型コロナウイル

スの影響による需要減退を受け、2月より需給調整を行い、3月

末までに71路線・2,814便を対象に運休・減便を実施しました。

　営業・サービス面では、ボーイング777-300ER型機を対

象としてファーストクラス、ビジネスクラスに約10年ぶりとな

る新シートを導入し、8月から羽田ーロンドン線、11月から

羽田ーニューヨーク線、成田ーニューヨーク線、2020年2月

から羽田ーフランクフルト線に投入しました。ビジネスクラ

スの新シート「THE Room」では、ANA初のドア付き個室型

ワイドシートに加え、世界初となる4K対応のパーソナルモニ

ターを導入するなど、最上級のくつろぎ空間を実現しました。

　また、成長著しいアジア・オセアニア地域のネットワーク強

化、プレゼンス向上を目的として、1月末にシンガポール航空

との戦略的包括提携契約を締結しました。今後一層提携関

係を深化させ、アジア・オセアニア地域におけるお客様の利便

性の向上ならびに競争力の強化に取り組んでいきます。

　以上の結果、当期の輸送実績は、座席キロが前期比4.4%

増、旅客キロが同1.1%減となり、座席利用率は同4.1ポイン

ト減少の72.9%となりました。旅客数は同6.7%減の941万

人、単価は同1.0%増の65,196円となり、売上高は同5.8%

減の6,139億円となりました。

ANA国際線旅客事業の実績

（年度） 2019 2018 前期比（%）

座席キロ（百万） 68,885 65,976 +4.4

旅客キロ（百万） 50,219 50,776 △1.1

旅客数（千人） 9,416 10,093 △6.7

座席利用率（%） 72.9 77.0 △4.1※

旅客収入（億円） 6,139 6,515 △5.8

ユニットレベニュー（円） 8.9 9.9 △9.8

イールド（円） 12.2 12.8 △4.7

旅客単価（円） 65,196 64,556 +1.0

※座席利用率は前期差

（億円）

（左軸）■旅客収入　（右軸） 座席キロ　 旅客キロ　 イールド
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（年度）

ANA国内線旅客事業の実績

（年度） 2019 2018 前期比（%）

座席キロ（百万） 58,552 58,475 +0.1

旅客キロ（百万） 39,502 40,704 △3.0

旅客数（千人） 42,916 44,325 △3.2

座席利用率（%） 67.5 69.6 △2.1※

旅客収入（億円） 6,799 6,966 △2.4

ユニットレベニュー（円） 11.6 11.9 △2.5

イールド（円） 17.2 17.1 +0.6

旅客単価（円） 15,844 15,716 +0.8

※座席利用率は前期差

ANA国内線旅客事業
　好調なビジネス需要と訪日旅客の国内移動に加え、ゴール

デンウィーク10連休の旺盛な需要を取り込むとともに、各種

割引運賃を需要に応じて設定したことなどにより、第3四半

期までは好調に推移したものの、2月末からは新型コロナウ

イルスの影響で需要が大幅に減退し、旅客数・収入ともに前

期を下回りました。

　路線ネットワークでは、5月から成田ー中部線、10月から

中部ー熊本線を増便したほか、路線便数の最適化や投入機

種の柔軟な調整を推進し、ネットワークの効率化を図りまし

た。また、新型コロナウイルスの感染拡大による需要の減退

局面において、公共交通機関としてネットワークの維持に努

めながらも、3月より運航便数の調整を開始し、合計42路線・

2,674便の運休・減便を行いました。

　営業・サービス面では、搭乗の355日前から購入可能な割

引運賃を設定するなど、ゴールデンウィーク期間や夏休み期

間を含め早期から需要の取り込みを図ったほか、11月より

ボーイング777-200型機を対象に、電動リクライニングによ

り快適性と機能性が向上したプレミアムクラスの新シートや、

タッチパネル式パーソナルモニターを装着した普通席を順次

導入しました。また、那覇空港では9月に日本を代表する建築

家である隈研吾氏監修のもと「ANA LOUNGE」をリニュー

アルし、11月には出発カウンターのレイアウト変更や自動手

荷物預け機「ANA Baggage Drop」を国内4空港目として導

入するなど、サービス品質のさらなる向上に努めました。

　以上の結果、当期の輸送実績は、座席キロが前期比0.1%

増、旅客キロが同3.0%減となり、座席利用率は同2.1ポイン

ト減の67.5%となりました。旅客数は同3.2%減の4,291万

人、単価は0.8%増の15,844円となり、売上高は同2.4%減

の6,799億円となりました。

2019年度
営業利益

燃油費
燃料税

生産連動

収入連動

その他

ANA
その他

売上減 △766 減益△1,110

費用増＋343

ANA
貨物郵便

ANA
国内旅客

ANA
国際旅客

2018年度
営業利益

空港使用料、機材費、
人件費、外部委託費等

販売手数料、
広告宣伝費、
機内サービス費、
地上サービス費等

機材以外の
減価償却費、
整備費等

受託整備・ハンドリング、
マイル・カード収入等

495

△192＋270

△2
＋267

＋139

LCC

△116
△246

△376

1,605

18/4

△166

（億円） 2019 2018 増減 前期比（%）

売上高 17,377 18,144 △ 766 △ 4.2

営業費用 16,881 16,538 +343 +2.1

営業利益 495 1,605 △ 1,110 △ 69.1

（億円）

※ 座席キロ、旅客キロ、イールドは2015年度を100とした指数

（億円）

（左軸）■旅客収入　（右軸） 座席キロ　 旅客キロ　 イールド
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ANA貨物郵便事業の実績

（年度） 2019 2018 前期比（%）

貨物郵便収入（億円） 1,361 1,607 △15.3

国際線 有効貨物トンキロ（百万） 7,354 7,122 +3.2

有償貨物トンキロ（百万） 4,222 4,318 △2.2

貨物輸送重量（千トン） 866 913 △5.2

貨物収入（億円） 1,026 1,250 △17.9

貨物重量単価（円／ kg） 118 137 △13.4

郵便収入（億円） 47 51 △6.6

国内線 有効貨物トンキロ（百万） 1,705 1,720 △0.9

有償貨物トンキロ（百万） 387 408 △5.2

貨物輸送重量（千トン） 373 393 △5.2

貨物収入（億円） 255 274 △7.0

貨物重量単価（円／ kg） 68 70 △1.9

郵便収入（億円） 31 32 △2.9

LCC事業
　LCC事業では、香港や韓国における地政学リスクの影響

のほか、年度末にかけて新型コロナウイルスの感染拡大によ

り需要が大幅に減退したため、旅客数・収入ともに前期を下

回りました。なお、当期においては、10月にバニラ・エア（株）

の運航が終了し、Peach・Aviation（株）との事業統合が完了

しました。

　路線ネットワークでは、バニラ・エア（株）の10路線を移管

したほか、2020年3月に成田ー鹿児島線、成田ー長崎線を開

設しました。一方で、新型コロナウイルス拡大の影響に伴い、

2月以降は国際線・国内線合わせて23路線・2,088便を対象

に運休・減便を実施しました。

　営業面では、2社の統合を記念して「“空飛ぶ電車”Peach

セール」を全40路線で実施し、販売促進に努めました。

　以上の結果、当期の輸送実績は座席キロが前期比8.1%減、

旅客キロが同11.5%減となり、座席利用率は同3.2ポイント

減の83.1%となりました。旅客数は同10.6%減の728万人、

単価は同2.1%減の11,244円となり、売上高は同12.5%減

の819億円となりました。

LCC事業の実績（Peach・Aviation（株）、バニラ・エア（株）合計）

（年度） 2019 2018 前期比（%）

座席キロ（百万） 11,076 12,052 △8.1

旅客キロ（百万） 9,202 10,394 △11.5

旅客数（千人） 7,288 8,153 △10.6

座席利用率（%） 83.1 86.2 △3.2※1

売上高（億円）※2 819 936 △12.5

ユニットレベニュー（円） 7.4 7.8 △4.7

イールド（円） 8.9 9.0 △1.1

旅客単価（円） 11,244 11,482 △2.1

※1  座席利用率は前期差
※2  売上高に附帯収入を含む

ANA貨物郵便事業
　国際線貨物事業は、米中貿易摩擦などによる世界経済の減

速を受け、日本発・海外発貨物ともに需要は低位に推移した

ことに加え、2月より新型コロナウイルス拡大の影響で多数の

減便が生じたため、貨物輸送重量は前期比5.2%減の86万

トン、売上高は同17.9%減の1,026億円となりました。一方、

路線ネットワークでは、7月から成田ー上海（浦東）線、10月

から成田ーシカゴ線へ大型貨物機ボーイング 777F型機を

導入し、需要が堅調な半導体製造装置をはじめとする大型特

殊貨物の需要を取り込んだほか、第4四半期には新型コロナ

ウイルス発生に伴う緊急物資輸送などの対応に努めた結果、

有効貨物トンキロは前期比3.2%増、有償貨物トンキロは同

2.2%減となりました。

　国内線貨物事業では、花卉需要が高まる期間に沖縄ー

羽田線の貨物臨時便を設定するなど増収に努めましたが、航

空貨物需要全体が年度を通して軟調に推移したことや、新型

コロナウイルスの感染拡大に伴う運休・減便の影響により、当

期の有効貨物トンキロは前期比0.9%減、有償貨物トンキロ

は同5.2%減となりました。貨物輸送重量は同5.2%減の37

万トン、売上高は同7.0%減の255億円となりました。

　国際線、国内線における郵便事業の売上高は、それぞれ前

期比6.6%減の47億円、同2.9%減の31億円となりました。

　以上の結果、貨物郵便事業の売上高は、前期比15.3%減

の1,361億円となりました。

その他事業
　航空事業におけるその他の収入は、前期比6.6%増の

2,257億円となりました。なお、航空事業におけるその他収

入には、マイレージ附帯収入、機内販売収入、整備受託収入

などが含まれています。

【営業費用】
　航空事業における営業費用は、前期比343億円増（同

2.1%増）の1兆6,881億円となりました。費用別の実績、およ

び前期からの増減要因は次の通りです。

航空事業 売上高・営業費用
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

売上高 ¥1,737,737 ¥1,814,417 ¥ (76,680)

　国際線　旅客収入 613,908 651,587 (37,679)

　　　　　貨物収入 102,697 125,015 (22,318)

　　　　　郵便収入 4,764 5,100 (336)

　国内線　旅客収入 679,962 696,617 (16,655)

　　　　　貨物収入 25,533 27,454 (1,921)

　　　　　郵便収入 3,136 3,230 (94)

　LCC収入 81,953 93,611 (11,658)

　その他収入 225,784 211,803 13,981 

営業費用 1,688,187 1,653,861 34,326 

　燃油費及び燃料税 314,486 333,709 (19,223)

　空港使用料 120,173 121,606 (1,433)

　航空機材賃借費 130,614 123,419 7,195 

　減価償却費 168,296 152,948 15,348 

　整備部品・外注費 177,330 157,058 20,272 

　人件費 201,651 207,801 (6,150)

　販売費 105,192 107,810 (2,618)

　外部委託費 256,618 239,630 16,988 

　その他 213,827 209,880 3,947 

営業利益 ¥   49,550 ¥  160,556 ¥(111,006)

〈燃油費及び航空機燃料税〉
　燃油費及び航空機燃料税は、前期比192億円減（同5.8%

減）の3,144億円となり、航空事業における営業費用全体に

占める割合は、前期の20.2%から18.6%となりました。前期

からの減少額192億円の内訳として、ANA単価要因（ヘッジ

効果を含む）で約190億円の減少、ANA数量要因で約30億

円の増加、LCCで約30億円の減少となっています。

　国際線の生産量拡大に伴い燃油消費量は増加しています

が、ANAグループでは、省燃費機材を積極的に導入している

ほか、効率的な運航方式の採用などによる燃料節減に取り組

み、消費量の抑制に努めています。なお、当期においても航空

機燃料税の軽減措置が前期までと同様に継続されました。

〈空港使用料〉
　運航回数は、国内線旅客機が前期比0.7%増、国際線旅客

機が同1.7%減、フレイターが同13.3%減となりました（Peach 

Aviationならびにバニラエア運航便を除く）。新型コロナウィ

ルスの感染拡大に伴う運休・減便などの影響もあり、空港使用

料は前期比14億円減（同1.2%減）の1,201億円となりました。

〈航空機材賃借費〉
　航空機材賃借費は、国際線貨物事業においてエアライン

チャーターの活用を進めたことなどにより、前期比71億円増

（同5.8%増）の1,306億円となりました。

〈減価償却費〉
　減価償却費は、前期比153億円増（同10.0%増）の1,682

億円となりました。当期においてボーイング777F型機やエ

アバスA380型機など、自社保有の新機材を導入したことが

主な要因です。

〈整備部品・外注費〉
　整備部品・外注費は、前期比202億円増（同12.9%増）の

1,773億円となりました。ロールス・ロイス社製エンジンの点

検・整備に起因した整備機会の増加などにより、前期を上回

りました。

〈人件費〉
　人件費は、業績連動型の一時金が減少したことなどにより、

前期比61億円減（同3.0%減）の2,016億円となりました。

〈販売費〉
　販売費は、前期比26億円減（同2.4%減）の1,051億円とな

りました。新型コロナウイルス感染拡大に伴う旅客需要の減

退が影響しました。

〈外部委託費〉
　外部委託費は、前期比169億円増（同7.1%増）の2,566億

円となりました。2020年の首都圏空港発着枠の拡大に向け

た先行準備などに伴い、委託業務が増加しました。

〈その他の費用〉
　その他の費用は、前期比39億円増（同1.9%増）の2,138億

円となりました。機内サービスに係る費用などが増加したこ

とが主な要因です。

国際線貨物事業の実績

※ 有効貨物トンキロ、有償貨物トンキロ、重量当たり単価は2015年度を100とした指数
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財務分析

【航空関連事業】
　関西国際空港、中部国際空港における旅客の搭乗受付や手

荷物搭載などの空港地上支援業務の受託が増加したことや、

沖縄にて本格的な事業展開を開始した航空機整備のMRO 

Japan（株）が、当期より新たに連結子会社として加わったこと

などにより、当期の売上高は前期比83億円増（同2.9%増）の

2,994億円、営業利益は同49億円増（同37.7%増）の181億円

となりました。

航空関連事業 売上高・営業費用
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

売上高 ¥299,433 ¥291,051 ¥8,382

営業費用 281,289 277,873 3,416

営業利益 ¥ 18,144 ¥ 13,178 ¥4,966

【旅行事業】
　国内旅行において、店頭販売を中心とする「ANAスカイホ

リデー」の取扱高が通期で減少したものの、国内旅行、海外

旅行ともにインターネット販売商品の集客が好調だったほか、

ゴールデンウィーク10連休の需要を取り込んだことなどによ

り、第3四半期までは堅調に推移しましたが、1月末より新型

コロナウイルス感染拡大の影響を受けたことで、売上高は前

期を下回りました。一方、システム費用が減少したことなど

により、営業利益は前期を上回りました。

　以上の結果、旅行事業における当期の売上高は、前期比

67億円減（同4.5%減）の1,439億円、営業利益は同7億円増

（同129.9%増）の13億円となりました。

旅行事業 売上高・営業費用
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

売上高 ¥143,996 ¥150,746 ¥(6,750)

　国内パッケージ商品収入 112,711 119,362 (6,651)

　国際パッケージ商品収入 20,925 20,979 (54)

　その他収入 10,360 10,405 (45)

営業費用 142,603 150,140 (7,537)

営業利益 ¥  1,393 ¥    606 ¥   787

【商社事業】
　航空・電子部門において、航空機部品などの取扱高が増加

したものの、食品部門でナッツ類などの取扱高が減少したほか、

リテール部門で、第4四半期において、空港免税店「ANA 

DUTY FREE SHOP」や空港物販店「ANA FESTA」の取扱高

が減少したことなどにより、売上高は前期を下回りました。

　以上の結果、商社事業における当期の売上高は、前期比

59億円減（同3.9%減）の1,447億円、営業利益は同7億円減

（同21.5%減）の29億円となりました。

商社事業 売上高・営業費用
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

売上高 ¥144,750 ¥150,679 ¥(5,929)

営業費用 141,841 146,973 (5,132)

営業利益 ¥  2,909 ¥  3,706 ¥  (797)

【その他】
　不動産関連事業ではサブリース取扱高が増加し、保有物件

の売却を行ったほか、建築設備事業において羽田空港ター

ミナルの設備改修や建築工事関連の収入が増加した結果、

当期のその他の売上高は前期比32億円増（同8.0%増）の

442億円、営業利益は同12億円増（同55.0%増）の35億円と

なりました。

その他 売上高・営業費用
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

売上高 ¥44,223 ¥40,958 ¥3,265

営業費用 40,697 38,683 2,014

営業利益 ¥ 3,526 ¥ 2,275 ¥1,251

営業外損益・特別損益
　当期の営業外損益・特別損益は、93億円の損失となりまし

た。航空機の受領遅延やエンジンの不具合に対する補償金を

計上した一方、Peach・Aviation（株）に係るのれんの減損を

行ったことなどが影響しています。

営業外損益・特別損益
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

受取利息及び配当金 ¥ 3,031 ¥  2,926 ¥ 105 

支払利息 (6,291) (6,995) 704 

為替差益 473 — 473 

為替差損 — (1,761) 1,761 

資産売却益 6,746 2,554 4,192 

資産の売却損及び除却損 (7,435) (11,758) 4,323 

減損損失 (25,159) (1,997) (23,162)

持分法による投資利益 1,210 1,559 (349)

投資有価証券売却益 1,122 — 1,122 

投資有価証券評価損 (853) — (853)

補償金 17,897 6,810 11,087 

独禁法関連費用 — (6,423) 6,423 

関係会社株式売却損 (7) (343) 336 

固定資産受贈益 3,553 2,512 1,041 

その他の収益 (3,592) 1,920 (5,512)

合計 ¥ (9,305) ¥(10,996) ¥ 1,691 

親会社株主に帰属する当期純利益
　以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前期比1,025億

円減（同66.6%減）の515億円となりました。法人税、住民税

及び事業税の差引、その他調整後の親会社株主に帰属する

当期純利益は前期比831億円減（同75.0%減）の276億円と

なり、1株当たり当期純利益は前期の331.04円から82.66円

となりました。

　包括利益については、親会社株主に帰属する当期純利益

が減少したことなどから、前期から1,563億円減少し、147億

円の損失となりました。

キャッシュ・フロー
基本的な考え方
　ANAグループにおける資金マネジメントの基本方針は、財

務の健全性を維持しながら、中・長期的な競争力強化のため

の投資を継続的かつ戦略的に行うことです。

　設備投資については、通常、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（リース元本償還額含む）の範囲内とすることでフリー・

キャッシュ・フローを創出し、有利子負債残高と自己資本のバ

ランスを維持しています。

　資金調達の手段としては、借入や社債発行を基本としてお

り、有事においても事業運営資金を安定して確保するために、

国内主要取引金融機関と合計1,536億円（2020年3月31日

現在）のコミットメントライン契約を締結しています（当期末

においては全額未実行）。

　なお、主要な設備である航空機などへの投資に対しては、

（株）国際協力銀行による製品輸入保証制度を活用しています。

当期の状況
　当期の営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によ

るキャッシュ・フローを合算したフリー・キャッシュ・フロー

は1,000億円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは

238億円の収入となりました。その結果、当期末の現金及び

現金同等物の残高は期初に比べて759億円減少し、1,359億

円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー
　当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整

前当期純利益515億円に、減価償却費等非資金性項目の調

整を行った結果、前期から1,659億円減少して1,301億円の

収入となりました。

インタレスト・カバレッジ・レシオ※

（倍）

（年度） 2019 2018

インタレスト・カバレッジ・レシオ 20.4 41.3

※ インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー÷利息の支払額
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投資活動によるキャッシュ・フロー
　当期の投資活動によるキャッシュ・フローは、前期より784

億円減少し、2,302億円の支出となりました。主として航空機

受領時の支払いや予備部品の購入、今後導入予定の航空機

に対する前払いなどの有形固定資産や、ソフトウエア投資な

どの無形固定資産の取得による支出などによるものです。な

お、3ヶ月を超える定期・譲渡性預金の取得による支出と売

却による収入の合計は209億円の支出となり、この資金移動

を除いた実質的な投資活動によるキャッシュ・フローは、

2,093億円の支出となりました。

フリー・キャッシュ・フロー
　前述の通り、営業活動によるキャッシュ・フローが1,301億

円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが2,302億円の

支出となったため、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前

期より支出が875億円増加し、1,000億円の支出となりまし

た。なお、3ヶ月を超える定期・譲渡性預金の資金移動を除い

た実質フリー・キャッシュ・フローは、前期より611億円減少

して791億円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
　当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、前期より703

億円増加し、238億円の収入となりました。配当金の支払い

や借入金の返済などを行った一方で、社債の発行や借入など

の資金調達を行ったことによるものです。

財務分析

設備投資と機材調達
設備投資
　ANAグループでは、「選択と集中」の考え方に基づき、安全

性の向上に加え、競争力と収益性の強化を目的とした設備投

資を行っています。航空機、航空機予備部品の購入、航空機に

対する前払いなど航空機関連投資のほか、情報システムに関

連する投資が主な内容です。これらの結果、設備投資額は前

期比6.5%減の3,513億円となりました。

　セグメント別では、航空事業において前期比7.4%減の

3,434億円、航空関連事業において同237.3%増の62億円、

旅行事業において同7.1%増の2億円、商社事業において同

94.6%増の22億円、その他において同47.6%減の1億円とな

りました。

機材調達の基本的な考え方
　航空機は、10年以上の長期にわたって使用する非常に高

額な設備であり、路線・ネットワークに適合した機種選定と

最適な機種構成を追求することが、航空会社の経営にとって

極めて重要です。

　ANAグループの機材戦略は、「省燃費機材の導入によるコ

スト競争力の強化」「中・小型機比率の向上による需給適合

の推進」「機種統合による生産性の向上」という3つの基本方

針に基づいています。

　中・長期的な使用を前提とした戦略機材については購入・

自社保有することを基本とする一方、短期的な使用あるいは

生産調整的な機材についてはオペレーティング・リースを活

用しています。また、資金調達手段の多様化という観点から、

セル・アンド・リースバックを実施する場合もあり、常に最適

な経済条件による調達手段を追求しています。

2019年度（当期）の機材調達の実績
　前述の機材戦略のもと、当期末におけるANAグループの

機材数は、前期末から3機増加して307機となりました。

　当期にANAグループが導入した航空機は21機です。内訳

は、エアバスA380型機1機、ボーイング777-300型機6機、

ボーイング777F型機2機、ボーイング787-10型機1機、ボー

イング787-9型機5機、エアバスA320neo型機2機、エアバス

A320-200型機4機です。一方、ボーイング767-300型機5機、

ボーイング767-300F型機2機、エアバスA320-200型機7機、

ボーイング737-500型機4機の合計18機を売却およびリース

返却しました。

　機種別の機材数の増減については、下表の通りです。

当期における機材導入・退役等について 括弧内は前期末からの増減

機種 当期末機材数 保有機数 リース機数

エアバスA380-800型機 2 (+1) 2 (+1) 0

ボーイング777-300型機 35 (+6) 26 9 (+6)

ボーイング777-200型機 20 16 4

ボーイング777F型機（貨物専用機） 2 (+2) 2 (+2) 0

ボーイング787-10型機 2 (+1) 2 (+1) 0

ボーイング787-9型機 35 (+5) 29 (+3) 6 (+2)

ボーイング787-8型機 36 31 5

ボーイング767-300型機 24 (△5) 23 (+3) 1 (△8)

ボーイング767-300F型機（貨物専用機） 10 (△2) 7 (△2) 3

エアバスA321-200neo型機 11 0 11

エアバスA321-200型機 4 0 4

エアバスA320-200neo型機 11 (+2) 11 (+2) 0

エアバスA320-200型機 41 (△3) 0 (△5) 41 (+2)

ボーイング737-800型機 39 (△1) 24 (△1) 15

ボーイング737-700型機 8 (+1) 8 (+1) 0

ボーイング737-500型機 3 (△4) 3 (△4) 0

ボンバルディア DHC-8-400型機 24 24 0

合計 307 (+3) 208 (+1) 99 (+2)

エアバスA320-200型機に、Peach・Aviation（株）が使用している38機（すべてリース機）を含みます。 
上記とは別に、当期末時点でグループ外に19機を賃貸しています。（前期末19機）

2020年度の機材調達計画
　合計13機の導入を計画しています。内訳は、エアバスA380

型機1機、ボーイング787-9型機5機、エアバスA321neo型機

7機です。一方、退役については、ボーイング777-200型機 

1機、ボーイング767-300型機1機、ボーイング767-300F型

機1機、ボーイング737-700型機3機、ボーイング737-500型

機3機の合計9機を予定しています。

設備投資※と減価償却費

※ 設備投資は固定資産のみ

（億円）

■設備投資　■減価償却費
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財務分析

財政状態
資産
　当期末の総資産は、前期末から1,269億円減少し、2兆

5,601億円となりました。

　流動資産は、前期末から1,290億円減少し、5,711億円と

なりました。現金及び預金が前期末から411億円増加して

1,094億円、有価証券が同961億円減少して1,292億円とな

り、これらを合わせた手元流動性は、同550億円減少の

2,386億円となりました。

　固定資産は、前期末に比べ17億円増加し、1兆9,881億円

となりました。主な要因は、のれんの減損を行ったことなど

により無形固定資産が減少した一方で、航空機や建物及び

構築物が増加したことなどによるものです。

負債
　当期末の負債は、前期末から865億円減少し、1兆4,912

億円となりました。

　流動負債は、前期末から1,553億円減少し、5,305億円と

なりました。主な要因は発売未決済が減少したことです。

　固定負債は、前期末から688億円増加し、9,607億円とな

りました。

　リース債務を含む有利子負債は、借入金の返済などを進め

た一方で、前期を上回る700億円の社債の発行や借入を行っ

た結果、前期末から542億円増加し、8,428億円となり、デッ

ト・エクイティ・レシオは前期末から0.1ポイント増加して0.8

倍となりました。

有利子負債内訳
（百万円）

（年度） 2019 2018 増減

短期借入債務： ¥108,307 ¥112,987 ¥ (4,680)

　短期借入金 429 336 93

　 1年内返済予定の 
長期借入金 84,057 77,883 6,174

　1年内償還予定の社債 20,000 30,000 (10,000)

　リース債務 3,821 4,768 (947)

長期借入債務※： ¥734,555 ¥675,662 ¥ 58,893

　社債 165,000 115,000 50,000

　 転換社債型 
新株予約権付社債 140,000 140,000 —

　長期借入金 416,900 406,830 10,070

　リース債務 12,655 13,832 (1,177)

有利子負債合計 ¥842,862 ¥788,649 ¥ 54,213

※ 1年内返済予定の長期借入金および償還予定の社債を除く

純資産
　当期末の純資産は、前期末から404億円減少し、1兆688

億円となりました。

　親会社株主に帰属する当期純利益の計上により、当期末の

株主資本は20億円増加し、1兆686億円となりました。

　当期末のその他の包括利益累計額は、その他有価証券評

価差額金や繰延ヘッジ損益の減少などにより、前期末から

404億円減少し、△76億円となりました。

　以上の結果、当期末の自己資本は前期末から383億円減

少し1兆610億円となり、自己資本比率は同0.5ポイント増の

41.4%となりました。

　当期末における1株当たり純資産は、前期末の3,285.46円

から3,171.80円となりました。

格付の状況
　当社の発行するそれぞれの長期債に対しては、（株）日本格

付研究所（JCR）と（株）格付投資情報センター（R&I）に格付

を依頼しています。

　2020年3月31日現在の格付は以下の通りです。

JCR R&I

発行体格付 A A–

アウトルック 安定的 安定的

退職給付債務
　ANAグループは、確定給付型の制度として、確定給付企業

年金および退職一時金制度を設けています。また、確定給付

型の制度のほか、確定拠出型の制度を設けています。なお、

従業員の退職などに際して割増退職金を支払う場合があり

ます。

　一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度および

退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債および

退職給付費用を計算しています。

退職給付債務・費用に関する事項
（百万円）

（年度／年度末） 2019 2018

退職給付債務 ¥(225,286) ¥(223,723)

年金資産 62,717 65,990

未積立退職給付債務 (162,569) (157,733)

退職給付に係る負債 (163,384) (158,209)

退職給付に係る資産 815 476

連結貸借対照表に計上された 
負債と資産の純額 (162,569) (157,733)

確定給付制度に係る退職給付費用 15,537 15,474

主要な数理計算上の基礎

　割引率 0.1-1.2% 0.1-1.2%

　長期期待運用収益率 1.0-2.5% 1.0-2.5%

確定拠出制度への要拠出額 ¥   4,381 ¥   4,423

燃油および為替ヘッジについて
　ANAグループでは、利益の変動リスクを抑制するために、

燃油・為替市況の騰落による影響を軽減させる最適なヘッジ

取引を追求・実行しています。ANA国際線事業の拡大に伴い、

燃油特別付加運賃収入、外貨収入が増加傾向にあることを

踏まえて、費用の平準化にとどまらず、収支の安定化を目指

したヘッジ方針としています。

　燃油（ANAブランド）については、燃油特別付加運賃収入と

の関係を考慮した上で、対象期間の3年前からヘッジを行っ

ています。

　為替（当社、ANAブランド）については、燃油費としての米

ドル経常支出に対して支出時期の3年前から、また、航空機な

どの設備投資向け米ドル支出に対しては支出時期の5年前か

らヘッジを行っています。米ドル経常支出に対しては、外貨収

入および為替市況変動に連動する収入と外貨費用のバラン

スを踏まえ、不足する外貨について為替予約を行っています。

利益配分
利益配分に関する基本方針
　当社では、株主に対する利益還元を経営の重要課題と捉え

ています。

　財務基盤の健全性維持を前提として、将来の事業展開に

備えた航空機などへの成長投資の原資を確保しながら、株主

還元を充実させたいと考えています。今後も、フリー・キャッ

シュ・フローの水準に留意しながら、さらなる増配や自社株

買いについて、継続して検討していきます。

当期の配当について
　新型コロナウイルスによる当社グループの業績への影響は

甚大であり、現時点ではその収束時期は全く見通せない状況

にあります。このような未曽有の厳しい経営環境のもとでは、

手元流動性を確保することが喫緊の課題であることから、誠

に遺憾ながら当期の配当は見送らせていただくことといたし

ました。

（年度末）

有利子負債残高とデット・エクイティ・レシオ※

※ オフバランス・リース債務含まず

（億円） （倍）

（左軸）■有利子負債残高　（右軸） デット・エクイティ・レシオ
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連結財務諸表

連結貸借対照表

百万円

前連結会計年度
（2019年3月31日）

当連結会計年度
（2020年3月31日） 前年度差

金額 金額 増減

資産の部
流動資産

　現金及び預金 ¥ 68,301 ¥ 109,447 ¥ 41,146

　受取手形及び営業未収入金 180,667 98,845 (81,822)

　リース投資資産 26,491 22,823 (3,668)

　有価証券 225,360 129,200 (96,160)

　商品 13,707 13,490 (217)

　貯蔵品 48,423 53,822 5,399

　その他 137,738 144,073 6,335

　貸倒引当金 (457) (538) (81)

　流動資産合計 700,230 571,162 (129,068)

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物（純額） 97,262 127,983 30,721

　　航空機（純額） 1,062,626 1,157,585 94,959

　　機械装置及び運搬具（純額） 27,130 33,219 6,089

　　工具、器具及び備品（純額） 12,503 21,751 9,248

　　土地 54,270 53,886 (384)

　　リース資産（純額） 6,644 5,897 (747)

　　建設仮勘定 286,635 180,005 (106,630)

　　有形固定資産合計 1,547,070 1,580,326 33,256

　無形固定資産

　　のれん 51,132 24,461 (26,671)

　　その他 104,048 101,062 (2,986)

　　無形固定資産合計 155,180 125,523 (29,657)

　投資その他の資産

　　投資有価証券 159,184 145,664 (13,520)

　　長期貸付金 4,725 5,269 544

　　繰延税金資産 85,307 99,824 14,517

　　退職給付に係る資産 476 815 339

　　その他 36,141 32,799 (3,342)

　　貸倒引当金 (1,691) (2,029) (338)

　　投資その他の資産合計 284,142 282,342 (1,800)

　固定資産合計 1,986,392 1,988,191 1,799

繰延資産合計 500 800 300

資産合計 ¥2,687,122 ¥2,560,153 ¥(126,969)

百万円

前連結会計年度
（2019年3月31日）

当連結会計年度
（2020年3月31日） 前年度差

金額 金額 増減

負債の部
流動負債

　営業未払金 ¥ 223,685 ¥ 185,897 ¥ (37,788)

　短期借入金 336 429 93

　1年内返済予定の長期借入金 77,883 84,057 6,174

　1年内償還予定の社債 30,000 20,000 (10,000)

　リース債務 4,768 3,821 (947)

　未払法人税等 21,374 8,441 (12,933)

　発売未決済 218,950 111,827 (107,123)

　賞与引当金 41,580 21,158 (20,422)

　その他の引当金 — 5,958 5,958

　その他 67,357 88,958 21,601

　流動負債合計 685,933 530,546 (155,387)

固定負債

　社債 115,000 165,000 50,000

　転換社債型新株予約権付社債 140,000 140,000 —

　長期借入金 406,830 416,900 10,070

　リース債務 13,832 12,655 (1,177)

　繰延税金負債 110 112 2

　役員退職慰労引当金 881 959 78

　退職給付に係る負債 158,209 163,384 5,175

　その他の引当金 15,445 15,765 320

　資産除去債務 3,371 1,224 (2,147)

　その他 38,198 44,738 6,540

　固定負債合計 891,876 960,737 68,861

負債合計 1,577,809 1,491,283 (86,526)

純資産の部
株主資本

　資本金 318,789 318,789 —

　資本剰余金 258,448 258,470 22

　利益剰余金 548,439 550,839 2,400

　自己株式 (59,032) (59,435) (403)

　株主資本合計 1,066,644 1,068,663 2,019

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金 37,622 22,120 (15,502)

　繰延ヘッジ損益 10,636 (14,595) (25,231)

　為替換算調整勘定 2,873 2,668 (205)

　退職給付に係る調整累計額 (18,362) (17,828) 534

　その他の包括利益累計額合計 32,769 (7,635) (40,404)

非支配株主持分 9,900 7,842 (2,058)

純資産合計 1,109,313 1,068,870 (40,443)

負債純資産合計 ¥2,687,122 ¥2,560,153 ¥(126,969)
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連結損益計算書および連結包括利益計算書

百万円

前連結会計年度
 2018年4月1日～（ 2019年3月31日 ）

当連結会計年度
 2019年4月1日～（ 2020年3月31日  ） 前年度差

（連結損益計算書） 金額 金額 増減

売上高 ¥2,058,312 ¥1,974,216 ¥ (84,096)
売上原価 1,559,876 1,583,434 23,558
売上総利益 498,436 390,782 (107,654)
販売費及び一般管理費 333,417 329,976 (3,441)
営業利益 165,019 60,806 (104,213)
営業外収益
　受取利息 767 958 191
　受取配当金 2,159 2,073 (86)
　持分法による投資利益 1,559 1,210 (349)
　為替差益 — 473 473
　資産売却益 2,554 6,746 4,192
　固定資産受贈益 2,512 3,553 1,041
　その他 7,048 3,644 (3,404)
　営業外収益合計 16,599 18,657 2,058
営業外費用
　支払利息 6,995 6,291 (704)
　為替差損 1,761 — (1,761)
　資産売却損 641 302 (339)
　資産除却損 11,117 7,133 (3,984)
　その他 4,423 6,379 1,956
　営業外費用合計 24,937 20,105 (4,832)
経常利益 156,681 59,358 (97,323)
特別利益
　投資有価証券売却益 — 1,122 1,122
　補償金 6,810 17,897 11,087
　その他 3 235 232
　特別利益合計 6,813 19,254 12,441
特別損失
　投資有価証券評価損 — 853 853
　関係会社株式売却損 343 7 (336)
　減損損失 1,997 25,159 23,162
　独禁法関連費用 6,423 — (6,423)
　その他 708 1,092 384
　特別損失合計 9,471 27,111 17,640
税金等調整前当期純利益 154,023 51,501 (102,522)
法人税、住民税及び事業税 47,354 24,407 (22,947)
法人税等調整額 (5,168) 1,175 6,343
法人税等合計 42,186 25,582 (16,604)
当期純利益 111,837 25,919 (85,918)
非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に帰属する当期純損失（ ） 1,060 (1,736) (2,796)
親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 110,777 ¥ 27,655 ¥ (83,122)

（連結包括利益計算書）
当期純利益 ¥111,837 ¥ 25,919 ¥ (85,918)
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 13,115 (15,369) (28,484)
　繰延ヘッジ損益 14,115 (25,227) (39,342)
　為替換算調整勘定 (382) (221) 161
　退職給付に係る調整額 2,930 539 (2,391)
　持分法適用会社に対する持分相当額 15 (383) (398)
　その他の包括利益合計 29,793 (40,661) (70,454)
包括利益 ¥141,630 ¥(14,742) ¥(156,372)
　（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 140,613 (12,749) (153,362)
　非支配株主に係る包括利益 1,017 (1,993) (3,010)

連結株主資本等変動計算書

百万円
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 ¥318,789 ¥268,208 ¥457,746 ¥(59,015) ¥  985,728 

当期変動額
　剰余金の配当 (20,084) (20,084)

　親会社株主に帰属する当期純利益 110,777 110,777 

　自己株式の取得 (41) (41)

　自己株式の処分 24 24 

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 (9,760) (9,760)

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） —

当期変動額合計 — (9,760) 90,693 (17) 80,916 

当期末残高 ¥318,789 ¥258,448 ¥548,439 ¥(59,032) ¥1,066,644 

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ 
損益

為替換算 
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 ¥24,467 ¥ (3,471) ¥3,201 ¥(21,264) ¥  2,933 ¥11,891 ¥1,000,552 

当期変動額
　剰余金の配当 (20,084)

　親会社株主に帰属する当期純利益 110,777 

　自己株式の取得 (41)

　自己株式の処分 24 

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 (9,760)

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,155 14,107 (328) 2,902 29,836 (1,991) 27,845 

当期変動額合計 13,155 14,107 (328) 2,902 29,836 (1,991) 108,761 

当期末残高 ¥37,622 ¥10,636 ¥2,873 ¥(18,362) ¥32,769 ¥  9,900 ¥1,109,313 

百万円
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 ¥318,789 ¥258,448 ¥548,439 ¥(59,032) ¥1,066,644

当期変動額
　剰余金の配当 (25,105) (25,105)

　親会社株主に帰属する当期純利益 27,655 27,655

　自己株式の取得 (453) (453)

　自己株式の処分 50 50

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 22 22

　連結範囲の変動 (150) (150)

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） —

当期変動額合計 — 22 2,400 (403) 2,019

当期末残高 ¥318,789 ¥258,470 ¥550,839 ¥(59,435) ¥1,068,663

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ 
損益

為替換算 
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 ¥ 37,622 ¥ 10,636 ¥2,873 ¥(18,362) ¥ 32,769 ¥ 9,900 ¥1,109,313

当期変動額
　剰余金の配当 (25,105)

　親会社株主に帰属する当期純利益 27,655

　自己株式の取得 (453)

　自己株式の処分 50

　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 22

　連結範囲の変動 (150)

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） (15,502) (25,231) (205) 534 (40,404) (2,058) (42,462)

当期変動額合計 (15,502) (25,231) (205) 534 (40,404) (2,058) (40,443)

当期末残高 ¥ 22,120 ¥(14,595) ¥2,668 ¥(17,828) ¥ (7,635) ¥ 7,842 ¥1,068,870

前連結会計年度（2018年4月1日～2019年3月31日）

当連結会計年度（2019年4月1日～2020年3月31日）
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連結キャッシュ・フロー計算書

百万円

前連結会計年度
 2018年4月1日～（ 2019年3月31日 ）

当連結会計年度
 2019年4月1日～（ 2020年3月31日  ）

金額 金額

営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 ¥154,023 ¥51,501

 減価償却費 159,541 175,739

 減損損失 1,997 25,159

 のれん償却額 4,031 4,006

 固定資産売却損益（( )は益）及び除却損 9,204 689

 投資有価証券売却及び評価損益（( )は益） (149) (269)

 関係会社株式売却損益（( )は益） 343 7

 貸倒引当金の増減額（( )は減少） 51 419

 退職給付に係る負債の増減額（( )は減少） 4,801 5,503

 受取利息及び受取配当金 (2,926) (3,031)

 支払利息 6,995 6,291

 為替差損益（( )は益） (534) 273

 売上債権の増減額（( )は増加） (7,195) 82,312

 その他債権の増減額（( )は増加） (20,788) (9,284)

 仕入債務の増減額（( )は減少） 3,355 (38,045)

 発売未決済の増減額（( )は減少） 37,597 (107,123)

 その他 12,694 (14,510)

 小計 363,040 179,637

 利息及び配当金の受取額 3,447 3,831

 利息の支払額 (7,175) (6,371)

 法人税等の支払額 (63,164) (46,928)

 営業活動によるキャッシュ・フロー 296,148 130,169

投資活動によるキャッシュ・フロー
 定期預金の預入による支出 (45,811) (55,819)

 定期預金の払戻による収入 30,794 50,789

 有価証券の取得による支出 (176,060) (175,070)

 有価証券の償還による収入 196,582 159,200

 有形固定資産の取得による支出 (336,807) (317,604)

 有形固定資産の売却による収入 84,917 151,652

 無形固定資産の取得による支出 (39,057) (33,757)

 投資有価証券の取得による支出 (18,978) (8,339)

 投資有価証券の売却による収入 153 1,424

 その他 (4,404) (2,694)

 投資活動によるキャッシュ・フロー (308,671) (230,218)

財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額（( )は減少） 156 98

 長期借入れによる収入 69,710 96,684

 長期借入金の返済による支出 (87,903) (82,035)

 社債の発行による収入 19,876 69,586

 社債の償還による支出 (10,000) (30,000)

 リース債務の返済による支出 (5,602) (4,609)

 連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 (11,326) (96)

 自己株式の純増減額（( )は増加） (17) (405)

 配当金の支払額 (20,084) (25,105)

 その他 (1,290) (249)

財務活動によるキャッシュ・フロー (46,480) 23,869

現金及び現金同等物に係る換算差額 332 (274)

現金及び現金同等物の増減額（( )は減少） (58,671) (76,454)

現金及び現金同等物の期首残高 270,509 211,838

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物への影響額 — 553

現金及び現金同等物の期末残高 ¥211,838 ¥135,937

用語集

旅客事業関連 　　

座席キロ
（ASK: Available Seat-Kilometers）
旅客輸送容量の単位で、「生産量」を表す。   
総座席数×輸送距離（キロ）。

旅客キロ
（RPK: Revenue Passenger-Kilometers）
有償旅客が搭乗し、飛行した距離の合計。   
有償旅客数×輸送距離（キロ）。

座席利用率（Load Factor）
座席キロに占める旅客キロの割合で、座席占有率
（販売状況）を示す指標。 
旅客キロ÷座席キロ。

イールド （Yield）
旅客キロ当たりの収入。収入÷旅客キロ。

ユニットレベニュー
レベニューマネジメントのパフォーマンスを定量
的に測定する指標で、座席キロ当たりの収入単価
（収入÷座席キロ）。イールド（収入÷旅客キロ）×
座席利用率（旅客キロ÷座席キロ）によっても算
出される。

ユニットコスト
航空業界における単位当たりコストの指標。1座
席キロ当たりのコストとして算出される。

レベニューマネジメント
ネットワーク戦略と運賃戦略をベースとし、最適
な時期・価格で最適座席数を販売する「イールド
マネジメント」を行うことにより、搭乗旅客構成の
ベストミックスを達成して収入の最大化を実現す
るマネジメント手法のこと。

需給適合
需要の動向に応じて、路線毎の運航便数の増減
や投入機材サイズの調整など、生産量（座席キロ）
の調整を行うこと。

貨物事業関連

有効貨物トンキロ
（ATK: Available Ton-Kilometers）
貨物輸送容量の単位で、「生産量」を表す。   
総輸送容量（トン）×輸送距離（キロ）。

有償貨物トンキロ
（RTK: Revenue Ton-Kilometers）
各有償貨物を搭載し、飛行した距離の合計。   
有償貨物輸送重量（トン）×輸送距離（キロ）。

フレイター
貨物専用機。キャビンスペース（旅客が搭乗する
場所）の座席を取り払い、空洞状につくられた機
内にコンテナおよびパレットが搭載される。

ベリー
旅客機におけるキャビンスペースの床下部分のこ
とで、貨物搭載スペースを指す。

沖縄貨物ハブネットワーク
那覇空港を国際貨物の中継拠点（ハブ）として、ア
ジアの主要都市をハブ&スポーク方式で深夜時
間帯に接続運航するANAグループ独自の貨物輸
送ネットワーク。

航空業界・航空会社関連

IATA
（International Air Transport Association）
国際航空運送協会。1945年に国際線運航に関
わる航空会社などにより設立。空港発着枠の調
整や、航空会社間の債権・債務の精算などの機能
を有し、会員数は約290社。

ICAO
（International Civil Aviation Organization）
国際民間航空機関。国際民間航空に関する安全
とその健全な発展を目的として、1944年に設立さ
れた国際連合の専門機関。190ヶ国以上が加盟
している。

スターアライアンス
1997年に設立された世界初、かつ世界最大規模
の航空連合。ANAは1999年10月に加盟。2020
年7月末現在、世界中の26の航空会社が加盟して
いる。

コードシェア
提携航空会社間でお互いの定期運航便に相手方
の便名を付与して運航するもの。事実上は同一便
の複数社による販売形態となる場合が多く、共同
運航便とも呼ばれる。

独占禁止法適用除外
（ATI: Anti Trust Immunity）
国際線事業を行う航空事業者同士が、路線計画・
運賃設定・販売活動などについて協調するにあた
り、所属国の競争法に違反しないように予め競争
法の適用免除に係る許認可を得ること。日本、米
国、韓国では、申請に基づき運輸当局がATI認可
する制度となっている（当該3ヶ国以外では競争当
局（公正取引委員会など）が主管する場合が多い）
が、欧州連合（EU）では事業者自身が法律に基づ
きセルフアセスメントする制度となっている。ATI
認可は、一般に、市場支配力のないこと、利用者
の利便性向上の2点を基本要件としている。

ジョイントベンチャー（JV: Joint Venture）
2社以上の航空事業者間の共同事業を指す。航
空業界では二国間航空協定や外資規制などの制
限が残存しているため、他産業では一般的となっ
ているグローバルな資本提携（合併、買収、合弁
会社設立）に代わるものとして、独占禁止法適用
除外（ATI）を前提としたジョイントベンチャーが
活用されている。同じグローバルアライアンスに
所属する航空事業者同士がジョイントベンチャー
で提携を深化させることにより、お客様に向けて
それまで以上に多様な路便銘柄や低廉な運賃商
品を提供することが可能となり、他アライアンス
に対する競争力を強化することが可能となる。

フルサービスキャリア
（FSC: Full Service Carrier）
路線ネットワークの展開をもとに、コードシェア
による乗り継ぎ需要も含めた広範囲の市場を事
業の対象とする航空会社。座席クラスを複数提供
し、機内食・飲料などのサービスを予め運賃に含
めて提供するなどの特徴がある。LCCとの対比で
も使われ、ネットワークキャリア、レガシーキャリ
アなどとも呼ばれる。

ローコストキャリア
（LCC: Low Cost Carrier）
単一機材、各種サービスの有料化、販売の簡素化
などによる低コスト体制のもと、低価格運賃での
航空運送サービスを提供する航空会社。ポイン
ト・トゥ・ポイント（2地点間運航）方式による中短
距離・多頻度運航が基本。

航空機整備事業
（MRO: Maintenance, Repair and Overhaul）
整備士などの人材や専用施設を備えた上で航空
機整備を受託する事業。航空会社が所有する機
材などを対象として、整備（Maintenance）・修理
（Repair）・分解点検（Overhaul）などを実施する。

デュアルハブ・ネットワーク戦略
首都圏にある2つの空港（羽田・成田）を戦略的か
つ機能的に棲み分けて活用する戦略。都心からの
アクセスに優れた羽田では、東京近郊を含めた首
都圏全体の需要と、既存のANA国内線ネット
ワークを活用した日本各都市からの国際線乗り継
ぎ需要をターゲットとする。一方、成田では国際
線ネットワークの拡充や効率的なダイヤ設定によ
る接続機能の向上により、北米̶アジア間の太平
洋流動を対象に、三国間乗継需要の取り込みを
強化する。
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順位 空港

1 東京（羽田）

2 東京（成田）

3 大阪（関西）

4 福岡

5 札幌（新千歳）

6 沖縄（那覇）

7 大阪（伊丹）

8 名古屋（中部）

9 鹿児島

10 仙台

20,613

3,718

28,663

12,590

5,769

39,541

81,707

23,035

22,814

15,765

市場データ
より詳しい情報はFact Book 2020に掲載しています。 
PDFにてウェブサイトからダウンロードが可能です。
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/annual/

国際線旅客マーケット 国内線旅客マーケット

世界の航空旅客輸送の推移 

各国・地域別訪日外客数

アライアンス別 旅客キロシェア（2019年）

国内線旅客数の推移／LCCシェア

ANA国内線 座席キロ・旅客キロ・旅客数の推移

航空会社別 国内線旅客数シェアの推移

訪日外客数／出国日本人数 国内空港別旅客数TOP10（2019年度）
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0

8,000
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24,000

32,000

27,768

18,134

201920182017201620152014

（左軸）■合計　 
（右軸）■アジア・太平洋　■■欧州　■北米　■中東　■ラテン・アメリカ　■アフリカ

（千人）
旅客キロ 
（10億キロ）

■訪日外客数　 ■ 出国日本人数

（暦年） （年度） （年度）

出典：国際航空運送協会（IATA）（2020年）

出典：日本政府観光局（JNTO）（2020年）

出典：国際航空運送協会（IATA）（2020年）
※ ANAの数値にはバニラ・エア（株）、Peach・Aviation（株）は含まず
出典： 1. ANA、JALの数値：有価証券報告書記載の数値（連結ベース）
 2. その他の数値：国土交通省（2019年度）

出典：日本政府観光局（JNTO）（2020年） 出典：国土交通省（2019年度） 出典：国土交通省（2019年度）

■スターアライアンス　■ワンワールド　■スカイチーム　■その他

■ANA　■JAL　■その他合計96,059千人 合計101,872千人

2019年度

2,776万人
（前年度比–12.2%）

台湾 15.8%

中国 30.4%

 
マレーシア  1.6%
ベトナム  1.7%
豪州  2.1%

フィリピン  2.2%
タイ  4.3%
米国  5.6%

香港  7.7% 

韓国 14.3%

その他 14.2% 

21.7% 

42% 

16.0% 
24.9% 

44% 
15.6% 

33% 

13.3% 

16.8%
33% 

16.5% 

25% 

17.1% 
16.2%

21% 

46.2% 53.6% 42.1%

100,00080,00060,00040,00020,0000

旅客数（全体）

+6.1%

旅客数 LCCシェア 
（千人） （%）  （千人）

（左軸）■旅客キロ　■座席キロ　（右軸）■旅客数

42,916
58,552

2015 2016 2017 2018 2019

80,000

40,000

20,000

0

60,000

60,000

30,000

15,000

0

45,000

39,502

（百万キロ） （千人）

（年度）

（左軸）■フルサービスキャリア ■LCC　（右軸）■LCCシェア ■国内線旅客数　■国際線旅客数

順位 路線

1 羽田̶新千歳

2 羽田̶福岡

3 羽田̶伊丹

4 羽田̶那覇

5 羽田̶広島

6 羽田̶松山

7 羽田̶関西

8 羽田̶長崎

9 羽田̶鹿児島

10 羽田̶熊本

1,165

971

3,543

765

2,836

3,741

2,688

729

783

883

ANA国内線定期便旅客数TOP10（2019年度）

 

5,0004,0003,0002,0001,0000

 （千人）

 ※ 自社便および提携パートナーとのコードシェア便の有償旅客数

国内線 合計国際線 2015年度 2019年度

構成比
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マニラ

クアラルンプール
シンガポール

ジャカルタ

シドニー

プノンペン
ホーチミンシティ

ハノイ
ヤンゴン
バンコク

ブリュッセル

ミラノ

イスタンブール

ロンドン

デュッセルドルフ
ストックホルム

モスクワ
ウラジオストク

パリ

ミュンヘン

広州
武漢成都

香港
厦門 台北

デリー

ムンバイ

北京大連

青島ソウル
瀋陽

杭州
深圳

上海

バンクーバー

シアトル

サンフランシスコ

サンノゼ

ロサンゼルス

ホノルル

シカゴ ニューヨーク

ヒューストン

メキシコシティ

ウィーン

フランクフルト ワシントン D.C.

チェンナイ

パース

羽田 成田

ANA国際線 就航路線図

大阪（関西）

大連

北京

青島

上海

杭州

香港

大阪発着路線 

羽田発着路線  成田発着路線 　羽田・成田発着路線 

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により運休している路線を含む
当社作成資料（2020年9月1日現在）

札幌（新千歳）

釧路

仙台  東京（成田）

 東京（羽田）ソウル

バンコク

台北

高雄

香港

長崎
 大阪（関西）

鹿児島

奄美大島

宮崎
上海

 沖縄（那覇）

石垣

セブ

福岡

新潟

Peach Aviation 就航路線図

120 121

財務／データセクション  



社会性データ 環境データ
下記のデータはANAグループの環境にかかわる実績集計値です。2019年度はPeach Aviationとバニラエアの実績も加えています。 

お客様関連データ
 単位 2015 2016 2017 2018 2019

「お客様の声」レポート件数 件 73,688 73,892 114,273 105,723 117,628

［事業分野別］
　国内線 % 46.1 48.3 56.0 62.4 59.5

　国際線 % 39.5 37.4 40.1 34.8 37.9

　その他 % 14.5 14.3 3.9 2.7 2.7

［内容別］
　お叱り % 35.8 43.4 41.1 45.8 42.3

　お褒め % 21.2 16.8 18.5 19.8 21.1

　ご意見・ご要望 % 26.1 21.5 20.8 16.5 16.6

　その他 % 16.9 18.3 19.5 17.8 20.1

（年度）

※4 欠航便除く、遅延15分未満

運航関連データ（ANA国内線・国際線旅客便 合計）
 単位 2015 2016 2017 2018 2019

就航率 % 98.9 98.9 98.8 98.2 97.4

定時出発率※4 % 90.6 87.6 86.1 88.4 88.7

定時到着率※4 % 88.0 85.4 84.0 86.5 87.5

（年度）

人事関連データ（ANA） 
 単位 2015 2016 2017 2018 2019

CO2排出量
 総計 万トン 1,074 1,126 1,161 1,156 1,246

 ［内訳］

  航空機 1,062 1,114 1,148 1,143 1,233

   旅客便 (1,005) (1,058) (1,097) (1,098) (1,196)

   貨物便 (57) (56) (50) (45) (37)

  地上設備・自動車 11.5 11.8 13.5 13.2 12.6

 ［スコープ1、2、3］

  スコープ1 1,065 1,118 1,152 1,147 1,237.5

  スコープ2 8.3 8.3 9.2 8.9 8.4

  スコープ3 0.1*3 0.4*3 0.4*3 150.4*2 418.1*1

有償輸送トンキロ当たり航空機CO2排出量 kg-CO2 1.05 1.00 0.96 0.97 1.01

エネルギー消費量
 総計 原油換算：万kℓ 414 434 448 446 480

  航空機エネルギー 408 428 441 439 474

  地上エネルギー 5.5 5.5 6.5 6.4 6.3

オゾン層破壊物質の排出量（ANAのみ）
 フロン kg 16.4 8.8 5.3 9.4 2.7

 ハロン kg 8.3 29.4 5.0 28.8 31.7

省燃費機材*4

 機数 機 148 155 162 183 199

 割合（ANAブランドのジェット機のみを対象） % 64.9 66.0 69.5 75.9 81.2

 割合（Peach Aviation、バニラエア含む） % — — — — 70.3

*1 2019年度 スコープ3すべてのカテゴリーを算定 
*2 2018年度 スコープ3 カテゴリー2~4,6,7算定、第三者認定済
*3 2015年度～2017年度 スコープ3 カテゴリー6,7算定、第三者認定済
*4 ボーイング777型機、787型機、737-700型機 /-800型機、エアバスA320neo型機 /A321neo型機

（年度）

気候変動対策 

 単位 2015 2016 2017 2018 2019

廃棄物の排出量
 総計 千トン 28.9 36.8 37.5 34.3 32.6

 ［内訳］

  一般廃棄物（機内） 22.4 28.7 31.5 28.4 26.9

  一般廃棄物（地上） 2.9 3.0 2.6 2.7 2.5

  産業廃棄物 3.6 5.1 3.4 3.2 3.2

紙の使用量 千トン 4.7 4.6 4.0 3.2 3.1

水資源の消費量
 上水 万kℓ 51.5 57.8 61.4 61.1 59.6

 中水 万kℓ 6.3 7.2 9.4 8.6 9.2

（年度）

省資源化の促進

（年） 単位 2016 2017 2018 2019 2020

従業員数（各年3月31日現在） 人 12,859 13,518 13,982 14,242 14,830

海外雇用社員（各年3月31日現在） 人 1,387 1,454 1,475 1,442 1,464

従業員平均年齢（各年3月31日現在） 歳 36.0 37.4 37.4 37.5 38.0

平均勤続年数（各年3月31日現在） 年 10.0 13.3 13.8 14.2 13.6

女性管理職比率（各年4月1日現在、60歳以上除く） % 12.2 13.3 13.9 14.6 15.2

女性役員比率（各年4月1日現在） % 10.5 10.5 10.0 11.9 13.3
懐妊育児休職制度利用者／うち、男性 
（各年3月31日現在） 人 586/5 545/13 587/19 629/20 645/29

介護休職制度利用者（各年3月31日現在） 人 12 14 15 16 10

障がい者雇用率※1（各年6月1日現在） % 2.32 2.38 2.49 2.57 2.68

業務上災害発生状況（各年3月31日現在） 件 66 109 82 111 69

BMI値適正率※2（各年3月31日現在）
　男性 % 63.1 69.1 70.2 72.9 72.5

　女性 % 75.2 69.8 72.0 72.6 73.0

喫煙率（各年3月31日現在）
　男性 % 22.9 19.4 19.1 17.2 16.7

　女性 % 4.9 4.0 3.9 3.7 3.1

メタボリスク者率※3（各年3月31日現在）
　男性 % 13.4 14.9 15.7 11.1 12.9

　女性 % 0.9 1.2 1.3 1.4 1.0

※1 ANAホールディングス、ANAおよびグループ適用認定会社の合算値　計11社（うち、特例子会社1社）
※2 適正比率…18.5%～25%未満
※3  算定基準を2018年より変更 

2017年以前：特定保健指導「積極的支援」対象者値に該当する社員の割合 
2018年以降：メタボリックシンドロームの診断基準における「基準該当」の社員の割合

その他のデータは
https://www.ana.co.jp/group/csr/data/

WEB

2019月5月に発行した第37回無担保社債（ソーシャルボンド）の詳細については、当社ホームページをご確認ください。
https://www.ana.co.jp/group/csr/customer_diversity/socialbond/

2018年10月に発行した第36回無担保社債（グリーンボンド）の詳細については、当社ホームページをご確認ください。
https://www.ana.co.jp/group/csr/environment/greenbond/
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ANAグループの概要 会社情報 （2020年3月末現在）

ANAホールディングス株式会社 組織図 （2020年7月1日現在）

グループ会社数 （2020年3月31日現在）

事業セグメント
子会社数 関連会社数

うち連結 うち持分法適用 うち持分法適用

航空事業 6 5 — 4 1

航空関連事業 48 37 — 5 2

旅行事業 5 5 — 3 1

商社事業 61 8 — 3 1

その他 8 7 1 30 10

グループ全体 128 62 1 45 15

主要な連結子会社（2020年3月31日現在）

会社名 資本金（百万円） 議決権比率（%） 主要な事業内容

航空事業

 全日本空輸株式会社 25,000 100.0 航空運送事業
 株式会社エアージャパン 50 100.0 航空運送事業
 ANAウイングス株式会社 50 100.0 航空運送事業
 Peach・Aviation株式会社 7,515 77.9 航空運送事業
航空関連事業

 株式会社ANA Cargo 100 100.0 貨物事業
 株式会社OCS 100 91.5 エクスプレス事業
 ANAシステムズ株式会社 80 100.0 コンピュータ・システムの開発・運用
旅行事業

 ANAセールス株式会社 1,000 100.0 旅行商品などの企画販売
商社事業

 全日空商事株式会社 1,000 100.0 商事・物販事業

※ 当事業年度末日において、特定完全子会社はありません。

会社概要
商号 ANAホールディングス株式会社

設立 1952年12月27日

本社所在地  〒105-7140 
東京都港区東新橋一丁目5番2号 
汐留シティセンター

従業員数 45,849人（連結）

資本金 318,789百万円

決算日 3月31日

株式の総数  発行可能株式総数：510,000,000株 
発行済株式総数：348,498,361株

株主数 519,317人

上場証券取引所 東京

証券コード 9202

お問い合わせ
ANAホールディングス株式会社

〒105-7140 東京都港区東新橋一丁目5番2号 汐留シティセンター

グループ経理・財務室 財務企画・IR部 IRチーム　E-mail：ir@anahd.co.jp

株主名簿管理人  三井住友信託銀行株式会社 
（事務取扱場所） 
 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

監査法人 有限責任監査法人トーマツ

米国預託証券  比率（ADR：普通株）：5：1 
シンボル：ALNPY 
CUSIP：032350100

  名義書換・預託代理人： 
The Bank of New York Mellon 
240 Greenwich Street 
New York, NY 10286, U.S.A. 
TEL：1-201-680-6825 
U.S. Toll Free： 1-888-269-2377 

（888-BNY-ADRS）
 ウェブサイト：https://www.adrbnymellon.com

将来予測に関する特記
　本冊子には、当社の現在の計画、見積り、戦略、確信に基づく見通しについての記述がありますが、歴史的な事実でないものは、すべて将来の業績にかかわる見通しです。これらは、本冊子
の発行時点で入手可能な情報から得られた当社の経営陣の判断および仮説に基づいています。
　当社の主要事業である航空事業には、空港使用料、燃料税など、当社の経営努力では管理不可能な公租公課がコストとして発生します。また、実際の業績に影響を与えうる重要な要素と
しては、経済の動向、急激な為替相場・原油価格の変動ならびに災害のリスクなどがあります。これらのリスクと不確実性のために、将来の当社の業績は、本冊子に記述された内容と大きく
異なる可能性があります。
　従って、本冊子で当社が設定した目標は、すべて実現することを保証しているものではありません。

Fact Book 2020
財務データ、国際線・国内線マーケットやLCCの状況を紹介しています。 
ウェブサイトからPDFにてダウンロードが可能です。
https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/annual/

統合報告書（冊子およびPDF）
PDF版　https://www.ana.co.jp/group/investors/irdata/annual/

詳細（ウェブサイト）
ANAグループについて https://www.ana.co.jp/group/about-us/

株主・投資家情報 https://www.ana.co.jp/group/investors/

サステナビリティ https://www.ana.co.jp/group/csr/

高い

高い

ス
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ル
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ー
に
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っ
て
の

重
要
度

経営にとっての重要度

冊子で 
報告

ウェブサイトで報告

本冊子の報告範囲

株主総会

広報・コーポレートブランド推進部

グループ総務部

秘書部

調査部

グループ法務部

グループ人財戦略部

グループD&I推進部

デジタル・デザイン・ラボ

財務企画・IR部

経営管理部

施設企画部

グループ監査部

グループ経営戦略会議

グループESG 
経営推進会議

会長

社長

サステナビリティ推進部

監査役

監査役会

監査役室

グループ経理・財務室

グループ IT部

取締役会

経営企画部

事業推進部
グループ経営戦略室
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Printed in Japan
Printed in Japan

このアニュアルレポートは、森林を守り、地球環境に配慮し、森林
資源を守るための国際的な森林認証制度のひとつであるFSC®

（Forest Stewardship Council® （森林管理協議会））の基準に基
づいて生産されたFSC®森林認証取得用紙を使用し、VOC FREE
の植物油系インキを使い印刷しています。

本冊子は、地球環境に配慮し、森林資源を守るための国際的な森林認証制
度のひとつであるFSC®（Forest Stewardship Council®（ 森林管理協議
会））の基準に基づいて生産されたFSC®森林認証取得用紙を使用し、VOC 
FREEの植物油系インキを使い印刷しています。
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